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国際教育協力日本フォーラムの背景と目的

　質の高い教育の普及は世界共通の重要課題です。日本は、G8 サミットやアフリカ開発会議（TICAD）を

通じて、2015 年までの「万人のための教育“Education for All”(EFA)」達成に向けた国際社会による取組

みをリードしてきました。また日本政府は、2010 年に開かれたミレニアム開発目標（MDGs）に関する国

連首脳会合で新たな教育協力政策を発表し、「スクール・フォー・オール（School for All）」を提唱しました。

2011 年から 5 年間にわたり、人間の安全保障を念頭に、教育セクターを包括的に支援することとしています。

これに向けて、自助努力を支援しつつ、効果向上のためのさまざまな努力を実施しています。

　EFA や MDGs の達成期限である 2015 年を間近に控え、財政支援やプログラム・政策支援といった教育

セクター全体を対象とする援助手法が一般化しつつあるなかで、学校運営や教員の質、教授・学習過程といっ

た質の改善、あるいは阻害された子どもたちの教育をどのように実現するかが大きな課題となっています。

一方、日本の教育協力は、従来から、教育現場における具体的な改善に焦点を当て、途上国のニーズに沿っ

た援助を行ってきました。新たな岐路に立つ国際教育協力が何をどう支援し、どこに向かおうとしているの

か、注目されています。

　第 9 回となる今年のフォーラムでは、「『援助の有効性』と国際教育協力の責務」をテーマとします。教育

援助の第一線で活躍する国際機関や二国間の実務者、教育開発の専門家の方々をお迎えし、教育における「援

助の有効性」と国際教育協力のあり方について、ポスト EFA を見据えた検討を行います。政策重視の思潮

に対して、現場中心の実践経験に豊かな日本はどう貢献ができるか、みなさまのご参加による活発な意見交

換の場となることを期待しています。

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

　国際教育協力日本フォーラム（通称 JEF）は、2004 年 3 月に日本の教育分野の国際貢献の一環として、

官学協同で創設された年次国際フォーラムです。その目的は、発展途上国自身による自立的な教育開発及

びその自助努力を支援する国際教育協力のあり方について、教育開発に携わる行政官、援助機関関係者、

NGO、研究者等が自由かつ率直に意見交換する場を提供することです。また日本の教育の経験とそれに基

づく我が国の国際教育協力について広く世界に発信していくことも目的としています。
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主催者代表挨拶

森　ゆうこ　文部科学副大臣

　本日は、お忙しい中大勢の皆様に、「第９回国際教育協力日本フォーラム」にご参加いただき、心より感

謝いたします。主催機関のひとつである文部科学省を代表して、一言ご挨拶を申し上げます。

　本フォーラムは、外務省、広島大学、筑波大学と文部科学省で主催し、開発途上国自身による自立的な教

育開発とその自助努力を支援する国際教育協力のあり方について、教育援助の第一線で活躍する国際機関や

二国間の実務者、教育開発の専門家の方々をお招きして意見交換することを目的に、2004 年から毎年開催

しているものです。

　今回は、「『援助の有効性』と国際教育協力の責務」をテーマとし、ポスト EFA を見据えた国際教育協力

のあり方について検討することとしました。国際社会が一致団結して取り組んでいる「万人のための教育

(EFA）」や「ミレニアム開発目標」については、その達成期限である 2015 年が間近に迫っています。EFA
のこれまでの進展としては、様々な国際教育協力の取組の結果、（１）世界全体で学校に通っていない子ど

もの数が 1999 年の１億 600 万人に比べて 2008 年は 6,700 万人まで減少し、（２）特に南西アジアでは不

就学児童が半減と、大きく進展しました。

　しかしながら、こうした進展にもかかわらず、（１）中学校の需要が増加しているものの、多くの若者が

中学校に通えておらず、また、（２）多くの子どもが基本的な読み書き計算能力を完璧に身につけないまま

形式的に卒業するか、または途中で退学している状況です。このままでは、2015 年時点で 7,200 万人の子

どもが不就学の見込みであり、目標の達成は困難と言えます。

　そこで、これまでの取組成果の検証と残された課題を踏まえた抜本的な教育協力のあり方を見直していく

ことが必要です。世界的に厳しい経済状況の中、日本も含めて世界で教育分野に対し ODA で多くの投資を

してきていますが、それにもかかわらず目標が達成できないということについては、その投資が本当に効果

的に使われているのかをしっかり検証して、各国及び国際機関の貴重な予算を最も有効な方法で使うよう目

指すことが必要だと考えます。

　日本は、これまでプロジェクトの実施を中心とした現場重視の国際教育協力を行ってきましたが、国際協

力の動向として、途上国の財政や政策立案を支援する新たなアプローチも盛んになっています。今後は、そ

れぞれのアプローチの有効性を検証して、各国の実情やニーズに応じた最も適切な支援を行うことにより、

EFA の目標達成に全力で取り組んでいくことが必要であると考えます。

　また、児童労働が EFA の目標達成の阻害要因になっていることから、EFA の目標達成に向けて、児童労

働を含む不利な状況下にあるすべての子どもの支援及び、紛争や災害の影響を受けた国に対する教育支援を

行っていくことが重要であると考えます。

　本日基調講演をお願いしているビルガー・フレデリクセン元世界銀行アフリカ地域人間開発局長及びルー

ス・ムバンガ　ザンビア教育省教師教育局長は、国際教育協力の支援をする側、支援を受ける側でそれぞれ

長年取り組まれた方であり、貴重なご提案を頂けるものと確信しております。

　また、午後のセッションでは、国内外から４名のパネリストの方々にお集まりいただいております。今後

の国際協力の在り方についてそれぞれの立場から活発にご議論いただく予定です。

　最後に、本フォーラムの実施にあたりご尽力いただいた関係者の皆様に感謝の意を表しますとともに、本

日のフォーラムが皆さまの今後の活動にとって有意義なものとなりますことを祈念し、私からの挨拶とさせ

ていただきます。
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主催者代表挨拶

浜田　和幸　外務大臣政務官

　　第 9 回国際教育協力日本フォーラムにお集まり頂き感謝。

　　国連ミレニアム目標（MDGs）の達成期限である 2015 年まであと 3 年となり、2012 年は非常に重要

な年となる。

　　昨年 3 月 11日 の東日本大震災を経て、日本は援助を提供する側から、援助を提供される側になっている。

日本は、教育を含めた様々なセクターで、技術移転を続けてきた。そのようなこれまでの ODA に誇り

を持っている。

　　日本は万人のための教育（EFA）及び MDGs の 2015 年の達成目標に向けて、様々な努力をしてきて

いるが、日本だけでは達成することはできない。達成のためには、世界各国の一層のコラボレーション

が重要となる。人間の安全保障という観点からも、世界が一つになることは重要である。

　　人々が安全で余裕のある環境において、家族と地域を大切に過ごしていける社会を創り出すためには、

教育は大変重要な要素である。また、その重要性はますます高まってきている。文部科学省、外務省、

その他官公庁、全てが力を合わせて取り組んでいくことが必要であり、ゲイツ財団の協力事業に見られ

るように、官民連携もまた重要である。あらゆる課題に対して、運命共同体の一員であるという自覚が

必要となっている。

　　ご参集の官民および教育関係者の方々とともに、援助内容や評価の方法を含めて意義ある真摯な議論を

繰り広げ、力を合わせていきたい。このフォーラムにおいても、コラボレーションの精神で議論を重ね、

一日でも早く 2015 年にその期限が迫る MDGs を達成できるように期待している。
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全体要旨

フォーラムの概要

　教育は世界中の人々や国々にとって自立的な国づくりや開発の基礎であり、人間の安全保障の実現に寄与

するものである。この点を日本は強く認識し、ミレニアム開発目標に関する国連総会ハイレベル首脳会合に

おいて新たな教育協力政策を発表した。その中で日本は基礎教育支援モデル「スクール・フォー・オール」

を提案した。日本はパートナー諸国の自助努力を支援し、援助の効果を向上させる努力を重ねており、「援

助の有効性」が第 9 回国際教育協力日本フォーラム（JEF）のテーマである。本フォーラムは、日本の教育

分野の国際貢献の一環として、2004 年 3 月に官学協同で創設された年次国際フォーラムである。教育開発

に携わる行政官、援助機関関係者、NGO、研究者等が自由かつ率直に意見交換しアイデアを協議できる機

会を提供することを目的に、文部科学省、外務省、広島大学、筑波大学の共催および国際協力機構（JICA）

の後援によって開催している。

　第 9 回となる今年の JEF は「援助の有効性と国際教育協力の責務」をテーマに 2012 年 2 月 7 日に文部

科学省講堂で開催された。教育援助の第一線で活躍する国際機関や二国間開発機関の実務者と著名な教育開

発の専門家の方々をお迎えし、ポスト 2015 年を見据えて「援助の有効性」と国際教育協力について討議し

た。午前の部では二つの基調講演があり、まずビルガー・フレデリクセン元世界銀行アフリカ地域人間開発

局長が講演し、続いてザンビア教育省教師教育局長のルース・M・ムバンガ氏が講演した。続く質疑応答では、

参加者が自由に基調講演者と討議した。午後のパネルセッションでは「国際教育協力における援助の有効性

とは何か」について様々な意見が出され、参加者とパネリストの討議も持たれた。最後にすべての発表者に

よる総括討論によって本フォーラムは終了した。多数の各国大使館、政府関係者、開発援助機関、大学関係者、

NGO・NPO 代表の他、一般参加者も交え、総勢 150 人以上が参加した。

ビルガー・フレデリクセン（元世界銀行アフリカ地域人間開発局長）による基調講演

　「変動する世界情勢における教育援助の有効性再考」と題してフレデリクセン博士はまず政府開発援助

（ODA）の概要を説明し、中国等の新興ドナー国が将来の方向性に影響を与えると強調した。過去 10 年ほど、

全 ODA における教育部門の割合は 10％から 12％で変わっていないが、2009 年に教育援助の総額は増えた。

フレデリクセン博士は、援助の有効性を考えるとき、ドナーによる援助提供および被援助国の活用面での技

術的な効率性にとどまらない様々な課題があると強調した。これは援助効果向上に関するパリ宣言における

主要課題でもある。効率的な援助は重要かつ必要であるが、援助が効率的に配分されなければ、援助の有効

性は確保されない。すなわち国の教育予算と援助を合わせた全体の教育支出に対して最大のインパクトが得

られるように戦略的に援助が活用されなければ、有効な援助はできない。またほとんどの国では教育予算の

大部分が国家予算を占めており、その大きな部分に影響を与えることができなければ、ドナーや NGO によ

る小規模で限定的な援助プロジェクトはなかなかできない。しかし援助の有効性に関する国際的な討議の場

で、援助の効率的な配分や援助依存が長期に続くことにより起こりうる弊害といった援助の持続可能性につ

いてはほとんど注目されていない。これらの点に配慮することが、最近の「釜山宣言」にもうたわれており、

同宣言では、開発を推進するために「援助効果向上」への更なる取組みを目指して、国際的な議論が広がる

ことを求めている。またいかに効果的な援助が教育分野における地球公共財の構築に寄与してきたかについ

ても公の場で討議されることはほとんどない。教育分野におけるグローバルなリーダーシップの欠如が、教

育分野の有効な資源調達だけでなく援助の有効的な配分も阻害しており、活用できる援助の有効性を損なっ

ていると博士は強調して基調講演を締めくくった。過去 10 年間以上、保健医療分野は援助の総額に占める
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割合を大幅に伸ばしているのに対し、教育分野の割合は横ばいである。国々が新たに直面している緊急課題

に取り組むためには、これまでの 10 年以上に知識や能力重視の政策が必要となる。教育援助においても、

より効果的に支援を提供するために、国際援助コミュニティが一致協力して、さらにエビデンスに基づく援

助の配分と協調を行うことが最も重要である。つまり教育の成果に最も大きなインパクトを与えられる援助

の分野と目的に対して援助を配分することである。ドナー諸国は現在、大きな財政赤字を抱えているのに加

え、過去の援助の有効性に対する懐疑的な見方を強めているため、このような取組みは特に重要となる。　

ルース・M・ムバンガ（ザンビア教育省教師教育局長）による基調講演

　ルース・M・ムバンガ局長は基調講演で、ザンビアの自立的教育開発への協力の事例として学校プログラ

ムの現職教員研修制度（SPRINT）を取り上げて援助の有効性を論じた。局長は、ドナーの資金による政府

主導で実施される教員研修では、教員のオーナーシップがほとんど欠如していると強調した。オーナーシッ

プがなければプロジェクトは持続しない。従来のカスケード方式ではスキルは伝わるが、ほとんどインプッ

トの余地がなく、中央集権的な活動への依存度が高まる。しかし理数科教育強化計画（SMASTE）のよう

な学校ベースのプロジェクトを支援し、学校が説明責任を負う場合は、オーナーシップが生まれ、参加者が

積極的に知識を学ぶようになる。コンサルタントが専門知識を注入するやり方ではオーナーシップは生まれ

ないと、ムバンガ局長は基調講演を通して強調した。学校が責任を負うようになって初めて、自ら積極的に

取り組む姿勢が生まれ、プログラムが自立発展する。しかし局長はまた、地域の価値観を重視し、継続的職

能開発の政策とのアラインメントに配慮することが重要だと主張した。パートナー国の既存の能力を外国生

まれの知識や制度と置き換えようとする援助は有効ではないことは、ザンビアでも経験している。

　二人の基調講演の後、広島大学教育開発国際協力研究センターの吉田和浩教授がモデレーターとなり質疑

応答の時間が持たれた。南アフリカ、ジャマイカ、米国、日本の参加者が質問し、中等教育プログラムに対

する援助配分、恵まれない生徒やマイノリティ、教員の教育や移住の問題、援助機関の目的、地域の専門家

の関与によるオーナーシップの推進などが取り上げられた。

パネルセッション

　午後のパネルセッションは「国際教育協力における援助の有効性とは何か」というテーマで、マラウイ大

学教育研究訓練センター長のドロシー・ナンポタ博士が発表者兼モデレーターを務めた。教育協力の効果的

なコラボレーションについて、二人のパネリストがそれぞれマレーシアの取組みと JICA の資金によるプロ

ジェクトを報告した。三人目のパネリストは現在進行中のドナー援助のパラダイムシフトに関して提起した。

パネルセッションの最後に、ナンポタ博士がマラウイの可能性と課題に関するプレゼンテーションを行った。

　最初に、マレーシアに所在する東南アジア教育大臣機構（SEAMEO）理数科教育センターのウィ・ホッ

ク・チェア研究開発部調査官が、地域の有効的な教育協力の事例として SEAMEO の活動を説明した。

SEAMEO は各加盟国が他の SEAMEO 加盟国に自国の強みや得意分野における専門性を共有すると同時に

協力の恩恵を受けていることで効果を上げている。教育大臣からの権限委譲によって SEAMEO のプログラ

ムの実施が容易となり、国際機関やその他の国々の二国間協力や多国間協力も SEAMEO を通じて推進され

ている。チェア氏はまた、SEAMEO の各センターの活動例として理数科教育センター（RECSAM）の役

割にも言及した。1970 年代から実施されている同センターの研修プログラムは現在では研究も行っている。

研究の成果は 1978 年から半年ごとに発行されているジャーナルを通じて、政策や教育学に貢献すべく情報
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を提供している。さらにマレーシアの同センターは、理数科教育国際会議と SEAMEO 青年科学者発掘大会

を交互に隔年開催している。同センターはまた、2008 年以来、JICA とマレーシア政府との連携により、ア

フリカの教育者のために JICA 第三国研修プログラム（JICA-TCTP）を実施している。

　次に名古屋大学大学院国際開発研究科の山田肖子准教授がパラダイムシフトに直面する日本の教育援助に

ついて発表した。各ドナー機関が対象とする領域が多様化していることや新興アクターの出現によって、教

育協力が構造的に変化している。これまでドナーコミュニティは調和化の重要性を強調していたが、現在は

多様なモダリティに比較的寛容になっている。例えば日本の ODA は一貫して「自助努力への支援」の重要

性を訴え、人材開発が自助努力による開発の大きな柱となると主張してきた。山田博士は、ニジェール、セ

ネガル、ブルキナファソ、マリにおける「みんなの学校」プロジェクトといった住民参加による協力を取り

上げ、日本の ODA の性格や成功事例を説明しながら、参加者に日本の援助の比較優位性について考察する

ことを促した。

　続いて国際協力機構（JICA）人間開発部の萱島信子部長が、ポスト 2015 年の課題に対する取組みにおけ

る JICA の教育協力の方針やアプローチについて説明し、教育協力の有効性を論じた。JICA は国際教育協

力を改善するために、能力開発、連携強化、教育開発ニーズの 3 つに焦点を当てて長期的アプローチに取り

組んでいる。能力開発は国にとって最も有効なことを対象に実施し、例えばバングラデシュの基礎教育セク

ター等のプログラム援助を通じて技術的・財政的支援を提供している。連携強化については、現在 14 カ国

が南南協力に参加しており、アフリカにおける JICA の初等および中等教育の理数科教育強化計画を通じた

ネットワーク化を推進している。さらに、中等教育の理数科における協力は、イノベーティブな知識基盤社

会の発展を支える人材開発に影響を与える。

　パネルセッションの最後に、ドロシー・ナンポタ博士がマラウイの教育協力の可能性と課題について発表

した。教育協力が効果的であるためには、例えば国家教育セクター計画（NESP）など、既に確立している

国の優先事項とのアラインメントが必要である。政策の立案・実施に関わることでオーナーシップが生まれ

ることが成功の要素として不可欠である。地域のアクターはプロジェクトを管理することで相互説明責任を

持つ。教員が政府のニーズに合わせて自主的に仕事をするようになることが成果の一つである。課題は残っ

ており、現在の教育協力は成功例も失敗例もあるが、援助のアラインメントはよく守られており、能力開発

やオーナーシップがそれに沿って発展することで、現在よりもさらに促進していくようになると期待できる。

　プレゼンテーションの後、ナンポタ博士がモデレーターとなりパネリストと参加者を交えて質疑応答が行

われた。中国、マラウイ、フィリピン、サウジアラビア、日本の外務省および日本内外の大学関係者から質

問が出され、基礎教育と比べて中等教育に対する援助の効果はどうか、国境や地域を越えた官民パートナー

シップ、アフリカにおいて今後 5 年間どのような援助に重点がおかれるか、SEAMEO を一例とするコラボ

レーションのさらなる課題、ODA の日本モデルの必要性、3 月 11 日の地震と津波が教育に及ぼす影響など

について討議された。

　午後の部の最後に、広島大学の吉田和浩教授がモデレーターとなり、パネリスト、パネルセッションのモ

デレーター、基調講演者が総括討論に参加し、一日の要点をまとめると同時に、参加者に省察を求めた。吉

田教授はフォーラムの目的は結論を出すことではなく、今までの活動を批判的に振り返ることによって、国

際社会としての今後の新たなアジェンダを設定することであると強調した。これによって自立的教育開発に

向けた第 9 回国際教育協力日本フォーラムは幕を閉じた。
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基調講演

「変動する世界情勢における教育援助の有効性再考」

ビルガー・フレデリクセン

元世界銀行アフリカ地域人間開発局長

発展途上国の教育コンサルタント。世界銀行在職中に、西アフリカマクロ経済課長、アフリカ地域人間開

発局長、アフリカ地域上級教育顧問など歴任。世界銀行の前は、ノルウェーのオスロにあるノルウェー国

際問題研究所経済部長を始め、フランスのパリにあるユネスコや OECD で様々な職を歴任。特にサブサハ

ラ・アフリカの教育開発問題に関する著作多数。最近では、2008 年に世界銀行から Jee-Peng Tan と共同編

集で An African Exploration of the East Asian Education Experience を発表。また 2011 年に、ワシントン

D.C. の The Results for Development Institute から Education Resource Mobilization and Use in Developing 
Countries: Scope for Efficiency Gains through More Strategic Use of Education Aid を出版。『国際教育協力

論集』2010 年 10 月号の客員編集者。オスロ大学経済学修士、開発途上国の教育計画に関する研究で英国

ランカスター大学博士号取得。
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講演主旨

「変動する世界情勢における教育援助の有効性再考」

ビルガー・フレデリクセン

元世界銀行人間開発局長コンサルタント

　今回の発表では、より戦略的な援助の配分によって、「万人のための教育（EFA）」の 2015 年及びそれ以

降のグローバルな目標の推進だけでなく、国の教育成果の向上においても、教育の効果を高めるための様々

な選択肢を取り上げる。

　経済協力開発機構（OECD）の開発援助委員会（DAC）加盟国から提供される政府開発援助（ODA）の

総額は、2010 年に 1,290 億米ドルだった。ODA は、DAC から開発途上国へ提供される資金総額の 3 分の

1 にすぎない。残りの 3 分の 2 のほとんどは、民間の直接投資である。これらの DAC 諸国からの資金提供

に加えて、「新興ドナー」からの ODA が急増している。また外国への出稼ぎ労働者からの送金（2009 年は

3,070 億米ドル）や、慈善家や財団からの資金提供など、様々な民間資金の流れがある。

　この 10 年以上、教育分野への援助は DAC の ODA 総額の約 12％にすぎなかった。2008 年、教育援助

の 41％が基礎教育に、17％が中等教育に、42％が高等教育に配分されている。高等教育の比率が比較的高

いのは、主要なドナー国のいくつかが、海外からの留学生に対する援助を教育援助に含めていることが大き

な理由である。

　2008 年の教育援助の配分をみると、サブサハラ・アフリカが全体の約 28％、東アジア・太平洋地域が

18％、アラブ諸国が 14％、南西アジアが 12％、中南米カリブ海諸国が 8％、ヨーロッパ・中央アジアが 7％

である。残りの 13％は国別に配分されていない。教育援助の約 80％は二国間援助、20％は多国間援助であ

る。「新興ドナー」から教育セクターへの資金援助については、ほとんど情報がない。

　援助の効果について語る際、大きく分けて次の 2 種類の援助を念頭におきたい。

・ 国別援助：二国間援助や多国間援助を通じて各国に直接提供される財政的・技術的援助。

・ 地球公共財（GPG）：世界的および地域的なGPGの機関やネットワークが推進する援助協調、技術協力、

知識創造・共有、グローバルな統計の収集・普及等。

　国別援助の場合、援助の効果を左右するものとして、次の 3 つの要素が考えられる。

(i) 配分の効率性：どの程度、国の教育成果に対して最大の触媒効果がある目的や投入に配分されている

か。

(ii) 技術的効率性：ある目的に対して配分された援助を（a）ドナーがどの程度、効率的に届けているか、

および（b）被援助国がどの程度、効率的に活用しているか。

(iii) 援助依存の効率性：自立的な教育開発を阻害する援助依存を引き起さないように、どの程度配慮して

援助が配分されているか。

　GPG 機能の場合、援助の効果を左右するものとして、次の 2 つの要素を考えたい。

(iv) 援助協調の効率性：国家間の配分や国別援助と GPG 機能の間の配分が最も高い教育成果を生むよう

に（例：EFA の目標達成を促進するなど）、どの程度配慮して配分しているか。
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(v) 地球公共財の効率性：

（a）どの程度、GPG 機関やネットワークの間で援助が最適に配分されているか、（b）どの程度、

GPG 機関やネットワークが質の高い GPG を効率的に提供しているか。

　援助の効果については、この 10 年間ではほとんどの場合、国際援助機関は技術的な効率性を高めること

に焦点を当ててきた。この作業は 2005 年の「援助効果に関するパリ宣言」で頂点に達する。パリ宣言は援

助の効率性を向上するために、（1）国の自助努力の向上、（2）国の目標と援助のアラインメント、（3）手

続きを調和化し、援助が重複しないようにドナー間の協調を推進、（4）開発の成果をより重視、（5）成果に

対する相互責任の 5 つの分野の目標を採択している。各目標に関する進歩の度合いは一様ではなく、OECD
がモニターしており、「援助効果向上に関するハイレベルフォーラム」で審議される。同フォーラムは、最

近では 2011 年 11月 に韓国釜山で開催された。

　「技術的な効率性」以外の上記 4 つの援助効果に関しては、非常に不十分な取組みしかされていない。技

術的な効率性は援助効果の向上にとって必要だが、それだけでは不十分である。特に、援助が最大限に教育

成果を上げるように戦略的に配分し活用されなかったり、配分によって援助の持続可能性や自立への前進が

阻害されたりする場合は、援助効果が十分に上がらない。サブサハラ・アフリカ（SSA）の多くの国々が

憂慮すべき援助依存に陥っているが1、途上国のほとんどでは、教育資金の大部分が国内資源によっている。

そのため、国内外を合わせた教育資金が全体として教育の成果を最大限に上げられるように、戦略的に援助

資金を配分しなければならない。

　また、より戦略的に援助を活用する必要性が高まっている背景には、現在の経済危機によって従来のドナー

諸国の援助予算がますます厳しくなってきていること、援助効果に対する幻滅が高まっていること、かつて

ないほど援助依存が深刻になっている国があること、「新興」ドナー諸国や様々な民間機関からの資金提供

が急速に増えていることなどがある。また、いかに GPG 機関の効率性を向上し、実績のよい機関への資金

提供を増やすかについては、残念ながら世界はほとんど考えてこなかった。

　「効果的な開発協力のための釜山パートナーシップ」は、開発を推進するために、より効果的な援助の活

用に国際社会が目を向け、幅広い議論をするよう求めている。ここ 10 年来、（a）援助の額を増やすことし

か考えていなかったこと（増額は非常に望ましいが、提供された援助の効果的な活用をおろそかにしてはい

けない）、（b）援助効果の議論が、技術的効率性の向上にほとんど終始してきたことを考えると、これは歓

迎すべき転換である。特に「釜山宣言」は、今こそ援助効果の議論を広げて、開発効果の課題により注目す

べきと強調し、その原動力となるのが、力強く持続可能で包括的な成長、各国政府の国内財源、効果的な国

家機関および民間機関、地域およびグローバルな協力とした。効果的な開発のためには、「釜山宣言」も指

摘しているように、援助が開発の効果的な触媒となるよう、どのような援助に、いかに資金を提供するべき

かを考え直さなければならない。

　すなわち、今の 10 年間に教育制度が直面する大きな課題に対して、援助がより効果的に対応できるよう

になるためには、国際援助コミュニティは今すぐ、よりエビデンスに基づいた援助の配分と協調に取り組ま

なければならない。教育制度内の課題も、制度外の課題もある。教育制度内の課題としては、「乳幼児のケ

アおよび教育（ECCE）」や成人識字率、スキル開発などの EFA の主要目標の達成度が低いことだけでなく、

低い質、不公正、制度の能力がなかなか向上しないことなど、「古くからの」課題の他にも、新たな課題がある。

1　2009 年に SSA の 48 ヵ国中、22 ヵ国で全セクターの援助総額が GDP の 10％を超え、5 ヵ国で 20％を超えた。SSA
以外の国々では、援助が GDP の 5％を超えたのは 5 ヵ国のみ。10％を超えたのはアフガニスタンだけだった。2006 年、

公教育予算における援助の割合は約 25％だった（SSA40 ヵ国の中間値）。
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たとえばこの 10 年ほどの間に初等教育の完全普及に向けて前進がみられ、初等教育修了後の教育に対する

要請が高まっているほか、教育の提供と資金源が多様化してきており、効果的な対処が求められる。

　教育制度外の課題としては、グローバリゼーション、開発における知識やイノベーションの役割が高まっ

ていること、高等教育や研究が急速に国際化していること、かつてない社会的変化、人口動態の急激な変化、

気候変動、より共生的かつ公正な社会やより説明責任を果たす政府への要望を実現するために教育が果たす

役割などがある。実際、教育プログラムや教育の提供方法を改革するよう求める圧力は、教育制度内からよ

り、むしろ制度外から高まっている。

　これらの課題に共通する特徴は、ここ 10 年の課題に比べて、よりエビデンスに基づき、知識および能力

を重視した、政治に敏感な政策によって対処しなければならないことである。これに応えるために、教育制

度はリーダーシップ、説明責任、イノベーションのための制度構築を劇的に進めなければならない。ユネス

コが発表した 2008 年グローバルモニタリングレポート（p.27）にあるように、「…国の能力強化に対する

関心はあまりにも欠如してきており」、「…改革の政治経済や、実施上の技術的制約に対応するために、各国

は能力を大幅に強化しなければならない」。事実、教育制度の逆説的で顕著な特徴は、学習し変革する能力

が低いことである。管理や説明責任の向上であれ、地元の状況に合わせて教育政策やプログラムを開発する

ためのパイロット事業やイノベーションを実施することであれ、学習の質を向上するために新しい技術を応

用することであれ、能力の問題がある。今後 10 年の課題に教育制度が対処できるかどうかは、これまで以

上に、学習能力があるかどうか、変化を拒否するのではなく受け入れられるかどうかにかかっている。

　上記のような課題への対応を助けるための、援助の最も戦略的な活用のあり方も急速に変化している。第

一に、国別援助は能力開発（CD）にとって不可欠な投資をより優先しなければならない。しばしば開発途

上国では厳しい緊縮予算のため、CD の予算が不足している。短期的な緊急性の高い重要な事業に予算を割

くと、長期的な投資のための資金がほとんど残らないからである。ドナーも被援助国も新たな CD 戦略を立

て、国内の既存の専門知識を動員し、強化し、活用し、維持できるように、効果的かつ説明責任を果たせる

制度を構築しなければならない。これまで能力開発を目的とするドナーの支援は、長期的な外部の技術援助

や、外国における研修や機器提供など、ほとんどドナー国からのサービスに結びついたものに終始すること

が多かった。また、CD は時間がかかるということは、過去半世紀に学んだ明らかな教訓の一つである。何

十年もかかることも多い。短期的に成果が測定できることに資金が援助される傾向が高まっているだけでな

く、能力開発に対する資金援助の効果を測定することも難しいことから、このような長期的なビジョンに取

り組むためにも、新たな CD 戦略がいっそう求められる。

　第二に、疎外された人々のためにプログラムを実施し公正性を推進することを、より優先しなければなら

ない。サブサハラ・アフリカや南アジアの成人女性の非識字率は 50％近くあり、いまだに 6,700 万人の子

どもたちが初等教育を受けていないなど、膨大な数の人々が取り残されている。初等教育修了後の教育を受

けたいと言う生徒の声に比べて、彼らの声はほとんど届かない。

　第三に、援助において教育の質と妥当性の向上を、より優先しなければならない。そうしなければ教育は、

増えつつある「若者の課題」に取り組むための、より効果的なツールにはなれない。とはいえ、東アジア諸

国で成功したように、「団塊世代（youth bulge）の若者」が潜在的な危険層にならずに、様々な可能性を持つ人々

となるには、教育だけでは不十分である。教育だけでなく、成長と雇用創出の政策や、より開かれた共生的

な社会を導く政策が取られなければ、教育を受けていない無職の「若者の爆弾」が教育を受けた無職の「若

者の爆弾」になるだけで、ただ問題を先送りするだけである。政府がこの問題の緊急性や困難さを無視すれ

ば自国の危機を招くことは、多くの国々が直面している問題をみればあきらかであろう。

　しかしグローバルな教育援助の枠組みが非常に弱いことが、よりエビデンスに基づく援助を阻害している。
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「釜山宣言」が求める「効果的な援助」から「効果的な開発協力」への転換は、この弱さを克服することな

しには不可能である。効果的な南南協力や三角協力などを含め、国々の効果的な協力の推進と援助の効果は、

ますます密接に関係してきている可能性が高い。これを実現するために国際社会は、地球公共財（GPG）機

能を果たす国際機関や地域機関やネットワークを改革し、実績を上げている機関やネットワークに十分な資

金提供をすることに、これまで以上に優先的に取り組まなければならない。

　最後に、よりエビデンスに基づいた援助配分と援助協調を推進するためのステップをいくつか提案したい。

例えば、グローバルな援助効果の問題に関するコンセンサスづくりを支援するための分析活動や、教育セク

ターがグローバルな政治的リーダーシップを、より強く発揮すべきという国際的な啓発が必要である2。

2　この発表は主に次の 2 つの論文に基づく :

Fredriksen, Birger (2010). “Enhancing the Allocative Efficiency of Education Aid: A Review of Issues and Options”.  Journal of 
International Cooperation in Education, Volume 13, Number 2, October 2010. 
Fredriksen, Birger (2011). Education Resource Mobilization and Use in Developing Countries: Scope for Efficiency Gains through 
More Strategic Use of Education Aid. The Results for Development Institute, Washington, DC.
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基調講演

「教育援助の有効性－途上国からの視点－」

ルース・ムバンガ

ザンビア教育省教師教育局長

2002 年から 2007 年までエンクルマ教育大学の学長。ザンビア中央州でリソースセンター・コーディネー

ター、理科教育上級指導主事、学校教育主任指導主事を経て現職。中高等学校及び大学で理科教育に 10 年

間携わる。ザンビア大学で理科教育学士号、英国サウサンプトン大学で理科教育修士号を取得。アフリカ開

発銀行、英連邦教育センター、アイリッシュ・エイド、英国国際開発省（DFID）、国際協力機構（JICA）、

米国国際開発庁（USAID）、フランドル開発協力・技術援助協会、世界銀行などと協力し、大学や国家レベ

ルの理科教育プロジェクトに取り組む。国内外のワークショップや学会で数々の発表を行っている。
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講演主旨

「ザンビアにおける現職教員研修制度（SPRINT）
－自立的教育開発に向けた国際協力の一事例－」

ルース・ムバンガ

ザンビア教育省教師教育局長

1. 背景

　ザンビアは、教育・科学・職業訓練省（MESVT）を通じ、教育の質の向上という課題に対応していく上

で教員が重要な役割を果たすことを認識している。教育省（MOE）（1996）によると、資質の高い有能な

教員を採用することの重要性は国家政策文書「Educating our Future」の中でも強調されている。同文書で

はさらに、教員は教育制度の目標達成において最も重要な資源であり、その成功を決定づけるものであるた

め、教育制度の質や有効性は教員の質に大きく依存するとも述べられている。また、子どもの教育的・個人

的な幸福もまた、教員の能力、献身、才覚に決定的に依存している。

1.2. 教員職能開発政策

　ザンビアでは、教員の職能開発の重要性を認識し、教育省を通じて次のような政策ガイドラインを定めて

いる。

1. 教育制度の質と有効性を高めるため、個々の教員ならびに教職全体の質を向上させる。

2. 教員の専門的能力の基礎となる 2 つの柱は初任者研修と現職教員の継続的な職能・自己開発であるこ

とを認識する。

3. 訓練を受けた基礎教育教員の供給を増加させるためのさまざまな方法を遂行する。

4. 現職教員の教育訓練についての幅広いガイドラインや戦略的アプローチを策定し、そうした研修に関

して調整的な役割を果たす。

5. 勤務条件が教員の意欲や取組みに重大な影響を与えることを認識し、教育省はそうした条件の改善に

努める。

6. 教員間で高度の職業上の基準を定め、これを維持する教員組織を設立する必要がある。

1.3. 学校制度

　ザンビアでは、1964 年の独立後、経済を推進していく上で必要となる教育を受けた人材が不足していた。

これを是正するため、ザンビア政府は、人的資源の需要を満たすべく、大学、教員養成校、職業訓練学校を

設立した。さらに、学校のカリキュラムも、ザンビア国民の願望に応える適切な内容とするよう、見直しが

行われた。

　学校制度は、初等学校の第 1 ～ 7 学年、中等学校の第 1 ～ 5 学年、ならびに高等教育で構成され、高等

教育には 1 年間の Certificate コース、2 ～ 3 年間の Diploma コース、4 年間の学位課程があった。1977 年

には、教育改革の必要性が認識され、7-3-3-4 制度から 7-2-3-4 制度に変更され、中等教育の学年の呼び名

が第 1 ～ 5 学年から第 8 ～ 12 学年に変更された。そのほか、大学ばかりでなく学校と仕事を組み合わせた

技術的な進路の導入も提案された。しかし、そうした改革は社会における階級の違いを永続化するもので

あると考えられ、国民の反対を受けた。その後、こうした改革は 1991 年の「Focus on Learning」によっ

て置き換えられた。この「Focus on Learning」政策も、1996 年に包括的な国家教育政策「Educating Our 
Future」が導入されたため、短命であった。
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1.4. 教員養成

　学校レベルの改革が行われる一方、教員研修レベルではほとんど行われていなかったため、政府は大学の

カリキュラムの見直しを行い、初等学校教員を養成するザンビア初等教育コースを導入した。その後、初等

学校および中等学校のレベルでの変革に対応して、このコースはザンビア基礎教育コース（ZBEC）に変更

された。学校制度は第 1 ～ 9 学年の基礎学校および第 10 ～ 12 学年の高等学校に変更されたにもかかわらず、

教員研修は依然として第 1 ～ 7 学年の初等学校、第 8 ～ 9 学年の前期中等学校、第 10 ～ 12 学年の後期中

等学校のレベルに分けて行われていた。初等学校に関しても学位課程を導入するほか、Diploma コースの学

生が卒業するまでの教育年数を 3 年間に引き延ばすという新たな政治的意思によって、上記のような状況は

是正されつつある。

1.4.1. 教員養成研修プログラム

　学校制度の変革に対応させるべく、政府は、教員になるための初期教育を行う合計 14 の教員養成校を設

立した。また、教員の職業上の資質や能力を向上させるための教員リソースセンターも設立した。この枠組

みの中で、教員になるための初期教育は教員養成校での Certificate コース、Diploma コース、もしくは学

位課程で行われ、職能開発は学校や教員リソースセンターで開催されるワークショップやセミナーを通じて

行われた。教員養成研修は、初等教育 Certificate、中等教育 Diploma、大学学位の 3 つのレベルで行われた。

1.4.2. 現職教員研修（INSET）

　現職教員研修プログラムには、2 つの種類がある。長期的な改善と、国立現職教員研修学校（NISTCOL）、

ザンビア特殊教育大学（ZAMISE）、ザンビア大学で提供されている教員向け専門コースである。

　短期的な INSET または継続的職能開発（CPD）はキャパシティビルディングプログラムで構成され、教

員の専門的な知識や授業の進め方の向上を目的として主に学校または教員リソースセンターで行われる。

INSET プログラムは、教員の能力と認識を高め、訓練を施すほか、初等リーディングプログラム（PRP）、

基礎学校カリキュラムの枠組み（BSCF）、教育のための自立的行動計画（SHAPE）、女子教育推進政策

（PAGE）、英語・数学・理科向上計画（AIEMS）、HIV/AIDS 科学キットの新教材、学校衛生と栄養、複式

教育および学習者中心の教育方法論など、教育制度における新たな措置を実施するために利用されている。

　そうした措置にかかわらず、教育改革の全体な実施の不十分さ、教員研修のカリキュラムに関する包括的

な再検討の欠如、実施されている研修プログラムの性質などにより、教員養成プログラムの質が損なわれ、

教員の能力やプロ意識が欠けている。学校レベルでの教育の質も問題があり、これは 2 年ごとに行われてい

る学習到達度調査の結果からも明らかである。

　教育の質の問題に対処するため、教育省は、教員の職業上の資質や能力を高めると同時に、指導学習教材

と機器の提供や制度的インフラの再生を通じた指導学習環境の改善にも着手している。教育省は、教員養成

校を通じて提供される教員養成研修および学校での活動を通じた現職教員研修により、教員職能開発を提供

している。

2. 教員教育における協力パートナー

　1970 年代後半、政府は、ヒューマニズムとして知られる社会主義的イデオロギーの導入、主要産業の国

有化とザンビア化、モラル、近隣諸国で起こった独立自由戦争の支持などを含む大規模な政治・社会・経済

改革を実施し、国際市場ではザンビアの主要輸出品である銅の価格が暴落した。こうした課題の解決を図る

ため、政府は世界銀行や IMF といった資金提供機関からの借り入れをした。残念ながら、経済政策の誤り

や経済失政の結果としてザンビアはさらなる債務を負うこととなり、繁栄している中所得国から貧しい重債

務国へと転落した。こうした経済的苦難によって貧困レベルが上昇し、社会部門への投資が不足し、サービ
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ス提供の質が低下することとなった。そうしたザンビア経済の下、食糧が不足し、生活必需品を得るために

長い列ができ、指導学習教材が不足し、インフラが荒廃していった。

　経済が悪化し、ザンビアの通貨（クワチャ）が弱まり、貧困レベルが上昇するという悪循環に陥り、政府

は借り入れを拡大し、教育や保健のプログラムの資金もドナーコミュニティに頼るようになった。こうした

ことを背景として、教育全体、とりわけ現職教員研修および教員養成研修における主要改革は、二国間ま

たは多国間の協力パートナーによって開始もしくは支援された。教員養成部門で長年にわたって大きな役

割を果たしてきたのは、国連機関、ならびに USAID、DANIDA、SIDA、DFID、JICA、VVOB、World 

Vision、Children Fund、Save the Children、UNICEF、Commonwealth of Learning などの政府開発援助実

施機関や非政府組織、国際機関である。

2.1. SIDA による教育援助の内容

　ザンビアが経験していた財政問題を受け、自立的な活動の中で教員および管理者の訓練および能力構築を

図るべき時期であると考えられた。この趣旨で、スウェーデン国際開発協力庁（SIDA）の支援を受けて教

育のための自立的行動計画（SHAPE）プロジェクトが 1986 年に開始された。SHAPE プロジェクトでは、

特に農業科、技術科、家庭科などの実技科目において学校や大学の自立的な能力を高めることが目指された。

技術科教員を用いて、SHAPE プロジェクトでは技術科ワークショップや教員リソースセンターが設置され

た。SHAPE プロジェクトは、教員が自立的に指導学習教材を作成することを奨励した。ルサカでは、創意

に富んだ教員が安価な材料で作成したユニークな教材を数多く展示するナショナルセンターも設立された。

　SHAPE プロジェクトおよびセンターは、授業の変革の実施で困難に直面した。指導はすべて、生徒たち

の前から、黒板をコミュニケーションや視覚的情報の提供の主要手段として行われていた。教員も学校も、

授業で利用するために教員らの手で作成されたアイデアや教材を取り入れることができなかった、あるいは

取り入れようとしなかった。そうしたアイデアが大規模に実行されるようになるには、低コストであると同

時に、準備時間が短くてすみ、教室で多目的に利用できるものである必要があった。

2.2. DFID による教育援助の内容

　1989 年、教育省は、英国海外開発庁（ODA）（後の DFID）の支援を受けて、英語指導の改善を助ける

ために一部の中等学校に 8 つの英語教員リソースセンターを設置した。英語教員リソースセンターには、限

られたリソースブック、タイプライターおよび複写機（後に電動タイプライターに改善）が置かれていた。

SHAPE および英語教員リソースセンターの成功が認知されたことに基づき、英語・数学・理科向上計画

（AIEMS）プロジェクトが設けられた。SHAPE およびそのセンターの多くで使用されている組織構造が、

AIEMS プロジェクトでも活用された。

　AIEMS プロジェクトの狙いは、持続可能で十分に管理された地方分権的な現職教員養成システムの構築

を通じて英語、数学、理科の指導と学習を向上させることであった。学校への必要資金の提供、リソーシン

グや学校管理向上の方法に関する校長や教員への研修によって現職教員養成が達成されると認識された。最

後に、このプロジェクトでは、不利な立場に置かれている女児、女性、貧しい社会経済的環境にある生徒が

プロジェクトの便宜や教育全般への公正なアクセスを得られるよう確保することにも努められた。AIEMS
プロジェクトでは、国家から州、地区、そして最終的に学校レベルまで流れるカスケード方式の現職教員研

修モデルが使用された。それと同時に、AIEMS は、現職教員研修に提供する方法として学校を拠点とするワー

クショップや教員グループを設けた。AIEMS プロジェクトにより、14 の州レベルならびに 72 の地区レベ

ルの教員リソースセンターが設立され、十分な設備が提供された。

　効果的な実施を確保するため、AIEMS プロジェクトは注意深く構成されたモジュールに大きく頼ること

となり、残念ながら、そのために研修の範囲や有効性が制限され、議論と対話のみとなった。リーダーと参
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加者の関係や立場により参加が限られ、参加者の立場を脅かすことになった。学校レベルや地区レベルでは、

技能開発あるいは個人的技能に関する批判的省察などが行われず、アイデアや技能に対する抽象的なアプ

ローチが促されたことからも明らかである。カスケード方式により、中央集権型の活動への依存が促進され、

トップダウン型アプローチにより現職教員の対話・伝達アプローチが強化された。

　教員グループは、グループの性質や役割がモジュール内で不明瞭であったり、グループミーティングの時

間を見つける困難さに直面し、グループ内で優れた実践に関する情報共有は促されなかった。プロジェクト

が開始され、ワークショップに十分な資金が投じられていた間は、教員リソースセンターがよく活用されて

いたが、プロジェクトが終了した後は、教員たちは長い距離を歩いて行かなければならないためにリソース

センターの利用が低下し、教員たちは指導学習教材の作成時にリソースセンターを利用しなくなった。リソー

スセンターは、センターを利用した少数の教員にしか刺激をもたらさなかった。

　その後、初等リーディングプログラムや「Breakthrough to Literacy（識字率の飛躍的向上）」などの識字

プログラムが導入された。低学年では読み書きを身につけさせるために最もなじみのある言語あるいは母語

で指導が行われることになり、資金が多くかかるプロジェクトのため持続可能ではなかった。同様に、新た

な全国学習到達度およびその結果に基づいたカリキュラムの評価が行われておらず、こうした変革を評価す

るためにザンビア語の実力テストを確立しなければならないという課題があった。

2.3. USAID による教育援助の内容

　USAID は、コミュニティ保健・栄養・ジェンダー・教育支援プログラム（CHANGES2）を支援し、

教育省によるコミュニティ・スクールへの重要な支援を可能にする構造で教育省との関係を構築した。

CHANGES2 では、それ以外にも、専門的教育を受けていない教員向けの遠隔学習による研修プログラム策

定の支援や、研修中のコミュニティ・スクール教員に対する財政支援を提供した。合計948人のコミュニティ・

スクール教員（CST）および 412 人の公立学校（政府）教員が基礎的な指導技術の研修を受けた。

　教育の質改善プロジェクト（EQUIP2）では、学校の有効性の向上を目的として校長向けに指導の基礎な

らびに学校におけるリーダーシップと管理のコースを導入した。また、既存のやり方に基づいて現職教員の

職能開発の構造を強化することにも取り組んだ。EQUIP2 は、国家レベルで行われ、教育省に全面的に統合

されており、必要とされる政策転換や教育省主導の調整や支援を促進する高度な参加プロセスを強化する位

置づけとなった。

　一方、技術を通じた質の高い教育サービス（QUESTT）では、双方向型ラジオ教育（IRI）の支援および

拡大を図った。CHANGES2 プロジェクトおよび QUESTT プロジェクトは、学校レベルでの質を確立し、

支援し、教育省の構造を国家レベルから教育現場まで強化することを目的としている。

2.4. DANIDA による教育援助の内容

　デンマーク政府から DANIDA を通じた支援を受けたザンビア教員養成コース（ZATEC）プログラムは、

当初、教員不足のために専門的教育を受けていない教員の指導を子どもたちが受けざるをえない状況に対処

するために計画されたものである。このプログラムでは、教育実習生が 1 年間は養成校で教育を受け、残り

1 年間は学校で実地の経験を得ることができる。学校でそうした実習を行う教育実習生が、専門的教育を受

けていない教員に代わって指導することになる。この活動を通じて基礎教育レベルでの教育の水準と質の向

上が期待された。

　教員養成校を卒業した教員の能力について、教科の内容に関する教員の知識や教員養成校での養成期間の

短さといった懸念が指摘された。こうした懸念により、教育省は、2008 年に ZATEC コースの見直しを行い、

内容を充実させるとともに、養成校での学生の養成期間を長くした。さらに教育省は、初等教育 Certificate
コースを段階的に初等教育 Diploma コースに置き換えていくことを決定した。初等教育 Diploma コースは
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まず 3 校で導入され、さらに 3 校、そして最終的に 2013 年までに残り 3 校へと拡大される。

3. ザンビアにおける現職教員研修制度（SPRINT）

　1980 年以降、理数科の指導の質を高める活動が拡大している。そうした活動のほとんどは政府主導でド

ナー資金が使用されたものであり、CPD プログラムに対する教員のオーナーシップという考えは考慮され

ておらず、教員たちは自分の専門的能力を高めるためではなくプログラムでの指令を受けたので参加した

というケースもあった（Hambokoma 2002 p.21）。前述のとおり、1990 年代半ばまでの INSET 研修は教

員の CPD との関連性がほとんどないものであった。その結果、ザンビアの状況に沿った INSET 教育支援

が再定義され、1996 年の INSET に関する政府政策に定められた。それにより政府は、「現職教員研修制

度（SPRINT）」として知られるシステムを通じて持続可能な CPD をいかに管理していくかに関する手引き

を構築する方法として学校ベースの継続的職能開発（SBCPD）活動を許可することが必要となった（MOE 

1996）。

　教員を取り巻く問題の中で特に挙げられるのは、教員、とりわけ中期基礎教育から基礎教育、基礎教育か

ら高等学校への大規模な格上げのために配置換えされた教員の知識や技術の不十分さであった。各レベルに

ふさわしい教員の供給不足と相まって、十分な知識や技術を備えていない教員が上の学年に配置換えされて

いた。さらに、1997 年教育改革の中で認められたとおり、過去における CPD のほとんどは集中化されて

いたかもしくは長期的であったため、教員が現職教員研修に参加できる機会が限られていることがわかった。

そのために、多くの教員の参加が困難な状況にあった。たとえ参加が可能であったとしても、ほとんどの校

長は、授業を行う教員がいなくなるおそれがあるため、多数の教員が同時に学校を留守にすることは認めな

かったであろう（Banda 2007）。多くの国で、教育改革が行われると教員らは指導法を修正するよう求めら

れるのだが、教員は既存のシステムの中で適合するように修正し、変革が必要とされるシステムはなおざり

になっている（Fullan 1991）。

　こうしたことに基づき、MESVT の政策文書である「Educating Our Future」（MOE, 1996）が策定され

た。現職教員教育のために提案された戦略的アプローチは、識別されたニーズに対応する需要主導型プログ

ラム、学校のニーズを重視し、学校もしくはリソースセンターを拠点として行われるプログラム、多数の教

員が学習する機会を得られる費用効果的なプログラム、教科の内容ばかりでなく授業での方法論、教材利用、

管理方法も含むプログラムなどであった。この政策文書の中で定められた戦略的アプローチに基づき、教育

省は、基礎学校および高等学校の教員の生涯学習の枠組みとして「SPRINT」を 2000 年に開始した。しかし、

すべての学校が安定的で効果的な教員ミーティングを実施しているわけではない（Ishihara, 2010；Banda, 

2007）。ザンビアの観点から見た SPRINT プログラムでは、教員グループミーティング（TGM）、校長現職

研修ミーティング（HIM）、リソースセンターでの学年別教員ミーティング（GRACE）、リソースセンター

での教科別教員ミーティング（SMARC）、現職教員研修とモニタリング（SIMON）が行われる。

　Banda（2011）が 1996 年から述べているとおり、SPRINT の制度は全国のほとんどの基礎学校に根付

いている。こうした SPRINT の制度は、全国的に確立されているリソースセンターのネットワークを通じ、

カスケード方式とクラスター方式が組み合わされていることが特徴である。地区レベルでは、ほとんどすべ

てのリソースセンターが基礎教育に従事する学校に置かれている。基礎教育に従事する学校と高等学校の関

係性は弱く、高等学校では部門別ミーティングを除いては目に見える形での INSET の制度は存在していな

い。しかも、高等学校では教員がリソースセンターに対して否定的な姿勢であったため、システムは非常

に弱かった。Hambokoma（2002）は、ザンビアでは 1970 年以降、中等学校（高等学校）の教員向けのプ

ログラムはほとんど変化していないと述べている。これは、2002 年の時点では、政策文書「Educating our 
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Future」（1996）で提唱されている SPRINT の原則が実践されていなかったことを意味する。

3.1. ザンビアにおける SMASTE 授業研究支援プロジェクトによる SPRINT の強化

　ザンビアにおける JICA 理数科教育強化計画（SMASTE）授業研究支援プロジェクトは、2005 年に開始

された。当時、JICA は、効果的かつ効率的な援助の遂行を目的として、包括的で横断的な国別援助の実施

を優先していた。この頃、国別アプローチを促進する実施構造が徐々に構築されていた（JICA, 2008）。ザ

ンビア国内においては、1996 年に策定された政策文書「Educating our Future」の実施プロセスが進められ

ていた時期であった。この政策においては、多くの教員にとって有益なオーナーシップと持続的な INSET

が教員養成の優先課題とされていた。時を同じくして、JICA は、他の援助機関の手法を参考にして、プロ

ジェクトの計画、運営、管理のためのプロジェクトサイクルマネジメント（PCM）手法の開発を開始した。

こうしたことすべてが日本とザンビアで同時に起こっており、1990 年代後半から人材開発に代わって能力

構築への重点が用いられるようになった。この能力構築という概念は、個人への技術移転ではなく、組織や

社会における能力の全体的な構築を重要視したものであり、技術協力の方向性を生んでいる。このケースで

は、この概念の意味がその後のプロジェクトでどれだけくみ取られていたかが、ODA 実施のアプローチの

効果を確かめるために重要となる。これを裏付けるように、JICA（2008）は、援助効果を測定するために

は日本で使用されているのとは異なる尺度が必要であるばかりでなく、パートナー国の自助努力を考慮に入

れて、パートナー国が最も望んでいる結果を考えるためにはパートナー国の見方を共有することが重要であ

ると明言している。

　JICA がザンビアの SMASTE プロジェクトで採用したアプローチは、知識が効果的に取得されるべきで

あるという点で、UNDP の新モデルで提案されているものとは異なっていた。知識をいかに取得するべき

かに関する日本のプロセス志向型アプローチの要素は、1. 派遣された専門家とカウンターパートの双方によ

る現地ニーズの特定；2. 外国の知識と現地の知識の相互作用；3. 現地の知識の特定および活用における派遣

専門家の利用；4. 実践的学習のアプローチ；5. ドナー側の制度的バックアップ支援による長期的な取組み；6. 

専門家とカウンターパートの間での相互尊重の促進；7. 公共部門における知識活用のための非商業的な技術

協力（TC）、である（IDC 2003）。一方、ザンビアにおける SMASTE 技術協力プロジェクトは TICAD（1993）

により行われたものであり、TICAD において日本は開発におけるアフリカのオーナーシップの重要性や

2000年のアフリカ開発のための新パートナーシップ（NEPAD）で見られたような国際コミュニティとのパー

トナーシップの重要性を強調している。2007 年の日本の ODA 実績は、OECD 開発援助委員会（DAC）加

盟国の中で米国、ドイツ、フランス、英国に次いで第 5 位であり、DAC 加盟 22 カ国の合計拠出額 1036 億

5500 万ドルのうち 76 億 9100 万ドルを拠出した（JICA 2008）。1998 年までに TICAD での取り決めを通

じて日本からアフリカに合計 226 億円の ODA が送られ、ザンビアはこのうち 20 億円を受給して、ケニア、

タンザニア、ガーナに次ぐ第 4 の受給国であった。

3.2. SMASTE SBCPD の理論的根拠

　ザンビアにおける SPRINT 活動の強化を支援する技術協力プロジェクトとしての SMASTE 授業研究支援

プロジェクトの目的は、授業における指導及び学習を改善する必要性に基づいたものであった。プロジェク

トを持続可能な INSET を提唱する CPD 政策に沿ったものにし、INSET のオーナーシップ、持続性、費用

対効果を高めることに重点が置かれた。それと同時に、国内で実施されるため、INSET がより多くの教員

に便益をもたらすことも重視された。また、授業研究によって教員間のチームワークが促進されるという点

からも、このアプローチが支持された。段階的アプローチを使用した実施の枠組みを表 1 に示す。
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表 1：実施の枠組み

開始

年
プロジェクト名

プロジェクトの

重点
対象地域 対象レベル 対象科目

2005 SMASTE 授 業

研 究 支 援 プ ロ

ジェクト

教員研修の実施

（授業研究の導

入）

中央州 後期基礎教育および高等学校 数学・理科

2007 SMASTE 授

業 研 究 支 援 プ

ロ ジ ェ ク ト・

フェーズ 2 

学校ベースの研

修の実施

中央州（基

礎教育・高

等学校）

1. 中央州（基礎教育・高等学

校）

2. カッパーベルト州・北西州

（後期基礎教育・高等学校）

1. 全教科

2. 数学・理

科

2011 フェーズ 3

（実施中）

授業実践能力強

化プロジェクト

（STEPS）

全国 全国の指定 54 地区 1. 全教科

2. 数学・理

科

出典： Banda (2011) 未発表

日本側とザンビア側のプロジェクトインプットは、表 2 の通りである。

表 2：日本側とザンビア側のプロジェクトインプット

開始

年
プロジェクト名

プロジェクトインプット

JICA 側のインプット ザンビア側のインプット

2005 SMASTE 授 業 研
究支援プロジェク

ト

1. 長期専門家：テクニカルアドバイザー 1

名

2. 教育管理職／教員の海外研修（日本：5 名、

ケニア：83 名）

3. 現地活動予算：460 万円

4. 機材： 450 万円

1. カウンターパート職員 : 14

2. 予算合計：約 1900 万円

2007 SMASTE 授 業 研
究支援プロジェク

ト・フェーズ 2 

1. 専門家

・授業研究および INSET の管理・調整・
監視の長期専門家 2 名

・ケニア SMASE からの短期専門家 4 名
2. 教育管理職／教員の海外研修：合計 41

名（日本：11 名、ケニア：17 名、マレー

シア：6 名、ウガンダとの技術交流プログ

ラム：7 名）

3. 機材：450 万円

4. 現地活動予算：1600 万円（23％）

1. カ ウ ン タ ー パ ー ト 職 員 : 

115

- 国家レベル：7 名

- 州レベル：33 名（3 州）

- 地区レベル：69 名（23 地区）

- 教員養成校：6 名

2. 現地活動予算：5430 万円

（77％）

レベル別比率：国家 7％、州

8％、地区・学校 85％

2011 フェーズ 3

（実施中）

1. 専門家

・授業研究および INSET の長期専門家
2. 教育管理職／教員の海外研修

3. 機材

4. 現地活動予算

1. カウンターパート職員：

115 名

2. 現地活動予算

出典： Banda (2011) 未発表

　ザンビアの事例におけるプロジェクト－プログラム実施構造（SMASTE 授業研究支援プロジェクト・

フェーズ 2）を図 1 に示す。
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図 1：フェーズ 1 プロジェクト－プログラム実施構造（SMASTE 授業研究支援プロジェクト・フェーズ 2）

TGM TGM TGM

SSPPRRIINNTT--CCPPDD

SMASTE授業研究支援プロジェクト・フェーズ1

合同技術委員会（JTC）

教育省 

アウトプット3：SBCPDガイドラインの作成

州教育局

地区教育局（6）

教育省

州

地区

基礎／高等学校

JICA専門家1名

・日本でのカウンターパート研修（5）

・フィリピンでの技術交流プログラム（3）

・ケニアでの第三国研修（83）

参加（200～250）：

・ファシリテーター：理科教員（73）

・校長

・地区・ゾーン職員

アウトプット2：

モニタリングシステムの確立

基礎／高等学校

（第8～12学年）

モニタリング

報告

ステークホルダーワークショップ
ファシリテーターワークショップ

年3回
授業研究

アプローチ

アウトプット1：授業研究活動の定期的な開催

出典：Ishihara

4. 開発援助の効果

　SMASTE 授業研究支援プロジェクトは、効果的な ODA ダイナミクスのバランスを示しており、途上国

における CPD のモデルになると見込まれている。得られた教訓の 1 つとして、プロジェクト提供者はこれ

をプロジェクトとして見ているが、ザンビアにおけるプログラムの枠組みの中でプロジェクトを実施するこ

とを学んだと報告書の中で明言されていることを、JICA は認めている。同時に、双方が確固とした PDM
協定に固執するのではなく、実践における進化を重視し、実施していく中での介入を期待しており、いずれ

の側からも柔軟な姿勢が認められる。それにより、ザンビアによる多様な経験とオーナーシップが可能となっ

た。

i. 2005 年以後の授業研究アプローチを通じた学校ベースの CPD の特徴

　授業研究は、SPRINT を機能的にするために 2005 年に導入され、教育省の政策の枠組みおよび予算に組

み入れられている。ステークホルダーワークショップ（SHW）やファシリテーターワークショップ（FW）

のようなトップダウン型アプローチと、草の根のニーズに基づいてトピックや教員らの学びたいことが定め

られるボトムアップ型アプローチとの組み合わせが使用されている。学校を拠点とし、学期中の教員グルー

プミーティング（TGM）を通じて行われる。また、DFID の概念で構築されたものに基づいて INSET を提

供するためにその構造が使用されるリソースセンターの役割を強化することにもなる。さらに、ゾーンリソー

スセンターの構造内で機能するため、クラスター方式が採られている。

ii. 第 5 次国家開発計画（FNDP）と第 6 次国家開発計画（SNDP）での政策転換

　当初の FNDP は、教員の職能開発の問題に対処する必要性が言及されてはいたが、政治的な取組みは明

確ではなかった。しかし、フェーズ 1 およびフェーズ 2 でのさまざまなステークホルダーの経験を通じて、

教員の職能開発についての認知度やそのための投資の必要性が高まった。これを目的として、SNDP の計画

時に政策が合理化されている。それにより、今後 5 年間での教員育成活動の方法が強化されている。これは

政治的意図を伴ったものであり、国内での財源割り当てが行われている。
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iii. オーナーシップ

　オーナーシップの 1 つの形が、FNDP から SNDP への政策転換である。SNDP ではプログラムの計画お

よび実行の管理に関与し、優先課題として掲げられているためである。プロジェクトの段階で、ザンビアの

人員の国内でのさまざまなレベルでの相互作用やさまざまな技術交流により、教員の職能開発の必要性に

対する理解度が高まった。さらに、ザンビア側の人員で 2023 年までの CPD の基本計画を作成した。教員

職能開発における関係者の責任やオーナーシップが高まっている。こうした活動や行動では、表 1 のプロ

ジェクトで見られたような技術スタッフはほとんど見られない。これにより、ザンビア側のチームがプログ

ラム実施の先頭に立つこととなった。プロジェクトが存在していると考えるのではなく、ステークホルダー

らは指導方法を向上させることに集中している。Banda（2007）は、フェーズ 1 の INSET 研修以前は、教

員を対象としていたにもかかわらず、方法型の計画で、教員が現職教員研修に参加する機会が限られていた

ため、教員の CPD との関連がほとんどなかったと指摘し、上述のような改善は 1 つの変化であると述べて

いる。過去における CPD のほとんどは集中化されていたかもしくは長期的であったため、教員が現職教員

研修に参加できる機会が限られていた。そのために、多くの教員にとって参加が困難になっていた。たとえ

参加が可能であったとしても、ほとんどの校長は、授業を行う教員がいなくなるおそれがあるため、多数の

教員が同時に学校を留守にすることは認めなかったであろう。教員側と管理職側の両方でのオーナーシップ

がなかったのである。そうした計画では、教育関係者間の自由な相互作用ができなかった。教員のための

INSET として意図されてはいたが、入手可能なデータを見ると、教員の内的な成長よりも外的な知識の取

得に関するものであったことがわかる。

　ザンビアの事例におけるこうした展開については世界銀行（2011）も同様の見解を示しており、より多

くの国がミレニアム開発目標（MDGs）を達成する可能性を高められるかどうかは、資金の増加ばかりでなく、

政策の改善や制度の強化を通じてサービス提供の質を向上させることに大きく依存していると述べている。

表 2 は、プロジェクトのいずれのフェーズでも予算全体の中でザンビアの占める割合が大きいことを示して

いる。ザンビア政府がプロジェクトの約 80％を投入している。これを JICA の他の類似プロジェクトと比

較すると、類似プロジェクトでは受給国による割り当てがこれよりも低くなっている。現在、フェーズ 3 の

構築についての議論が、準備会合として国内で行われるものと過去の経験に基づいて協力パートナー（JICA）

と行われるものという 2 つの面から行われている。

iv. 持続可能性

　アフリカにおけるほとんどのプロジェクトは、プロジェクト期間終了後の継続性ギャップに悩まされてい

た。ザンビアもかつてはそうした課題を抱えていた。しかし、現在のような世界経済環境から、先進国でも

途上国でも同様に国民は金額に見合う価値を要求するようになっている。そのため、支出と成果との因果連

鎖に細心の注意を払い、そうした連鎖においてつながりの弱い部分を明確にし、これを強化する措置が求め

られる（世界銀行 2011）。ザンビアの事例では、実施を支える構造があり、まだ完全ではないものの、その

適合性を示す初期の兆候が見られている。Baba & Nakai（2010）が指摘するとおり、学校ベースの CPD プ

ロジェクトの実施者はそれぞれ独自の方法で試行しており、すなわち、教員養成の最善の方法を見つけるた

めのアイデアが実施されている。さらに、プロジェクトの効果を生徒の学業成績の点で見ると、パイロット

を行った州で結果が向上している（MOE 2010）。したがって、このプロジェクトでは、ほとんどの場合に

おいて満足のいく成果が上がらなかった一因は支出の焦点がインプット提供という狭い範囲に絞られ、公共

支出をより良い成果に結びつける因果連鎖の他の部分が無視されていたためであるという世界銀行（2011）

の示した懸念を考慮に入れているといえる。インプットも引き続き重要であるが、それだけでは多くの途上

国における目標の達成には不十分である。このアプローチに関する 1 つの顕著な特徴が、2011 年 2 月にプ
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ロジェクトが終了したにもかかわらず、ザンビアでは技術的専門家なしに草の根レベルで学校が通常通りに

活動を続けていることである。これは、ODA 受給国において持続可能性が向上しつつあることを示す初期

の兆候である。

　ザンビア教育省と JICA（2010）は、授業研究を通じた学校ベースの継続的職能開発（SBCPD）の評価

において、新たなアプローチの導入に際して既存の SPRINT 制度の活用が有効であったことを発見した。

この調査では、授業研究がフェーズ 2 のパイロット校にうまく導入され、そこで根付いていることも明らか

になった。授業研究は既存の現職教員研修制度（SPRINT）を媒介として導入されたため、新たなアプロー

チに対する教員や学校管理職の緊張を緩和することができたのである。新たなアイデアやアプローチの導入

に既存のメカニズムを活用することで、新たなアイデアやアプローチをより迅速かつ低コストで広められる

と同時に、不必要な不安や反対を回避することができる。授業研究が学校に根付くためには、教育管理職に

よる強力な取組みと教員の意欲の両方が必要となる。

5. 課題

　国際的に見て明らかになっている重要な課題は、インプットの増大ばかりに注力されており、サービスを

効率的かつ柔軟に提供できる制度にすることや、消費者がサービスを効率的に使用する能力や意欲を持ち、

サービス提供者にサービスの質についての説明責任を負わせることを確保するための努力が不十分であるこ

とである（世界銀行 2011）。

　変革は漸進的なプロセスであるため、ザンビアの事例では変革を持続させることが課題となろう。課題に

は、システムレベルのものと実施レベルのもの、2 つのレベルがある。実施プロセスでは、この 2 つのバラ

ンスを取る必要がある。学校ベースの CPD を使用したことのある国々は、これには実際的な知恵が必要と

され（Baba & Nakai 2010）、忍耐を要する長期的なアプローチであることを認めている。そのため、行わ

れた投資の結果を常に要求している ODA 提供側にとっても、受給側にとっても、意に反する傾向がある。

なぜなら、教育の質の向上や調整が行われるには、持続的な変化の姿勢が必要とされるためである。同時に、

ODA 受給国では、他の多国間・二国間アプローチばかりでなく、セクター全体での競合するアプローチも

ある。この点で、すべての活動を実施に移す前に選別する強力なフィルターとしての能力を教育省レベルで

構築することが要求される。こうしたことはいずれも忍耐と長期的な計画を要するものであり、時としてプ

ロジェクトアプローチに反することもある。

5.1. 一般的な開発援助に関係する課題

　ドナーと教育省の間で定期的な対話が行われ、これは双方にとって有益であった。対話や研修によって教

育省職員はより大きな責任を担う権限を付与され、ドナーは協力パートナーとしての財政援助やドナー支援

を提供したが、この関係には依然として次のような課題が存在していた。

5.1.1. プロジェクトに対するドナーの偏向

　ドナーは短期プロジェクトを好む傾向にあることが、達成すべき事項に関して長期的な展望を持っている

教育省にとって苛立たしいことが明らかになった。さらに、ドナーが関心を持ち、支持したいと考える活動

やプロジェクトのすべてが教育省で行われるわけではない。そうしたプロジェクトの中には、現地の状況に

おいて受け入れられないもの、制度化されないもの、持続可能でないものもある。あまりにも「多額の資金

を必要とする」プロジェクトは継続されず、プロジェクトの期間中に実施されただけで終わっている。

5.1.2. 資金負担

　ザンビアは、重い資金負担、構造調整融資、その他の課題に苦しんでおり、そうしたことが教育制度に悪

影響を及ぼし、「低コスト・低品質」の教育制度という結果をもたらした。
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6. 教訓

　これまでに実施されたさまざまなプロジェクトから、次のような教訓が得られている。

6.1. プロジェクトアプローチ

　プログラムアプローチの方がプロジェクトアプローチよりもはるかに優れているという教訓が得られてい

る。目的を定め、それを達成し、目標を監視し、報告書を作成し、その活動に割り当てられた資金について

説明責任を負うことの重要性など、数多くのことがプロジェクトの実施を通じて学ばれた。しかし、プロジェ

クトアプローチは、説明責任や持続可能性に欠けており、個別化されていた。プロジェクトアプローチは、

政府ではなくプロジェクト資金提供者に対する忠誠を特徴とし、それが奨励される。

　プログラムアプローチは、現在、教育省のプログラム実施のために採用されており、実施の継続性や、他

の省庁、組織、ステークホルダーとの総合的な協力をもたらしている。プログラムアプローチでの主な注意

点は、その実施において、実施手順や期待していることが異なるさまざまな背景のステークホルダー間でコ

ンセンサスを得ることである。

7. 結論

　ザンビアの授業研究を通じた学校ベースの CPD については IDC（2003）も賛同しており、それによれば、

技術協力に関係している多くの日本人は、知識移転はドナーが簡単に行えるものではなく、受給側が積極的

に獲得すべきものであるという考えを持っているという。また、外国の知識を受給側の社会に取り入れて自

己のものにするためには現地の知識に基づいて応用すべきであるとも考えている。したがって、JICA のア

プローチでは、現地の価値観や知識の重要性を認めており、パートナー国における既存の能力を日本での知

識やシステムに置き換えることが可能であるという仮定には基づいていない。

　こうしたことは、ザンビアにおける政策転換、オーナーシップ、プログラムの持続可能性からも明らかで

ある。知識は開発の重要な役割としてしばしば強調されている。一般に、途上国は重要な技能や能力が欠け

ており、外部者がノウハウを素早く注入することによってそうしたギャップを埋めることができると想定

されている。しかし、このようにギャップを埋めるアプローチは UNDP レポートの発表により批判されて

いる（IDC 2003）。フェーズ 1 の計画ではザンビア側の関与が少なかったが、フェーズ 2 は共同で行われ、

現在のフェーズ 3 は日本側よりもザンビア側からの議論が多くなっている。

　知識や技能は先進国から途上国に簡単に移転できるものではなく、受給側が積極的に取得するべきである

と主張されている。さらに、最近の情報通信技術（ICT）の発達により、パートナー国は開発のために有益

な外的知識への幅広いアクセスを得ている。また、パートナー国は、ドナーから供給を受けてプーリングし

ている TC 資金を使用して多様な情報を市場から購入することもできる。「Scan globally, reinvent locally（地

球規模で知識を求め、現地に適合したものを構築する）」が新たなモットーである（IDC 2003）。

　近代化プロセスの一環として西洋の知識を輸入し、吸収し、採用してきたザンビアおよび日本の経験から

の教訓として言えるのは、知識の取得は困難で時間のかかるアプローチであり、知識移転はドナーが簡単に

行えるものではないということである。特に、経験に基づく暗黙知の取得には直接的な接触が必要なため、

インターネットから取得することはできない。したがって、そうした種類の知識の取得は新しい知識の取得

プロセスに重点を置いた外部からの支援によって促進されうる（IDC 2003）。ザンビアの経験は、プロジェ

クトとプログラムの両方が質の高い教育の向上のためにどのように機能しうるかについて異なる見解を提供

している。

　上述のような課題を克服しなければ、教員職能開発における質の高い教育訓練はあり得ない。本書で提

示した課題は実際に乗り越えられないものではない。事実、こうした課題は、教育省が 14 年前に政策文書
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「Educating our Future」の中で自ら定めた非常に高い目標を達成するための「警鐘」である。
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基調講演後の質疑応答

吉田和浩（広島大学教育開発国際協力研究センター（CICE）教授）

　ありがとうございました。基調講演者を再び壇上に迎えて質問を受け付けたいと思います。

質問 1：山岡幸司（日本　サセックス大学修士課程修了）

　フレデリクセン博士に質問があります。2015 年以降の問題について話され、初等教育を修了して中等教

育や高等教育を受けたいと思う多数の人々のニーズと、不就学の恵まれない子どもたちのニーズの両方に政

府が応えることは難しいと指摘されました。この二つの異なる需要に応えるためには、どのような戦略が必

要でしょうか。また援助の有効性に関して、援助のドナーはどのような戦略が必要でしょうか。

質問 2：モハウ・フェコ（南アフリカ大使館）

　おはようございます。基調講演をありがとうございました。二つ三つ質問したいのですが一つか二つに留

めたいと思います。フレデリクセン博士が地球公共財について話されました。私は多くの点で博士に同意し

ますが、博士は援助の質については話されませんでした。ムバンガ博士は、援助の質について端的に述べら

れていました。ドナーが資金提供をしたいと思う流行の分野があり、そこに援助が偏っています。二つ目の

質問は、援助の政治についてです。それが計画にどのような影響を与えるかについても、お話しいただけま

せんか。一例として、ムバンガ博士はカリキュラム改訂の問題について話されました。援助はある程度の予

測可能性が必要です。援助はどの程度これらの問題に悪影響を与えますか。フレデリクセン博士、ひも付き

援助は援助の有効性を 20％から 30％損なうという問題についてお尋ねします。ひも付きをなくして、より

効果的な援助にするには、どうすればいいのでしょうか。

質問 3：アーロン・ベナボット（広島大学 CICE 客員教授）

　ありがとうございます。教員に関してですが、優秀な教員の採用や訓練、および維持についてお尋ねします。

私はユネスコのグローバルモニタリングレポートの仕事をしていました。高い質の教育を受け訓練された教

員は、より良い教育の提供へと前進するための核となる存在であることは、特にザンビアに関する講演から

も明らかです。2015 年以降の課題を考えるとき、教員について具体的な目標が EFA の目標に入っていない

ため、教員の教育や継続率に関するモニタリングに十分な関心が向けられていないことを嘆かわしく思って

います。今後は教員がずっと重視されることが望まれます。2013 年のグローバルモニタリングレポートは

教員に焦点を当てる予定です。私の質問は教員の移動についてです。教員は国境を越えて移住できます。ア

フリカはこのことで知られています。連携やアフリカの小国について話すときには、この点に関する議論が

必要ではないでしょうか。教員の教育や移住は公共のためになるという肯定的な見方ができますか。

ビルガー・フレデリクセン（元世界銀行アフリカ地域人間開発局長）

　明快な質問をありがとうございました。初等教育を修了後も教育を続けたいと思う人々と、まったく教育

へのアクセスがない人々の間で、どのように資源を配分するかという二律背反の問題についてですが、各国

やドナーがとれる戦略に関して言えることは、ドナーの政策より各国の政策がずっと重要だということです。

援助への依存度が非常に高い国々もありますが、ほとんどの国々では、自国の資金源が教育費全体の中で非

常に大きな割合を占めています。そのため、いかにこれらの国々が自国の資源を使うかが重要です。時にド

ナーは援助がものごとを決定するかのように行動しますが、それは違います。しかしながら援助は効果的に
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配分され活用されれば、重要な触媒的効果を及ぼすことができます。ドナーは、どうすれば援助をより効率

的に実施し、被援助国が自国の資源をよりよく活用するのを支援できるでしょうか。

　援助を増額しても、あまり解決にならないことが多いと私は思います。ただし、特にアフリカ諸国の多く

では教育予算が非常に乏しく、援助の増額によって助かるのは事実です。特に中等教育や高等教育の需要に

応えるために、援助は政治や制度面における能力開発を支援できます。しかしここ 30 年を振り返ってみる

と、能力構築のための援助は非常に悪い実績しか残していません。私が基調講演で言いたかったのは、外国

の長期派遣による技術協力や、外国における研修や機器の援助のようなドナー支援による従来の能力構築戦

略よりも、各国間の技術協力を通じたピア・ラーニングを支援するほうがよいということです。これによっ

て、各国は互いの政策を学び、国内の状況にしっかりと立脚した政策を開発しながら、他国のよい実践を採

り入れることができるからです。

　第二に、能力だけでなく政策改革に対する国のオーナーシップも非常に重要です。ザンビアの素晴らしい

発表からも、国のオーナーシップがなければプロジェクトは失敗する可能性があることがわかります。例え

ば、学校レベルの改革が成功するには、教員のオーナーシップを必要とすることが多いと言えます。にもか

かわらず教育改革において、教員や学校の説明責任はほとんど注目されてきませんでした。ドナー支援のプ

ロジェクトには、その視点がほとんど欠落しています。ドナーが政策や能力を支援することが重要です。第

三に、ドナーが弱者をより優先して援助を配分することがますます必要になってくると思います。これらの

弱者は、中等教育や高等教育を望む人々に比べて政治力がほとんどない場合が多く、予算獲得競争に負けま

す。非常に厳しい予算に直面して、政治経済力が困難な状況にある各国政府においては、弱者のための予算

が削られがちです。その一例に、南アジアやサブサハラ・アフリカでは成人女性の非識字率が半数近くに達

しているのに、女性の識字プログラムに対する援助が非常に少ないことが挙げられます。私はこの問題を「援

助配分スキャンダル」と呼びました。女性の識字率が家族の健康や栄養や幸福のみならず経済成長にとって

も重要であるということが研究によって証明されているにもかかわらず、援助が非常に少ないのは大きな問

題です。女性の識字を支援すること以上の貧困に対する支援はあるのでしょうか。

　最後に、グローバルな援助に関する質問ですが、私はあまり明確に説明していませんでした。重要な点の

一つは、グローバルな援助協調をより効果的に行う必要があることです。しかし容易ではありません。ドナー

が提供する援助の配分は、援助国やグローバルなレベルだけでなく被援助国も含め、様々な関係者の要請に

左右されるからです。例えばドナー国の議会もそれ自体の優先事項があり、援助はドナー国の施設を活用し

て技術支援や訓練を実施するようにという条件付き援助もあります。しかしドナーの優先事項に大きく左右

される援助にも、よい効果を上げているものがあります。例えば、女子教育の改善については、よいプログ

ラムが多くの国々においてジェンダー格差の是正に役立っていると思います。それでも適切な協調がされな

ければ、個々のドナーの決定が集まって全体となったとき、最大の効果を上げられない可能性があります。

例えば、なぜアフリカ諸国の中には、同様の国に比べて小学生一人あたり 10 倍から 15 倍も援助を受けて

いる国があるのでしょうか。なぜそれは議論にならないのでしょうか。私の仮説ですが、たまたまそうなっ

た部分が大きいと思います。ドナーは集まって協議しません。協議をしないで全体の中で援助が最善に配分

されたとしたら奇跡としか言いようがありません。ご質問ありがとうございました。

ルース・M・ムバンガ（ザンビア教育省教師教育局長）

　ありがとうございます。マイノリティや恵まれない人々については、国への援助が状況を左右します。基

礎教育が優先され、不従順な援助は保留されるため、中等教育や恵まれない人々や特別なグループにはほと

んど援助が回りません。これらは 4、5 年の資金提供で女子教育の制度に組み込まれて実施されているので、



28

資金提供が終わると、せっかく始まったよい実践が続かない可能性があります。中等教育と弱者の支援が課

題です。正規のプログラムにならない限り、ほとんどインパクトがありません。ドナーの政策がたくさんあ

ることには同感です。ドナーは国が求めることを支援すると言い、私たちはドナーに計画を示すだけでいい

のですが、実際には、こうしなければならない、さもなければ、というプレッシャーがあり、結局は国が求

めているものではなく、指示されたものになってしまいます。例えば私たちが支援をいかに管理してきたか

という点で意見の相違があったために、2010 年－ 2011 年度の資金が削減されました。ドナーの支援は学

校を対象にしているため、私たちにはオーナーシップがなく資金は提供されていません。国の優先事項の決

定には非常に大きな問題があります。紙に書かれていますが、実際にはうまくいきません。カリキュラムの

変更は、地域住民にとっても予測できないだけでなく、ドナーにとっても予測できないため、ただ新たな方

向が出されるのを座して待つしかありません。必要だからカリキュラムが変わるのではなく、新たに政権を

握った政府のイデオロギーによってカリキュラムが変わるため、皆、不安になりがちです。今は皆、落ち着

き始めて新しい方向性を待っているところで、新政権に合うよう、すべてを見直している最中です。5 年後

に新政権になったら、また一からやり直しです。教員の移住に関する協力については、アフリカ南部の諸国

では、同じ分野なら教員が移住してもよいという教育協定があります。しかし各国政府はあまり教員の移住

を積極的に推進していません。教員が不足しているだけでなく、分野全体に教員の給与にばらつきがあるか

らです。南アフリカは給与がよく、教員は南アフリカに移りたいと思うでしょう。ザンビアの教員はボツワ

ナに行きます。理論的には教員の移住に関する協力がありますが、他の国よりも条件がある国もあり、実際

には教員を自国に留める傾向にあります。

質問 4：ミシェック・イッサ（名古屋大学）

　ありがとうございます。私は名古屋大学の学生です。まずフレデリクセン博士に援助機関の目的について

お尋ねします。援助機関の目的の概要と要点をお教え下さい。国々は援助をある程度の期間、受けてきてい

ますが、援助の目的は何ですか。また、その目的は達成されていますか。ムバンガ博士にも質問があります。

私は識字率向上のために現地語を使う点に関心があります。これはどのように取り組んでおられますか。最

初の 4 年間、母語を使って指導することで、どのようなよい結果が生まれますか。

質問 5：クローディア・セシール・バーンズ（ジャマイカ大使）

　ありがとうございます。私はジャマイカを代表して参加しました。お二人に基本的なことをお尋ねします。

オーナーシップ向上のため現地の専門家を用いることに関して、また、現地の専門家を用いるべきだとドナー

により積極的に説得する必要性についてご意見をお聞かせください。

ルース・M・ムバンガ（ザンビア教育省教師教育局長）

　現地語を使うことですが、よい効果が実際に出ています。始めてすぐに識字率は 35％まで向上しました。

しかし授業で使う 7 つの言語を選ぶのは難しいです。これら 7 つの言語をまったく話さない地域もあるため、

母語ではなく 7 つの言語のどれかを課さなければなりませんでした。非常に経費がかかるため、すべての言

語を用意することはできませんが、現地語を使うなら使用する言語の数を増やさなければならないという意

見もあります。地域によっては、別の言語を学ばなければならないところもあるからです。一方、エリート

層の人々は、自分の子どもが現地語で学ぶのは教育を低下させると思っています。彼らは政治力を持ってい

ます。その結果、都市部の教員は現地語の使用をやめて英語を使っています。教員用教材の開発は 1 年生か

ら着手されるため、ほとんどの学校では 2 年生、3 年生、4 年生用のリソースは不足しています。1 年生で



29

は現地語がかなり使われていますが、モニタリングをほとんど受けていない教員は、徐々に現地語を使わな

くなり、2 年生になると皆、英語で教えています。このように多くの課題があります。今年は初心に返って、

現地語の使用を推奨する必要があります。現地語で教えると実際に効果があるからです。現地の専門家を用

いたのは JICA のプロジェクトでした。現地の専門家と一緒に仕事をするのがよいと JICA が納得してくれ

ました。援助のデリバリも実施もうまくいっているようです。しかし他のプロジェクトではそれほど成果が

でていないようです。カウンターパートと一緒に活動をしていても、専門家がすべてを自分でできるように

なるような技術移転がほとんど行われず、プロジェクトの最後まで技能がほとんど移転されません。現地の

専門家と一緒に活動して、その能力を向上するだけのことが、なかなか行われていません。

ビルガー・フレデリクセン（元世界銀行アフリカ地域人間開発局長）

　援助機関の目的についてですが、これはもちろん、かなり複雑な質問です。援助機関によって様々な目

的があります。また、多国間ドナーと二国間ドナーの間でも異なった目的があります（教育援助の 80％は

二国間援助によるものです）。しかし一般的に多国間機関について言えば、例えば世界銀行のような機関の

包括的目標は貧困削減であり、そのため世界銀行は教育を非常に重視しています。1990 年のジョムティエ

ン会議の後、初等教育がそれまで以上に重視されるようになり、初等教育に対する援助が教育援助全体の

20％から約 40％に増えました。世界銀行は高等教育への優先順位が低いため、多くのアフリカ諸国で人気

がありませんでした。しかし 20 から 30 年前は、多くのアフリカ諸国で小学校の就学率が 50％にも達して

いない反面、高等教育は無料で、その多くの卒業生は失業している状況でした。このように、非常に非効率

で低い質であることが多かった高等教育に対して優先的に支援することは難しかったのですが、現在では状

況がかなり変わりました。アフリカの経済は再び成長しており、熟練労働力のニーズも高まっています。私

はユネスコでも働いたことがありますが、ユネスコは非常に幅広い目的を持っています。例えばインクルー

シブで持続可能な開発、平和、人権、異文化理解、地球市民などの要素を、加盟国が教育プログラムに採り

入れるのを支援しています。それに対してユニセフの目的はより具体的で、子どもたちの生活状況を改善す

ることに焦点を絞って活動しています。

　国連機関では、加盟国が目標を設定するということを忘れてはなりません。加盟国がこれらの目標を決め

ます。ユネスコ憲章は加盟国が 1 国 1 票制度で採択しました。一方、世界銀行や IMF では、資本金の出資

額によって各国の投票権が異なります。あなたの質問はたいへん複雑で、答えるのは難しいのですが、私は

職業人生のほとんどを国際機関で働いてきた経験から、もちろん官僚主義もかなりあるとは思いますが（お

そらく各国政府の官僚主義以上ではないと思いますが）、ほとんどの機関において、協力や開発を支援した

いと思う献身的な人々も大勢いるということを強調したいです。これらの機関の存在理由はそこにあり、ほ

とんどは第二次世界大戦後、戦争を回避し経済的に繁栄するために協力しなければならないと各国が認識し

て創設したものです。

　現地の専門家の活用に関する質問もありました。これは今、ほとんどの援助機関で非常に重要なアジェン

ダとなっています。現地の専門家を用いることは、能力開発だけでなく国のオーナーシップを構築する上で

も概ね非常に有効な方法です。ここ 20 年ほどの間に、外国の技術援助をもたらす開発援助の割合は大幅に

減少しました。技術支援員の派遣者数がアフリカで大幅に減少していることも、その現れです。長期的な対

外技術援助や研修のために使われていた援助の部分は、南南協力であれ三角協力であれ各国間の技術協力や

ネットワーキングを支援するために使われるべきだと、私はプレゼンテーションの中でも言いました。その

ような国家間のピア・ラーニングの連携や、必要に合わせて外国の専門家の短期派遣を受け入れる支援は、

効果的な能力構築につながります。
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吉田和浩（広島大学）

　皆様方の教育に関する質問にお答えし、弱者の立場にある人々の問題、国際社会や私たち一人一人がこの

問題にどのように取り組めるか、個人として組織としてどのように有効な援助ができるかを討議しました。

他にも質問があると思いますが、二人の先生方は今日の最後のセッションにもご参加下さいますので、その

ときにも質疑応答の時間があります。これにて午前の部を終了します。午後のセッションは 1 時 30 分に始

まりますので、10 分前にお戻り下さい。他に質問があれば、受付でスタッフにお伝えください。どうもあ

りがとうございました。
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パネルセッション

「国際教育協力における援助の有効性とは何か」

[ モデレーター ]

ドロシー・ナンポタ　マラウイ大学教育研究訓練センター長

マラウイ大学教育学准教授・教育研究訓練センター長。英国国際比較教育学会（BAICE）、アフリカ南部数学・

理科・技術教育研究協会（SAARSMTE）、マラウイ教育省モニタリング・評価作業部会、セクター・ワイ

ド・アプローチ研究会など、多数の組織に所属。ノルウェーの生命科学大学、英国のグラスゴー大学および

バース大学、アフリカのクワズールー・ナタール大学、ボツワナ大学、レソト大学、プレトリア大学、カラ

バール大学、ザンビア大学などの諸大学、及び英国国際開発省（DFID）、ノルウェー開発協力庁（NORAD）、

国際協力機構（JICA）、米国国際開発庁（USAID）、ドイツ国際協力公社（GIZ）、ユニセフ、ユネスコ、ド

イツ学術交流会（DAAD）などの援助機関と協力。最近では、DFID の「アフリカにおける大学の『第三

の使命』：ミレニアム開発目標への貢献」プロジェクト、ユネスコの学校補助金の活用および効果の評価、

GIZ の「教育の地方分権」などに携わる。英国バース大学の理科教育博士号を取得。

[ パネリスト ]

萱島　信子　独立行政法人国際協力機構（JICA）人間開発部部長

京都大学文学部卒業後、パリ第５（ルネ・デカルト）大学教育学部卒業。ユネスコ国際教育計画研究所

（International Institute for Educational Planning, IIEP）教育計画行政研修コース修了。1982年よりJICA勤務。

研修事業部、無償資金協力計画調査部、社会開発協力部、基礎調査部等での勤務を経て、神奈川国際水産研

修センター研修室長、横浜国際センター業務課長、社会開発協力部社会開発協力第２課長、人間開発部基礎

教育グループ長、バングラデシュ事務所長、人間開発部審議役を歴任。2009 年より現職。

山田　肖子　名古屋大学大学院国際開発研究科准教授

早稲田大学法学部卒業後、コーネル大学で修士課程を修了し、インディアナ大学で博士号取得。専門は、比

較国際教育学、アフリカ研究。民間財団、国際開発コンサルタント、広島大学、政策研究大学院大学を経て、

現職。外務省、JICA の事業評価をはじめ、国際協力案件に多く携わる。関心分野は、スキルディベロプメント、

学校と社会の関係、教育の社会的意味付け、援助政策の各国政策へのインパクト等。

主要著書：Multiple Conceptions of Education for All and EFA Development Goals: The Processes of Adopting 
a Global Agenda in the Policies of Kenya, Tanzania, and Ethiopia (2010) ( 編著 ). VDM publisher.

『国際協力と学校－アフリカにおけるまなびの現場』、2009、単著、創成社新書。『産業スキルディベロプ

メント：グローバル化と途上国の人材育成』、2008、岡田亜弥・吉田和浩と共編著、日本評論社。“Making 
Sense of the EFA from a National Context – Its Implementation, and Impact on Households in Ethiopia 
(2007)”, in Baker and Wiseman (Eds), Education for All: Global Promises, National Challenges. Elsevier 
Science Ltd.
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ウィ・ホック・チェア　東南アジア教育大臣機構理数科教育センター研究開発部調査官

マレーシア、ペナンに所在する理数科教育センター（RECSAM）研究開発部の調査官。長年に渡り、教育、研究、

教員養成に関わる。中等学校で数学を教えた後、教員養成大学で教鞭をとる。2004 年に RECSAM に入

り、東南アジアおよびアフリカにおける現職教員研修の計画・実施・評価にあたる。アジア太平洋経済協力

（APEC）加盟諸国間の共同プロジェクトである「2007 年－ 2010 年 APEC 授業研究プロジェクト」に参加

し、革新的なアイデアを授業に採り入れることをめざす。マレーシア、タイ、インドネシア、ベトナム、フィ

リピンなどで開催される様々な国際会議で講演している。2006 年から Journal of Science and Mathematics 
Education in Southeast Asia（『東南アジア理数科教育ジャーナル』）の編集長を務める。2012 年に出版予定

の Third International Handbook of Mathematics Education（『数学教育国際ハンドブック第 3 版』）の 1 章

を共著している。
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マラウイにおける教育協力の可能性と課題

ドロシー・ナンポタ

マラウイ大学教育研究訓練センター長

教育協力の有効性とは？

・ 教育協力は通常、ドナーと受益国政府の２つのパートナーが関わる。

・ そのような協力の目的は、教育分野における政府の優先事項である共通目標を達成することである。

つまりマラウイにおける教育協力の有効性は、国家教育セクター計画（NESP）（2008 年マラウイ政府）

に掲げられた優先事項の達成に貢献することを意味する。

NESP および ESIP において策定された教育分野の優先事項

　すべての政策・開発計画にかかわる包括的な枠組みが、マラウイの中期（2006 年－ 2011 年）開発戦略

としての「マラウイ成長開発戦略（MGDS）」である。教育セクターの開発戦略に関する方向性は「国家教

育セクター計画（NESP）」（2008 年－ 2017 年）によって定められ、4 年計画の「教育セクター実施計画（ESIP）」

（2009 年－ 2013 年）によって実行される。MGDS を元に策定された NESP および ESIP は、教育開発の

優先事項として次の 3 つのテーマを掲げている： 

・　教育の公正なアクセスを拡大する。

・　中途退学や落第を減らし、効果的な学習を推進するために、教育の質と内容の適切性を向上させる。

・　教育の効果や効率を改善するために、教育制度のガバナンスや管理を改善する。

　すべての政策は参加型のアプローチを通じて立案されると定められているため、様々な利害関係者による

オーナーシップが相当あるはずである。

主要ドナー、および援助活動・アラインメント

・ 主要ドナー：マラウイは大小様々なドナーの援助をうけている。USAID は現在の教育分野における

援助の 35％以上を占める支援を提供しているが、援助額では中国が最大のドナーである。中国はマ

ラウイ南部の Ndata に理工大学、Thyolo に中等学校を建設。しかし他にも UNICEF、CIDA など多

くのドナーがある。

・ このような従来のドナーパートナーは、予算支援や、協調してセクター支援を実施している。中国は

独自に支援を提供。中国独自の支援は、現在最大のインパクトを与えているが、特定の活動に限定さ

れている。

・ 全体的には、セクター・プログラムの援助が協調的に行われるほうが、より影響力があることがわかっ

ている。共同で計画立案、モニタリング、評価制度を実施することで、より柔軟に、効率的に、効果

的に対処できるからである。

・ 協調的な支援は主に基礎教育を対象としているため、従来のプロジェクト支援は、特に中等教育・高

等教育など、他の多くのプログラムに資金を提供するのにも活用されている。
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マラウイにおける援助の優先事項

　教育援助が取り組んでいる典型的な教育問題は次の通り：

教育の公正なアクセス

・ インフラ整備（女子用宿舎、教室の建設など）

・ 女子、中途退学者、障害者、貧しい人々や、文化の壁などで疎外された子どもたちを対象にしたプ

ログラム（例：持ち帰り食糧の配給、EDSA・OVC・CTS などの給付金、学校保健・栄養、奨学金、

母親グループの設立、ジェンダー主流化プログラム）

・ カリキュラムの見直し

教育の質と適切性の向上

・ 低学年の読む力や算数に焦点を当てた学習成績（USAID）

・ 初等教育の教員養成・現職教員研修（ODL, CPD）

・ 教材の調達（学校への助成金、世界銀行の資金的支援、GSES I & II を通じて）

ガバナンスと管理の向上

・ 政策の見直しと立案（例：政策の地方分権化）

　このように、学習成績向上、教材の調達、教員養成・研修などによって教育の質的向上に焦点を当てた援

助が行われている。教育の質を向上するための戦略は、教育の公正なアクセスへの取組みに間接的に影響を

与える。インフラ整備や特定のグループを対象とするプログラムは、より直接的な結実がある。しかし、教

育の効果や効率性を向上させる教育制度のガバナンスや管理は二の次になっているようにみえる。

パリ・アクラ宣言とマラウイの援助効果

　Booth（2008 年）によると、2005 年の「パリ宣言」は援助効果向上の要因として次の 5 点を上げている：

・ 被援助国のオーナーシップ：政治的なリーダーシップ、開発ビジョン、これまでの開発に関する国家

構造を変革しようとする意志など

・ 国の政策や制度とのアラインメント

・ 援助の調和化

・ 成果マネジメント

・ 相互説明責任

　この宣言は現場によい影響を幾分か与えているようである。援助のアラインメントは、セクター・ワイド・

アプローチ（SWAp）を通じて援助協調をしている開発パートナーがかかわる。教育セクターを含めすべて

のセクターにバスケット・ファンドがあり、教育省本庁に SWAp の事務局がある。そのほか、教育省の様々

な部署に SWAp 制度タスクフォース（STF）があり、活動を支援するために様々な利害関係者の代表が加わっ

ている。

　NESP などの国家開発戦略は参加型アプローチによって策定された。すべての利害関係者が真の意味で参

加できるとは限らないが、ほとんどの教育アクターが NESP の優先事項にかなりよくアラインしている。こ

れには既に示唆したようにドナー自身も含まれる。

　ドナーの資金援助による活動で成功したと評価され、かつ今もその成功が続いているものに、カナダ国際

開発庁（CIDA）によって 2000 年から 2007 年に実施された「中等教員養成プロジェクト（SSTEP）」があ

る。このとき導入されたプログラムは現在も継続中である。
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例：中等教員養成プロジェクト（SSTEP）

期間：2000 年－ 2007 年

援助機関： CIDA
ターゲット・グループ：修了証書を取得し中等学校教員になることを希望する初等学校教員

資金援助対象項目：授業料、教材の印刷、および教員スターター・パック（中等学校シラバス、担当教科の

主な教科書）を卒業時に提供。

政策立案：教育省およびドマシ教員養成大学（DCE）の両方が関わる。

資金の提供方法：資金は養成機関（ドマシ教員養成大学）に提供され、通常の大学資金の一部として管理さ

れる。

プロジェクト・マネジメント： DCE 及び教育省の現地アクターがプロジェクトを管理する。CIDA の職員

がモニタリング・評価（M&E）に参加する。

成果：中等学校教員となるにふさわしい自主的な教員を輩出し、教員給与を改善することにより、中等学校

の教員不足を緩和する。

持続可能性：プログラムは現在も続いており、学生は自分で学費を払っている。

成功基準：

・ 政策立案・実施に教育省および DCE の両方が関わる。（オーナーシップ）

・ DCE に資金を提供する。その資金は通常の大学資金の一部として管理する。（オーナーシップ）

・ CIDA の活動は徐々に DCE や教育省の予算に組み込まれた。政府職員が SSTEP を管理しており、

教育省も管理に関わっていたため容易だった。（オーナーシップ）

・ DCE と教育省の現地アクターがプロジェクトを管理する。CIDA の職員がモニタリング・評価（M&E）

に参加する。（成果マネジメント、相互説明責任）

・ 成果は、中等学校教員となるにふさわしい自主的な教員、教員給与の改善、中等学校の教員不足を緩

和。（アラインメント）　教員も教育省もプログラムの成果の恩恵を受ける。

ドナー支援の課題

1. 制度と行動が変わるのには時間がかかるため、オーナーシップの問題はゆっくりとしか前進しない。

2. ドナーが始めた活動の中には、政府が引き継ぐためには持続可能性にかかる負担が非常に大きいもの

がある。例えば学校助成金（EDSA/SIP）や学校給食など、あまりにも一過性の実験的にみえる活動

は特にそうである。

3. SWAp は手順の調和化に問題がある。共同資金の STF は無駄な労力を使い、主活動に集中できない。

4. いくつかのドナーには、細部への干渉と思われるような条件がある。例： GSES I, II、世界銀行の教

材調達活動。

　教育セクター支援助成金フェーズ I（GSES I）は、全国の教員や生徒に質の高い教科書や教材を配

布するために 1998 年から 2004 年に実施された。予算は 1,500 万カナダドルで、GSES I ではマラ

ウイの 4,943 校の小学校に、約 1,490 万ユニットの教材や教師用指導書、12,300 個の収納キャビネッ

ト、および 12,500 枚の地図を提供した。しかし GSES I には多くの課題がある。教科書の製本が悪

く、輸送の問題もある。さらに、プロジェクトに対する教育省の関与が低いという大きな弱点がある。

フェーズ II になっても CFA が調達活動を実施しており、ドナーが現地に活動を引き継ぐ様子はなかっ

た。その結果、プロジェクトの終了時になっても MoEST の職員はプロジェクトの活動を継続するた

めの能力が欠如していた。
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　パリ・アクラ宣言に関わる課題に直面しているプロジェクトの一例が学校改善助成金（SIG）である。特

に教育地方分権化支援活動（EDSA）の課題が大きい。

例：Mbayani 校への EDSA/SIG 助成金

全児童数 : 11,021 人

所在地・環境：ブランタイア中央ビジネス地区（CBD）から約 3 キロのスラム街に所在する。保護者のほ

とんどは、魚、果物、野菜の小規模な小売業や小さな食料品店・サロン・理髪店などを営んだり、サツマイ

モや総菜を売ったりして生計を立てている。

2010 年から 2011 年までの助成金の総額：

年 EDSA/SIG 助成金

OVCs CTS
受益者数 額 (MK) 受益者数 額 (MK) 総額 (MK)

2010 年 125 687,500 67 502, 500 1,190,000

2011 年 350 1,925,000 67 502, 500 2,427,500

資金の提供方法： USAID から EDSA を通じて学校に直接提供される。

助成金の使途：

助成金の種類 額 (MK) 使途

OVC 2,000 学校シューズ

2,000 制服

500 傘

1,000 ユーザーの経費（学校基金や試験費用など、その他の学校経費の払い戻し）

CTS 2,000 毛布

2,500 栄養のある食べ物

3,000 抗レトロウイルス薬（ARVs）を受け取りに行く交通費

課題：

・ 政策立案が参加型でないため、一過性で実験的すぎる。保護者は学校運営委員会からしか情報を得て

いない。

・ 90% 以上の児童が OVC（孤児と脆弱な状況に置かれている子ども）と認定されるが、少数しか助成

金の受益者となっていない。

・ 政府は USAID からプログラムを引き継いで他の学校にも展開することが期待されている。

・ OVC・CTS および学校改善計画も含めて、すべての学校に 250,000MK を提供することが提案され

ている。なぜなら、ドナーの支援がなければこのほうがより安くつくため。

・ この提案では、EDSA の予算が 90％減となることを意味する。
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第 9回国際教育協力日本フォーラム

―国際教育協力における援助の有効性とは何か―

萱島　信子

独立行政法人国際協力機構（JICA）人間開発部部長

1. JICA 教育協力の方針

　JICA 教育協力の方針について、「JICA の教育分野の協力―現在と未来」1（2010 年）に基づき、以下のと

おり述べる。

（1）　目的

(ア)　基本的人権としての教育

(イ)　社会・経済開発への貢献

(ウ)　多文化共生社会を実現するための相互理解の促進

（2）　重点

　途上国の教育セクターの状況はさまざまであり、その状況に応じて支援の重点とすべきサブセクターを

検討するが、基本的には基礎教育及び高等教育を協力の重点とする。

　なお、教育の拡充が進んでいる国においても、女子や少数民族の子ども、障がいを持った子ども等が教

育を受ける機会から疎外されている場合が多いことから、協力の実施に当たっては、こうした人々が持つ

異なるニーズにも十分留意し、インクルーシブな教育の実現が可能となるよう配慮する。

　基礎教育セクターでは、その中核となる初等・中等教育を重点的な協力対象とし、JICA はこれまでの

協力経験をふまえ、以下を主な重点とする。

(ア)　教員研修の改善を通じた教員の能力強化

(イ)　コミュニティを巻き込んだ参加型の学校運営体制の確立

(ウ)　現地業者を活用した学校校舎の建設

(エ)　これらの協力の持続性確保の観点から不可欠な中央および地方の教育行政官の能力強化

（3）　アプローチ

　JICA は以下のようなアプローチを通じ、JICA の比較優位を最大限に活かしながら、効率的・効果的な

教育協力を推進する。

(ア)　現場重視の取組みと政策への反映

(イ)　アライメントを重視した中長期的協力

(ウ)　ネットワーク型協力・交流の促進

(エ)　成果重視の事業設計、実施及び評価

1　http://www.jica.go.jp/english/operations/thematic_issues/education/pdf/position_papaer.pdf



2　JICA, ADB, WB, DFID, UE, AusAID, Sida, CIDA, UNICEF
3　Strengthening of Mathematics and Science in Secondary Education Project in Western, Eastern, Central and Southern Africa

38

2. ポスト 2015 年の課題

　国際社会は 2015 年を目標年として EFA、MDGs 達成に向けた努力を継続している。しかしながら、ポ

スト 2015 年において以下の課題があると考える。

（1）　教育の質の向上

（2）　不就学（unreached, marginalized）の子どもへの教育の普及

（3）　Post primary

3. 国際教育協力改善に向けてのアプローチ（JICA の事例を踏まえて）

　ポスト 2015 年を見据え、今後の国際教育協力改善に向けてのアプローチとして以下 3 点を提案する。

（1）　能力開発

　セクタープログラム、財政支援、政策支援への取組みの前提として、Capacity Development の重視

事例：バングラデシュ基礎教育セクター

●　バングラデシュでは、2011 年 7 月から Primary Education Development Program III（PEDP III）の

枠組みの下で、PEDP III で目標として掲げられている「質の高い初等教育の完全普及」の達成に向け、

政府は他ドナー 2 とともに貢献することを目指している。

●　JICA は、PEDP III にアラインし、技術協力プロジェクト及びボランティアの活動を通じて、教員研

修制度・内容改善、教員研修機関の実施能力強化、授業改善、カリキュラム・教科書改訂等を行うと

ともに、ドナー議長を務める個別専門家の派遣及び貧困削減戦略支援無償によるプールファンドへの

拠出を通じて、現場での実証・経験を基にしたプログラム全体の政策・制度面への提言を行い、技術

協力によるモデル（教員用指導書を用いた教授法改善及びその実践のための教員研修）を全国展開し

ている。

●　予算計画総額 83.4 億ドルの PEDP III の計画・実施・レビューの各段階において、上記技術協力を通

じた Capacity Development を重視している。

（2）　連携強化

　パートナー多様化を踏まえた官民連携、新興ドナー、三角・南南協力、ネットワーク化の推進

事例：SMASE-WECSA3 の協力

●　アフリカにおいて、初中等理数科教育分野の SMASE-WECSA が 2001 年に設立され、技術協力とし

て先行して開始されたケニアを中核に現職教師研修を行うアフリカ地域の国々をネットワーク化し、

これを通じて経験や知見の共有を図ることにより域内各国の対話や相互の連携を深めるとともに、共

通の問題にアフリカの教育関係者自身が協働して解決しようとする取組みを進めている。

●　現在、SMASE-WECSA メンバーは 33 か国 1 地域にまで拡大し、NEPAD、ADEA との連携だけで

はなく、マレーシアなどアジア・アフリカ間協力など、ネットワークを更に広げている。

●　JICA はこのような三角・南南協力、ネットワーク型協力を推進することで、途上国自身の Capacity 
Development に貢献するとともに、域内における教育開発を行う専門家集団を育成し、教育開発の付

加価値をつくりだしていく支援を行っていく。
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（3）　教育開発ニーズ

　グローバル化・知識基盤社会・イノベーティブな社会を支える人材育成として、中等・理数科教育の重視

事例：中等教育セクターにおける理数科教育の実績

●　グローバル化、知識基盤社会、イノベーション、R & D の進歩により、知識集約的産業が振興し、高

度熟練労働者へのニーズが高まっている。このような中、理数科目を通じて涵養される科学的、合理

的思考力の育成が重要。

●　JICA は、1994 年から現在まで、理数科教育プロジェクトを 60 案件実施し、その中で中等教育セクター

を含むものは、35 案件実施している。中等教育における理数科教育は、JICA の比較優位・実績のあ

る分野の一つである。

●　MDGs 達成及び成長促進のためには、その原動力となる理数科教育に対する支援が不可欠。

4. 結論

　国際教育協力にとって援助の有効性を担保するために JICA の果たすべき役割としては、以下のとおりと

考える。

（1）　現場と政策の架け橋 Capacity Development の推進役

（2）　途上国・民間など多様なステークホルダーの媒介役

（3）　中等教育レベルにおける理数科教育の先導役
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パラダイムシフトに直面する日本の教育援助

山田　肖子

名古屋大学大学院国際開発研究科准教授

多様化する国際開発のアクターと規範

（1）規範の変化

　ここ 2 年ほどの間に世界銀行や JICA などの主要なドナーは、教育分野のパラダイムシフトを反映して教

育セクターの援助戦略を変えている。以前は学校の基礎教育への普遍的アクセスと質がドナー共通の目的

だったのに対し、最近の戦略ペーパーは多様化している。ドナーや各国政府の調和化の努力によって、多く

の開発途上国が教育アクセスを拡大する目標を達成したが（あるいはほぼ達成しているが）、まだ多数の学

齢児童が学校教育の機会を享受できないでいる。そのため、特別支援が必要な児童、女子、脆弱国の子ども

たちなど、困難な状況にいる人々のインクルージョンは、現在もドナーがコミットしている主要な分野であ

る。また学校教育の質は以前よりも深刻化していると考えられ、教員、カリキュラム、学校環境などの質の

改善は、今も主要な援助対象の一つである。一方、ミレニアム開発目標（MDGs）の共通認識である「基礎

教育の完全普及が貧困を削減する」という前提は、必ずしも当てはまらないことが認識されるようになって

いる。例えば、基礎教育を修了した子どもたちは進学の機会拡大を求め、教育制度に対する圧力を強めてい

る。同時に、児童の状況や雇用状況に学校教育が合っていない限り（レレバンスが高くない限り）、基礎教

育を修了しただけでは就職できる保証も、生活がよくなる保証もない。学べる機会は学校だけに限らないし、

学齢期の子どもたちだけのものでもないことも改めて認識されている。援助戦略の新しい方向の一つは「万

人のための学習」であり、その代表的なものが世界銀行の戦略文書である。このように教育開発の規範は、

MDGs の達成や基礎教育の完全普及が黄金律のように合意された頃に比べると、はるかに多様化している。

2004 年と 2008 年の教育 ODA の額を比べると（スライド 3）、規範の変化を反映して、教育 ODA のサブ

セクターへの配分が急速に多様化していることが分かる。

（2）新興アクターの出現と援助構造の変化

　2005 年に「パリ援助効果向上に関するハイレベルフォーラム」が経済協力開発機構 (OECD) およびフラ

ンス政府によって主催された。このフォーラムに参加した 100 カ国の先進国・開発途上国政府および国際

機関は、援助効果を向上し、被援助国のオーナーシップを育成するために、ドナー間のアラインメントとパー

トナーシップを向上する宣言を採択した。

　このようなコンセンサスは、共通の援助構造を構築し秩序を維持することを、すべての開発援助委員会

(DAC) 諸国が望んでいるという前提のもとに形成されている。実際、日本などはこの期待に添うように努力

を重ねている。グローバルなコンセンサスはプログラム援助が中心となっているが、日本の援助はプロジェ

クトの実施を特徴とする。プログラム援助とは、具体的な活動や実施の直接的なコミットメントではなく、

全体的な政策を支援するものである。ここ 15 年ほど、日本はプログラム援助をしない理由や、日本のユニー

クな活動の正当性を説明することを常に迫られてきた。

　しかしここ数年間で、国際教育援助の様相は変わってきている。以前の被援助国が急速に援助国としての

存在感を増すようになり、韓国、中国、インドなど新興ドナーのグループが出現している。韓国は 2009 年
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に OECD/DAC に加盟したが、その他ほとんどの新興ドナー国は加盟していない。加盟国は OECD/DAC の

策定する援助に関するガイドラインに従うか、少なくとも援助効果に関する自国の見解を説明することが求

められる反面、非加盟諸国は、従来のドナーとの差別化を図るために、独自の援助モデルを熱心に開発して

いる。合意されたモダリティを採択しない国が少数しかなかったときは、これらの国々は「アウトライヤー

/ 想定外な対象」と考えられた。しかし新興ドナーの増加に伴い、逸脱したからといって排除することは不

可能になっている。その結果、援助を提供する行程も多様化し、今日の国際教育援助の指針となる規範も拡

大した。2011 年 11月 に韓国で開催された「釜山ハイレベルフォーラム」では南南協力・三角協力や官民

連携に焦点が当てられた。これまでの予算支援・プログラム援助かプロジェクトかという二元的な議論では

なく、幅広い援助モダリティが討議の対象となっている。このような最近の状況では、国際開発における状況、

規範、行程、アクターは曖昧かつ多様化してきている。では教育分野における日本の ODA の役割を、どの

ように位置づけ、明らかにしたらよいだろうか。

「日本モデル」はどうあるべきか

　日本の政府開発援助 (ODA) の歴史では、人材育成が常にその中心となっている。この点は ODA 大綱お

よび ODA 中期政策（2005 年）に明確に記述されている。この二つは日本の ODA の基本政策を示す文書

である。ODA 大綱は、日本が二国間 ODA 供与のトップに立ってから 3 年後の 1992 年に初めて策定された。

理念の項に、「これまで我が国は、アジアにおいて最初の先進国となった経験をいかし、ODA により経済社

会基盤整備や人材育成、制度構築への支援を積極的に行ってきた」とある。日本自身、アジアの途上国から

援助国になった経験を踏まえ、人材育成を ODA の柱の一つとしている。この柱は開発途上国の「自助努力

支援」という日本の基本方針に沿ったものである。日本は自ら開発途上国だった歴史があり、発展の自助努

力をしている被援助国の側に立って支援してきた。そして人材育成は、自助努力による開発を促進する重要

な要素であると考えられてきたのである。

　地理的な焦点は 1990 年代初めの東アジアや ASEAN 中心からアフリカ、中南米など世界各地に広がった。

また援助の種類も変わってきている。日本の教育援助は従来、産業技術訓練や、中等教育およびポスト中等

教育レベルの理工学系の人材育成が中心だった。このような分野の援助は自助努力を支援するという理念と

密接に結びついている。つまり産業技術の人材を育成することが自国の力で経済発展を遂げる基盤であるい

う考えに基づくものである。今日でも、AUN/SEED-Net や E-JUST などのプロジェクトなどにみられるよ

うに、理工系の高等教育は日本が成功してきた分野の一つである。

　またここ 20 年、日本は基礎教育や教員研修の支援の経験を積んできている。日本の援助がほとんどイン

フラストラクチャー整備だった以前と比べて、ここ 20 年ほどの教育プロジェクトの多くは、日本の専門家

と連携した教員・専門家・教育省の行政官の能力開発を目的としている。特に理数科の現職教員研修は、こ

れまで常に日本が強みを発揮してきた分野であり、SMASSE-WECSAプロジェクトはその一例である。また、

最近では、住民参加の学校運営を支援するプロジェクトが多い。その一例としてよく引用されるのが、西ア

フリカのフランス語圏で実施されている「みんなの学校プロジェクト」である。

　日本の ODA 関係者は 1990 年代初頭からずっと、開発援助の「日本モデル」を開発したいという思いを

抱いてきた。実地における技術移転は日本の ODA の特徴である。カウンターパートの職員が積極的に自助

努力するようになるために、実際的なスキルだけでなく、日本の教員や専門家の態度や精神も伝えるとされ

ている。そのような実地の能力開発が効果を上げるためには、日本の専門家がしっかりと援助活動にコミッ

トする必要がある。これは予算支援やプログラム援助ではできない。
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　日本は常に微妙なバランスをとってきた。一方では他のドナー諸国や機関と協調しながら、他方では教育

援助の成果を上げるために独自の活動を実施してきた。しかしパラダイムシフトが起こりつつあり、国際協

力に関わる他のアクターとの関係が変化する中で、日本は国際協力における役割とポジションを再検討しな

ければならない。

 

教育プロジェクトの達成度をどのように検討できるか―「みんなの学校」プロジェクトの事例

　「成功事例」について話をするときには、プロジェクトがどのような点を成功と考えるかを明らかにしな

ければならない。教育開発プロジェクトの場合、（1）グローバルな援助構造とのアラインメント、（2）開発

目標の達成、（3）援助提供者（この場合は日本）へのフィードバックの 3 つが成功要素と考えられる。成功

事例と考えられている日本のプロジェクトを例に、これらの目標の各要素について説明したい。

　「みんなの学校（EpT）」は JICA が資金援助する学校支援プロジェクトで、住民参加によって学校運営や

教育の質を改善することをめざしている。プロジェクトの大きな成功に寄与したと考えられるユニークな特

徴の一つが、学校運営委員会のメンバーの民主的な選出である。ニジェールで小規模に始まったこのプロジェ

クトは、アフリカのフランス語圏のセネガル、ブルキナファソ、マリに拡大した。このフィールドに根差し

たプロジェクトが拡大するにつれて、プロジェクト・メンバーのネットワークも構築され、より経験の多い

メンバーが経験の少ないメンバーに協力する地域内の三角協力が生まれている。さらに現場での経験が各当

事国の政策対話や、ひいてはグローバルな知識開発に生かされるように、教訓と普遍的特徴を抽出し昇華す

るために、プロジェクト評価を実施している。このような知識形成を通じて、EpT など JICA のフィールド・

プロジェクトは、グローバル・パートナーシップに貢献し、学校運営における自治と住民参加の向上という

共通の目標にアラインする。つまり EpT は、目標を達成するための行程は日本独自のものだが、パートナー

シップと成果重視の援助というパリ宣言の原則に従っている。援助モダリティが最近の援助構造の中で多様

化している中、日本の教育援助は独自に進化を遂げる可能性がある。

　援助モダリティは重要だが、援助対象の社会の開発目標に沿って、プロジェクトの効果を評価することを

忘れてはならない。住民参加と学校運営の自治を推進する上で絶対的な目標は、児童生徒の間でより良く衡

平に教育的成果を上げることである。これにかんがみて、EpT プロジェクトが推進している住民参加が実際

によい教育成果を生んでいるかどうかを批判的に評価しなければならない。また住民参加が教育の機会と成

果の衡平性を改善するのに貢献しているかどうかも検討する必要がある。同プロジェクトは成功事例として

広く認められてはいるが、この意味では EpT の成果は一様ではない。住民の積極的な参加を得ること自体、

容易ではなく、EpT が支援する学校には、積極的な学校もあれば消極的な学校もある。さらに、学校運営に

住民が積極的に参加しても、教育的な成果が上がるとは限らない。そのため日本がリードして、この分野で

グローバルな知識基盤を形成するためには、今後も試行し、経験を蓄積し、教訓を抽出する余地が残っている。

　最後に、EpT が日本の教員・児童生徒・学校に与える意味についても考察する必要がある。日本へのフィー

ドバックという、この最後の要素は見過ごされがちだが、教育援助の勢いを維持するためには非常に重要な

点である。住民参加を推進する教育改革の流れは開発途上国だけでなく日本にも影響を与える。日本の文

部科学省は 2004 年に「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」を改正し、「コミュニティ・スクール」

の考え方を推進している。2011 年 4 月時点で 789 校が教員・校長・地域住民からなる学校運営協議会を持

つコミュニティ・スクールに指定されている。EpT の経験は日本のコミュニティ・スクールとどのような共

通点があるのか。日本の経験は開発途上国の学校に役立つのか。その逆はどうか。日本が EpT のような教

育援助プロジェクトを実施し、日本の社会と開発途上国の社会の結びつきを強化する理由を明らかにするた
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めに、これらの問いに答えなければならない。

最後に：「開発のためのパートナーシップ」から「相互学習のためのパートナーシップ」へ

　グローバルなパラダイムシフトや日本の教育協力の歴史的な流れをみてきたが、21 世紀の「日本モデル」

はどのようなものであるべきかを考えたい。教育援助のアクターや規範は多様化し、援助の構造はより制限

が緩やかになってきた。日本は理数科教育、教員研修、住民参加などの分野において、よい実地経験を蓄積

してきた。教育開発予算が削減されても、開発途上国の自助努力を支援する上で、これらは日本の強みとな

るだろう。今必要なことは、これまでの経験を今後のために明確にすることであろう。ここで忘れてならな

いのは、被援助国の開発のための、ドナー間のパートナーシップや被援助国とのパートナーシップだけでは

次の段階に進むのに十分ではないということである。「相互学習のためのパートナーシップ」も考えなけれ

ばならない。
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東南アジア教育大臣機構（SEAMEO）有効な地域教育協力の

一例

ウィ・ホック・チェア

東南アジア教育大臣機構理数科教育センター研究開発部調査官

はじめに

　「有効性」は、期待される結果を出すことができるかどうかに関係する。そのため教育協力の有効性は、

関係者が共同で決定した「期待される結果」と必然的に結びついている。いかなる援助の有効性に関して議

論する場合でも、重要な問題の一つとなるのが教育援助の有効性を高める条件である。本稿では有効な地域

教育協力の例として東南アジア教育大臣機構（SEAMEO）を取り上げ、この有効性がいかに実現できるか

を考察する。

東南アジア教育大臣機構（SEAMEO） 

　SEAMEO は 1965 年 11 月 30 日に公認の国際機関として設立された。その目的は、東南アジア地域の

教育・科学・文化を通じて協力を促進し、正義、法の支配、人権および基本的自由を推進することである。

SEAMEO はこの目的を達成するために能力向上に焦点を当て、地域の人々の潜在能力を最大限に伸ばすこ

とをめざしている。能力向上により生活水準の向上を図ることを目的に、教育、予防衛生教育、文化・伝統、

情報通信技術、言語、貧困削減、農業、天然資源などの主要分野の質および公正さを向上することに取り組

んでいる。

SEAMEO の構成員 

　設立当時の加盟国（member states）は、インドネシア、ラオス人民共和国、マレーシア、フィリピン、

シンガポール、タイ、ベトナム共和国（南ベトナム）だった。設立以来 SEAMEO は拡大しつづけ、2010

年時点で加盟国が、ブルネイ・ダルサラーム、カンボジア、ラオス、インドネシア、マレーシア、ミャンマー、

フィリピン、シンガポール、タイ、東ティモール、ベトナムの 11 カ国になっている。

　SEAMEO には加盟国のほかに準加盟国（Associate Member Countries）がある。準加盟国は二国間協力

や多国間協力によるプログラムを加盟国と共同で開発することによって、加盟国に協力する。2011 年の時

点の準加盟国は、オーストラリア、カナダ、フランス、ドイツ、オランダ、ニュージーランド、スペインの

7 カ国である。

　さらに 1983 年に、準政府機関や非政府組織でも SEAMEO に協力したいと思う機関を提携機関（Affiliate 
Members）とする提案が討議された。2011 年の時点で公開遠隔教育国際評議会（ICDE）、筑波大学、ブリ

ティッシュ・カウンシルが提携機関となっている。

　日本は準加盟国ではないが、1970 年代以来、連携国（Partner Country）として SEAMEO に協力している。

SEAMEO 理事会（Council）
　SEAMEO の理事会は加盟国の教育大臣で構成され、同機関の最高意志決定機関である。理事会は年次総
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会で、

・　政策や地域的イニシアティブを討議し、

・　SEAMEO や SEAMEO の各ユニットが実施するプログラムやプロジェクトの方向性を決定し、

・　同組織のプログラムや活動をレビューする。

　通常、準加盟国や提携機関等の代表者も SEAMEO 理事会に出席する。

SEAMEO 事務局（Secretariat）
　事務局は SEAMEO の本部であり行政機関である。SEAMEO 理事会によって立案された政策を実行し、

SEAMEO の各センターの活動やプログラムを調整する。

SEAMEO のセンター（Centres）
　SEAMEO の組織上の重要な特徴の一つがセンターの設立である。これらのセンターは教育・科学・文化等、

様々な分野の研修や研究のプログラムを実施する専門機関である。各地域センターには各加盟国の幹部クラ

スの教育行政官による運営委員会（Governing Board）がある。運営委員会はセンターの事業や予算を検討し、

政策やプログラムを立案する。現在、20 の SEAMEO センターが、様々な加盟国に設立されている。

　加盟国が自国の専門性が生かせる分野で SEAMEO センターを設立・運営し、資金を提供していることが、

SEAMEO の教育協力のユニークな特徴である。全加盟国を対象に研修等の活動を実施する他、センター間

の協力を推進するために、センター間の活動も実施している。

　次に、SEAMEO 内の協力がどのように行われているかを、さらに詳しく説明するために、SEAMEO セ

ンターの一つを取り上げ、その組織と活動を説明したい。

SEAMEO RECSAM
　SEAMEO 理数科教育センター（RECSAM）は 1967 年に設立された。SEAMEO のセンターの中でも初

期に設立されたセンターの一つである。RECSAMの使命は、東南アジアの理数科教育を改善することである。

　同センターのプログラムは主に研修と研究であり、一般コース（主に SEAMEO 加盟国の参加者を対象に、

センターで実施）、国内コース（SEAMEO の加盟国の要請に応えて、当事国で実施）、特別コース（資金提

供機関の要請に合わせて特別に実施）の 3 つの研修コースがある。同センターの研究は、理数科教育分野の

政策や教育学に情報を提供することを目的としている。

　RECSAM のプログラムの主な特徴は次の通り：

・ 地域の能力向上をめざす。主な受益者は東南アジアの教育者。

・ 研修コース（一般コース）に参加する全加盟国の教育者に対して奨学金が提供される。

・ 財政的実行可能性を確保するために、センターの収入源となる活動を実施している。

・ 地域の開発途上国から SEAMEO 若手科学者発掘大会（SSYS）のようなプログラムに参加する教育

者には資金的な援助が提供される。

・ 2008 年以来、同センターは SEAMEO 地域外の教育者を対象に、他の機関とも協力するようになった。

例えば、アフリカ諸国を対象とした国際協力機構（JICA）との協力や、コロンボ計画加盟国の教育

者を対象とした同計画との協力がある。 

協議やモニタリングを定期的に実施し、研修プログラムの有効性や質を確保

　同センターのプログラムや活動は、SEAMEO 加盟国のニーズが常に考慮されるように、協議に基づいて



立案される。1965 年に SEAMEO が設立されて以来、協議の場がいくつかできている。

・ センターの運営委員会（すべての SEAMEO 加盟国の代表者からなる）の年次会議でセンターの政策

が決定され、プログラムが立案される。

・ センター長会議（CDM）が毎年開かれ、SEAMEO の全センターからセンター長が集まり、各センター

や SEAMEO 全体の計画など、戦略的な計画を討議する。

・ SEAMEO 高官会議（HOM）が毎年開かれ、SEAMEO のセンターから出された計画や提案について、

加盟国の高官が 更に討議する。

・ SEAMEO 理事会が CDM や HOM の計画や提案を承認する。

　センターレベルでは、次のような評価活動を通じて RECSAM の研修プログラムを定期的にモニターして

いる。

1. コース実施中に毎週実施されるフィードバック

2. コース終了時の評価

3. 一般コースのインパクト調査

　一般コースの有効性を確保する活動。RECSAM は一般コースの有効性を調査するためにインパクト

調査を定期的に実施している。この調査はコース終了後 6 ヶ月の時点で実施される。インパクト調査は

RECSAM の一般コースの参加者を対象に、同コースのインパクトについて適用性、妥当性、普及の 3 項目

を調査する。インパクト調査の結果は次の通り：

1. 参加者はコースで学んだ知識を職場に適用できている。

2. コースは参加者の仕事の性質上、妥当だった。

3. 参加者は新しく学んだ知識を、自国の他の教員に部分的に普及できた。

　インパクト調査の対象者は、新しい知識の実践を難しくしている要因として、時間的制約、過密カリキュ

ラム、試験重視のカリキュラム、学級人数が多すぎることなどを上げている。このような問題点が明らかに

なったので、同センターは参加者が課題を克服しやすいようにコース内容を見直している。

　TCTP-JICA コースの有効性を確保する活動。TCTP（第三国研修）- JICA コースはアフリカの教育者の

ために SEAMEO RECSAM がマレーシア政府および JICA と協力して 2008 年から実施しているプログラ

ムで、共同事業の一例である。本事業は有効性を確保するために、次のような活動を行っている。

1.  JICA 職員と協議して最初にニーズを分析し、RECSAM の職員がアフリカ諸国を訪問。

2.  コース内容は JICA と協議して RECSAM の専門家が立案。

3.  参加者が研修で学んだ新たな知識をどのように認識しているか、事前テスト、事後テストを実施した

ところ、スコアが大幅に伸びており、コースの有効性が示された。近年では、参加者の何人かは母国

の省庁で昇進し、中心的なリソース・パーソンとなっている。 

SEAMEO の教育協力の有効性

　1965 年の設立以来、SEAMEO は加盟国間の協力を継続し、地域の能力向上のために研修や研究を続け

てきた。SEAMEO の強みは、加盟国間の教育協力を奨励し向上する組織構造にある。SEAMEO がこのよ

うな協力を継続できたのは有効であったからであり、SEAMEO の組織の次のような特徴が有効性に寄与し

てきたと考えられる。
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・ それぞれの加盟国が自国の強みをシェアしながら、他の加盟国のプログラムに介入することなく、

SEAMEO の成功に貢献している。

・ 各国が協力の恩恵を受けている。

・ SEAMEO センターのプログラムの立案や実施に関して、（省庁レベルからセンターレベルまで）関

係者の様々なレベルで定期的に協議が持たれている。このような SEAMEO の会議のユニークな特徴

は、有効性の向上に役立っており、トップダウンとボトムアップの双方向から情報が伝わっている。

・ 事務局が十分な資金で運営され、SEAMEO の活動の調整や、今後の開発計画の支援をしている。

・ 教育大臣からの権限委譲によって、SEAMEO のプログラムが効果的に実施できる。

・ 外部機関が二国間協力や多国間協力を通じて加盟国と協力をするのを、地域機関としての SEAMEO
が支援している。

47



48

指定討論・質疑応答

吉田和浩（広島大学教育開発国際協力研究センター教授）

　ありがとうございました。ではパネリストの皆様とお二人の基調講演者にご登壇いただきたいと思います。

このセッションもドロシー・ナンポタ博士にモデレーターを務めていただきます。発表者の皆様の討議では

なく、参加者の皆様から質問を元に議論していきたいと思いますので、よろしくお願いいたします。

ドロシー・ナンポタ（マラウイ大学教育研究訓練センター長）

　吉田先生、ありがとうございます。ご説明いただいたように質疑応答のセッションですので、皆様から三

つほど質問を受けて、パネリストの皆様にお答えいただきたいと思います。質問をどうぞ。

質問 1：江原裕美（帝京大学）

　パネリストの皆様の素晴らしい発表に感謝いたします。萱島部長に質問があります。基礎教育と高等教育

のニーズの重要性を強調されましたが、基礎教育とは初等教育と前期中等教育を指しているように思いまし

た。また、高等教育は大学教育のように聞こえました。では後期中等教育についてはいかがでしょうか。基

礎教育は初等教育と中等教育をすべて含みますか。JICA は後期中等教育にどのように取り組んでおられま

すか。また山田先生は現在進行中のパラダイムシフトについて説明されました。このパラダイムシフトとは

具体的に何を指しますか。その中心となるのは何ですか。先生のスライドの中に、かつてはドナーが共通の

目標に向かって行程（モダリティ）を調和化していたのが、より緩やかな共通目標に向かって多様なアプロー

チをするように変化してきていることを示す図がありました。これはドナーが調和化に取り組む前の段階に

似ているとも言えます。そうなると過去に逆戻りしているとは言えないでしょうか。あるいは先生がパラダ

イムシフトと言われるときには、何がそれほど大きく変わっているのでしょうか。パラダイムシフトの意味

を知りたいです。

質問 2：ニウ・チャンソン（浙江師範大学アフリカ研究センター・名古屋大学）

　私は浙江師範大学から参りました。現在は名古屋大学の客員研究員として日本に滞在していますので、こ

の機会に国際教育協力日本フォーラムに参加しました。今日は多くの発表者が中国について言及され、特別

にユニークなドナーだと言われました。おそらく経済的に発展してきたため、中国は 2000 年に初めてアフ

リカ諸国に協力するプログラムを実施して以来、グローバルな世界に責任を果たしていきたいと望んでいま

す。中国は実際、ドナーとは思われたくありません。協力を重視しているからです。中国は共に発展し、相

互に尊重し、双方に有利となるウィン・ウィン・アプローチをとることが大事だと考えています。これが中

国の関わり方のユニークな点です。今日の主要なテーマは教育協力の有効性です。能力開発やオーナーシッ

プについて多くの意見が出されました。一つ申し上げたいことがあります。私たちはアフリカ諸国について、

もっと学ばなければなりません。アフリカ学にもっと注目しなければなりません。アフリカ諸国について知

るために、アフリカの教育、文化、言語、経済など、学際的な研究を推進するべきです。そうすることで、

アフリカ諸国との協力を向上できると思います。萱島部長にお聞きします。アフリカにおける教育プログラ

ムの有効性を JICA はどのように評価していますか。

質問 3：ルベン・ングウェニャ（マラウイ大使館）

　この素晴らしいセミナーと午後の部の優れたプレゼンテーションに感謝します。JICA に質問します。教
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育制度とインフラ整備のよい支援により、初等教育や中等教育の学校が建設されていますが、JICA の高等

教育の政策に関してお聞きします。中等教育の学校だけでなく、大学を建設する計画はありますか。その点

で私たちの国々を援助しパートナーとなる計画はありますか。

質問 4：ベニート・ベノザ（東南アジア教育大臣機構教育革新技術地域センター、筑波大学客員教授）

　こんにちは。フィリピン所在の教育革新技術地域センターから参りました。このフォーラムに参加でき、

うれしく思います。官民のパートナーシップについてパネリストの皆様にお聞きします。国境や地域を越え

た民間の教育協力援助とのパートナーシップについてご意見をお聞かせください。

質問 5：鈴木慎司（日本外務省）

　様々な観点の発表を聞くことができ、嬉しく思います。たくさんのことを学ぶことができました。アフリ

カの教育援助について皆様にお尋ねします。これから 5 年間、何に焦点を当てて取り組むべきでしょうか。

萱島信子（JICA 人間開発部部長）

　私への質問をありがとうございます。基礎教育と中等教育についての定義に関する最初の質問ですが、基

礎教育には初等教育、前期中等教育、ノンフォーマル教育、就学前教育があります。しかし実際の教育制度は、

初等教育、前期・後期中等教育、高等教育からなっています。初等教育から高等教育まで、すべて結びつい

ているというのが私たちの考えです。後期中等教育は高等教育に繋がっています。これらのサブセクターの

定義は国によって異なります。JICA の政策は主に基礎教育と高等教育を支援することですが、実際には国

によります。例えばアフリカでは JICA が後期中等教育を支援している国々もあります。このように JICA
はよい意味で柔軟に対応しています。厳格な定義をしていないため、ケース・バイ・ケースで対応している

と言えるかもしれません。中等教育の学校建設について補足すると、基礎教育と高等教育が主なターゲット

でも、中等教育の施設が必要であれば協力しています。特定分野のニーズがあれば、JICA の現地事務所に

ご連絡下さい。

　より有効な援助に関するもう一つのご質問ですが、非常に難しい質問で、答えられるかどうかわかりませ

ん。ただ、JICA の強みの一つは能力開発であり、また、現地の専門家と協力して現場の活動と政策レベル

の活動をリンクさせることであると言えます。開発の仕事の有効性は、一つの要素だけで判断できません。

また、一つのドナーや一つの活動だけに限るべきではありません。現場では、すべての活動が関連している

からです。多くのドナーが国の政策に沿って様々な活動を行っています。これらの活動の有効性は、個別に

考えるのではなく、全体を見るべきです。JICA は政策に沿って、様々なパートナーと協力しながら、よい

成果を出したいと思っています。ありがとうございました。

山田肖子（名古屋大学大学院国際開発研究科准教授）

　ご質問ありがとうございました。まず、パラダイムシフトとは何か、その中心となるものは何かという質

問にお答えしたいと思います。たいへんよい質問で、多くのことを考えさせられました。ドナー協調の以前

の時代には戻りません。新興ドナーが出現して、被援助国は様々なドナーから援助を受けています。以前は、

ドナーは互いに協調して調整し、一致して被援助国との交渉にあたりました。そのような相互協調に従わな

いドナーは枠組みから外れた非協調的な存在とみなされました。しかし従来とは異なったドナーが数多く出

てきており、それらの国々を ODA の場から排除することは難しくなりました。開発途上国にとって、この

状況は選択肢が増えることを意味しますが、被援助国の政府職員が短期的な利益ではなく長期的なビジョン
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に基づいてこれらの選択肢からパートナーを選ぶ見識が問われます。長期的なビジョンに基づいて、国全体

にとってよい決定をするためにも、これまで以上に政府職員の能力開発が重要になり、この分野の援助が不

可欠です。

　新しいパラダイムは、ある意味、自由経済への移行に似ています。規制が自由化され、市場が支配する方

向への移行です。顧客が多くの選択肢を持つように、開発途上国は様々な選択肢を選べます。

　アフリカ諸国の教育協力についてですが、学校は本当に根本的な意味での「教育」を提供しているのだろ

うかと、私はいつも考えています。教育活動の拡大だけでなく、その社会における教育の妥当性を向上させ

ることも考えなければなりません。妥当な教育は学校教育だけにとどまるものではなく、学校以外の学習の

機会についても考えるべきです。これは抽象的な考えですが、常に私の脳裏にある基本的な考えを述べまし

た。

ドロシー・ナンポタ（マラウイ大学教育研究訓練センター長）

　今後 5 年間、アフリカの援助で焦点になるのは何かという最後の方の質問については、ルースさんに答え

ていただけますか。

ルース・M・ムバンガ（ザンビア教育省教師教育局長）

　ありがとうございます。基本的には、そのご質問に対して、3 つの質問でお答えしたいと思います。つまり、

まず（1）何を教えているか、（2）だれに教えているか、（3）どのように教えているかを問わなければなら

ないと思います。ここ数年間、私たちは教育へのアクセスに焦点を当ててきました。その点では大きな前進

があり、多くの子どもたちが学校に行くようになりました。しかし教育の質になると、まだ十分ではありま

せん。莫大な投資が行われているにもかかわらず、どの学年の成績をみても、識字率が 0.3％向上しただけ

です。教科書、机、教員もそろっているのに、子どもたちは学んでいないようです。アクセスは向上しても

質が伴っていません。子どもたちは教室に来ていますが、何を学んでいるのでしょうか。カリキュラムの問

題や、教員の訓練方法をどのように見ているかは、議論の中心とはなってきませんでした。とにかくドナー

のコミュニティは、教員の問題に資金を投入してきませんでした。被援助国は、やる気のない教員の問題や

学習者の問題を抱えています。「万人のための教育」を重視してきましたが、取り残されている人々がいます。

恵まれない子どもたちはほとんど特別な支援が提供されていません。このような分野は真剣に取り組まれて

来ませんでした。

ドロシー・ナンポタ（マラウイ大学教育研究訓練センター長）

　中国に関する質問と、双方にウィン・ウィンとなる協力についての質問に対する回答が残っています。（質

問者を指さしながら）SEAMEO に対するものと思いますので、いくつかの質問を受けてから、ウィ・ホック・

チェア氏にお答えいただきたいと思います。

質問 6：アーロン・ベナボット（広島大学 CICE 客員教授）

　まずマレーシアのウィ・ホック・チェア氏に質問します。研究の優先事項は何ですか。なぜそれらの優先

事項が重要と思われますか。また、なぜそれらが加盟国にとって重要と思われますか。あなたのセンターで

は三つのコースを提供しているとのことですが、国内コースと特別コースでは、どちらが相対的に有効で

しょうか。対象者によって、より有効な枠組みやコースがあると思いますか。もう一つ、特に日本モデルの

ODA の問題について日本人のお二人に尋ねたいと思います。日本モデルの ODA を、異なった援助の構成
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や立案に応用して活用することは可能ですか。特に自助努力を重視していると思いますが、会場にあった教

育開発のパンフレットをざっと拝見したところ、最初の方の章に日本は 19 世紀後半から 20 世紀の初頭に

かけて、多数の人々が初等教育を受けており、非常に高いレベルの教育が行われていたと書いてあります。

第二次世界大戦があり大きく破壊されたにもかかわらず、日本人は識字率が高く教育に熱心な国民でした。

第二次世界大戦後ヨーロッパにはマーシャル・プランにより巨額の投資が入りました。日本も戦後復興を目

的に世界銀行やアメリカからの莫大な融資と援助を受けました。今日の多くの途上国と比べると、当時の日

本にはその援助を復興という生産的な目的のために活用する大きな潜在能力がありました。「自助努力によ

る戦後復興」という考え方がどの程度歴史的に正確なのかをお尋ねします。実際、外国の支援がなければ日

本の発展は難しかったのでしょうか。残念ながらアメリカ政府の多くの人々は、そのときの経験を、教育の

歴史も長くなく識字率も高くない開発途上国に適用できると思いました。自立的開発を目的に援助をつぎ込

むのは解決策にはならないように思います。発展途上国が直面している課題も様々です。日本のモデルがど

の程度役に立つのか、日本の歴史的な発展とはまったく異なる国々に、どれほどそれが確実に応用できるの

か、お尋ねします。

質問 7：櫻井里穂（広島大学教育開発国際協力研究センター）

　JICA は教育分野の協力をこれまで担ってきましたし、今後もそうです。外務省は日本の援助を明確にし

ています。そして大震災が起きました。この震災は教育にどのような影響を与えるでしょうか。

質問 8：ハキマ・バタウィ（サウジアラビア王国大使館文化部）

　ありがとうございます。SEAMEO のウィ・ホック・チェア氏に質問します。SEAMEO の加盟国は 11 カ

国ですが、互いにどのように調整していますか。教育部門の難しい点は何か、簡単に説明いただけませんか。

在外公館はどのような支援ができますか。

質問 9：加藤優子（上智大学）

　すばらしい講演と発表をありがとうございます。私は上智大学の 2 年生です。皆様全員に教育格差につい

て質問します。お話を聞いていると、国際教育協力は日本政府が第二次世界大戦後に実施した食糧配給支援

に非常に似ていると思いました。人々はだんだんよい食べ物を求めるようになりました。教育に置き換える

と、開発途上国では政府が教育を提供していますが、人々はより多くを求めるようになります。初等教育で

格差があると言われましたが、中等教育のアクセスはさらに格差があります。このような格差を阻止し、将

来起きないようにする方法はありますか。また、次の時代を担う世代の一員として、私たちの世代へのアド

バイスはありますか。国際教育協力の次の段階で、私たちは何をすればよいでしょうか。

ウィ・ホック・チェア（東南アジア教育大臣機構理数科教育センター研究開発部調査官・マレーシア）

　ありがとうございます。三つの質問にお答えします。まず、SEAMEO の研究における優先事項は何か、コー

スによって優先順位が異なるかという質問でした。政策レベルでは二つの点を見ています。11 カ国は政策

レベルで異なった開発レベルにあるため、私たちはカリキュラムに関して何らかの基準を定めることができ

るかどうかを検討しています。何に従わなければならないかを指示するためではなく、互いに学び合い、各

国が自国のカリキュラムを策定するようにするためです。そのため第一に、地域の基準、カリキュラムの基

準、教員の基準を考察します。第二は研究ですが、教室における実践も考えたいと思います。教員の問題が

必ずあります。ほとんどは訓練を受けています。私たちは大学に行って卒業したら教えられると思いますが、
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教壇に立つと、理論を実践に移すことは容易ではありません。どうすれば生徒たちがもっと興味を持てる授

業にできるのでしょうか。日本の授業研究のモデルは、私たちが見ているモデルの一つですが、授業研究は

文化的なものに埋め込まれており東南アジアでやるのは難しいと思います。習慣のようなもので、これを東

南アジアの授業に採り入れるのは、それほど簡単ではありません。ではどうすれば現場で教員研修ができる

でしょうか。私たちは教員にとって、より実際的なものを求めています。

　二つ目の質問は、一般コース、国内コース、特別コースの三つのコースに関するものでした。一般コース

についてはインパクト調査を実施していますが、資金的な制約のために、他の二つについては実施していま

せん。私たちは現場に戻った参加者全員に対して 6 ヶ月後に調査を実施して、コースで学んだことをどのよ

うに応用しているか、内容が妥当と思うか、それを普及できるかどうかを尋ねます。私たちは波及効果を望

んでいます。ほとんどの場合、可能だとわかりました。コースは応用でき、妥当で、普及も現実的です。し

かしそれは現地の状況によります。問題は時間がないことです。コースに参加して学んで、「何と素晴らしい」

と思います。そこまでは簡単ですが、戻ってから実践するのは非常に難しいです。カリキュラムが詰め込み

すぎで、試験重視です。生徒は試験でよい成績を取りたいと思います。また学級の人数が多すぎるのが今で

も問題です。これが先ほど述べたことに関係します。学んだことをどのように応用するか、授業研究は一つ

の可能性ですが、日本のモデルをそのまま実施するのではなく、何らかの形で彼らの改善に役に立ち自信が

持てるようにし、自分で改善する権限を持ち、授業を改善できるようにしなければなりません。国内コース

を実施するようになった理由の一つは、一般コースでは東南アジアの教員をそれほど多く訓練できないこと

です。国内コースは私たちがその国に行ってその国で訓練を無料で提供しています。それで国内コースと呼

んでいます。欠点もあります。貧しい国々は自らの力で訓練を運営できません。

　（ハキマ・バタウィ氏の質問に対して）私たちは不介入の方針を取っています。互いに助け合いたいと思っ

ていますが、内政介入はしません。大臣レベルの会議を始めとして、いくつかのレベルの会議があり、アイ

デアを話し合いますが、どの国にも何をすべきか、何をすべきでないかというのは押しつけません。これに

よって成果が出ています。ASEAN 諸国のいくつかはよりオープンになってきており、そのような国々と協

力しています。互いの能力から学び合うのが有効な方法です。

ドロシー・ナンポタ（マラウイ大学教育研究訓練センター長）

　日本モデルの援助と自助努力の問題についてはどうでしょうか。まず山田先生、そして萱島部長、よろし

くお願いします。

山田肖子（名古屋大学大学院国際開発研究科准教授）

　まず、「日本モデルとは何か」についてコンセンサスはないと言わねばなりません。この言葉はしばしば

使われますが、人によって意味が違います。今日私は二つの要素について話しました。一つは、援助モダリティ

のパッケージについて、つまり日本がある種の技術援助をいかに得意としているかについて話しました。日

本モデルの援助パッケージについてです。もう一つの要素は、ベナボット博士も説明されたように、日本の

発展の経験に関してです。日本では人材開発の歴史がより長く、明治以前にその基盤があったということは、

その通りだと思います。日本では 1900 年にはすでに初等教育の就学率が 100％でした。その意味で日本は

多くのアフリカ諸国とは状況は非常に異なっています。私は大学院で留学生に教えています。日本の発展の

経験に関するコースがあり、毎年、明治時代から 1990 年代までの教育史を取り上げていますが、学生たち

はいつも、日本は幸運だったと言います。日本は早くに開発を始めたので国内市場を閉鎖し、自国の市場や

産業を守りながら輸出産業を育てるという贅沢に浴しているが、今の世界経済の状況では私たち（開発途上
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国）は同じことはできない、先発の国々と競争しなければならないので難しい、と学生たちは言います。こ

のように、応用可能かどうかという問題が常に問われます。開発途上国にも定着するメッセージを持つ、何

か本質的な意味合いが日本モデルにあるかどうか、私自身も考えています。これらは教育の特定分野に投資

する時期の問題や、教育と他の社会的要素との関係の問題だと思います。これはグローバルな意味でも、そ

れほど変わらないと思います。今日参加下さっている斉藤教授は、このテーマで執筆されていますので、こ

の質問に答えていただけるのではと思います。

萱島信子（JICA 人間開発部部長）

　日本モデルについてですが、一つのモデルですべての国の状況に合うものはないと私は思います。それぞ

れの国が自国のモデルを持つ必要があります。しかし様々な情報や実践を共有することは非常に有益だと思

います。私は現場の仕事なので、山田先生の方がより明確に説明してくださると思いますが、日本の教育制

度の中で開発途上国にとって最も人気がある取組みは、教員研修、授業研究、理数科教育、学校運営管理・

マネジメントです。これらは教育制度の各構成要素であり、教育制度全体ではありませんが、これらの取組

みを実施・研究することは、開発途上国の問題のいくつかを解決するのに役立つかもしれません。私たちは

日本の経験を活用しようとしていますが、それをそのまま移転するつもりはありません。他の国の実情に合

うとは限らないからです。日本モデル全体を実施するつもりはありません。そんなことをしても成功しない

でしょう。しかし日本の経験を共有し、開発途上国の状況に合わせて、日本モデルを検討し適宜変えながら、

日本の経験を紹介したいと思っています。

　二つ目の質問は、日本の地震の影響に関してでした。二点、話をしたいと思います。まず、地震で日本

人の考え方が大きく変わったと思います。私たちの自信や自惚れは崩れました。実際、一つのよい影響が

ODA の予算に見られます。1998 年以来、日本経済が縮小し続け、日本の ODA は減少の一途をたどってい

ました。しかし来年、初めて ODA の予算が増加に転じます。これは地震によるものです。日本は震災後、

開発途上国から様々な援助を受けました。例えばガーナからはチョコレートをいただきました。小さな支援

も含めて、日本人は世界の人々が私たちを見捨てなかったことを感謝しました。日本が困難な時には、人々

は進んで支援の手を差し伸べてくれます。これは震災で学んだ明るい面です。今までは、ODA 予算の増額

を主張した政治家は国民に批判されましたが、この経験で、日本の ODA は国際社会に高く評価されている

ことを人々が理解するようになりました。二つ目に、経済の状況が変わっても世界の状況は変わっていませ

ん。世界の状況は先進国と途上国の二極対立ではなく、問題はさらに多様化し、先進国と途上国は共通の問

題に直面しています。これも震災を経験してわかったことです。防災や環境問題など、先進国にも途上国に

も共通の問題があると思います。これまで途上国の問題だと考え、防災教育の分野などで日本が途上国を支

援してきたことは、途上国だけでなく日本の問題にもなります。災害を通じて考え方が変わったかもしれま

せん。国際協力でやってきたことが、日本自体の類似の問題を解決するのにも活用できると考えるようにな

りました。基礎教育援助においても同じく、JICA は日本のこどもたちに世界や外国について、より身近に

語れるかもしれません。これは日本の子どもたちが外の世界を見るリンクや窓になるかもしれません。抽象

的な答えですが、震災は日本の ODA に大きな変化とパラダイムシフトをもたらしました。

ドロシー・ナンポタ（マラウイ大学教育研究訓練センター長）

　教育格差について、将来何をするべきかという質問について、ビルガー博士からコメントをいただきたい

と思います。



54

ビルガー・フレデリクセン（元世界銀行アフリカ地域人間開発局長）

　簡単な質問をありがとうございます！　今初等教育にあるような格差を、途上国の中等教育や高等教育で

回避する方法があるでしょうか。格差是正については、基礎教育の格差是正が最も簡単です。ある程度の基

礎教育を受ける権利がすべての人々にあり、国の内外を問わず教育を受ける上で格差がないのが理想的だと

いう考えが、かなり普遍的な合意となっているからです。もちろん国によって基礎教育の期間の定義は異な

りますが、基礎教育は 8 年間から 10 年間とする国が増えてきています。多くの場合、初等教育と前期中等

教育を合わせた期間です。しかし後期中等教育や特に高等教育になると、「経済開発のレベルが異なる国々

の間で格差があるのは悪いことであり、すぐに是正しなければならない」とは言い難くなります。例えば高

等教育の平均就学率は、サブサハラ・アフリカでは約 5％ですが、韓国では約 70％です。経済開発の現段

階では、70-80％の労働力がインフォーマル経済や農村部で働いているサブサハラ・アフリカの多くの国々が、

全く経済構造が異なる韓国と同じレベルの高等教育の就学率を目指すことは合理的ではないでしょう。教育

と経済構造の関係はそれほど厳密ではありませんが、社会における教育制度は、様々なレベルにおける資格

の技能労働者の需要と、社会が教育に公的資金を出せる能力とを計りながら考えるべきです。

　若い世代は何をするべきか、協力の次のステップは何かという二番目の質問については、少し大胆な意見

を言いたいと思います。主に資金援助に頼る開発援助は、私の世代で始まり、私の世代で終わると思いました。

私は援助に反対ではありませんが、国連システムが作られた主な理由は、開発援助を提供することではなく、

各国間の協力が必要だという認識があったからでした。そのため、国家間の効率的な技術協力を推進するこ

とは非常に有効な援助であり、そのような協力において JICA は非常に重要な役割を果たしています。しか

し互いに協力して学び合うことが必要なのは途上国だけではありません。私はノルウェー人で、ノルウェー

は長い間、スウェーデンから学んできています。また北欧諸国はほとんどの分野で緊密に協力しています。

北欧に限らず、このグローバル化した世界で共に生きていくことを学ぶために、国々や人々は協力して学ぶ

必要があります。これまで以上に知識やイノベーションが経済開発を牽引するようになっています。ますま

す知識集約型経済となる中で競争できるために、貧しい国々は自国の状況に合わせてグローバルな知識の

恩恵を受けられるような支援を必要としています。大国が得意とする知識集約型経済において競争力の低い

国々が知識革命の恩恵を確実に受けられるような支援が必要です。中国は何千人もの学生をアメリカに留学

させていますが、ほとんどのアフリカ諸国は、そのような余裕はありません。また日本が開発の初期にでき

たように、自国の状況に合わせて技術開発ができるような強力な民間部門もありません。そのため、日本が

第二次世界大戦後に知識と技術を身につけ、短期間で技術のリーダーとなったように、自国の状況に合わせ

て知識や技術を導入するために、政府はより大きな役割を果たすべきだと思います。つまり国々が迅速に知

識共有し開発のプロセスを加速するためのピア・ラーニングを推進する、より有効な協力が必要です。それ

が次なるステップです。

　最後に日本と西ヨーロッパ諸国の戦後復興のための援助についての質問ですが、日本と西ヨーロッパは同

じ立場だったということを強調したいと思います。マーシャル・プランは、西ヨーロッパの再建に非常に役

に立ちましたが、ヨーロッパへの援助の規模は GDP の 3％を超えることは決してありませんでしたし、援

助が約 3 年以上続くこともありませんでした。この援助は主にインフラ整備の支援でした。技術的・制度

的な能力はすでに存在しました。今日の低所得開発途上国のほとんどでは状況が非常に違います。例えば

2009 年、援助額が GDP の 10％を超えたサブサハラ諸国が 22 カ国あり、GDP の 20％を超えたサブサハ

ラ諸国が 5 カ国ありました。このような高い援助依存度が 20 年から 30 年続いています。

ドロシー・ナンポタ（マラウイ大学教育研究訓練センター長）

　これによって質疑応答を終了します。吉田教授に次のセッションを引き継ぎたいと思います。
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総括討論

吉田和浩（広島大学教育開発国際協力研究センター（CICE）教授）

　ありがとうございます。壇上のレイアウトを変更する予定でしたが、時間が押しているため、レイアウト

はこのままで最後のまとめに入りたいと思います。今年の国際教育協力日本フォーラムのアイデアが決まっ

たときから、幅広い議論が出ると思っていました。今日の討議をまとめるのは非常に難しいです。このフォー

ラムの目的は何らかの結論を出すことではなく、様々な問題に対して活発な討議をすることです。合意やコ

ンセンサスに至るのは目的ではありませんが、いかに援助の有効性を高められるか、教育援助の有効性とは

何かを考える大きなお土産を、フォーラムにご参加くださった皆様にお持ち帰りいただけたらと思います。

また、援助依存のテーマについて考える糧を提供できたらと思います。山田先生が指摘されたパラダイムシ

フトをいかに定義するかについても、このフォーラムでは多くのインプットがありました。昨年 11 月釜山

では援助の有効性が討議され、援助の有効性から相互に学ぶパートナーシップの構築に転換するべきだとい

う提言が出されました。国際協力においては、ただ援助するのではなく開発を達成するために互いに協力し

合うのが日本の援助だと言われています。ここでも考え方のパラダイムシフトがあります。今日は二つの基

調講演とパネルセッションがあり、すべてをまとめることは不可能です。二人の基調講演者とナンポタ博士

に最後のコメントいただきたいと思いますが、その前に今日のフォーラムで討議された要点のいくつかをま

とめたいと思います。

　一つは ODA です。ODA の役割は大きく変わってきています。開発途上国の開発課題も ODA の位置付

けも変わり、新興ドナーや民間セクターも役割を担うようになりました。教育セクターでも、ドナーと政府

は対等のパートナーです。このようなことが主な話題でした。新興ドナーや民間セクターなどアクターが

多様化していることで、援助の有効性をめぐる状況も変わっています。EFA や MDGs を達成する目標年の

2015 年が刻々と近づいています。教育はその目標の一つで、初等教育の完全普及を目指しており、これま

でに前進も見られています。次のステップや 2015 年以降の課題として、大学を卒業することが重要である

だけでなく、学校で何を学べるか、何が将来の職業に結びつくかも重要です。このように今日は初等教育だ

けでなく、我々は何をすべきかについて討議しました。EFA の目標に関しては、恵まれない子どもたちや

公正など、2015 年までに取り組むべき残された問題があります。2015 年以降については、EFA の課題を

今こそ考えなければならないときであり、この点が注目されます。一方、ますますグローバル化が進む中、

その恩恵を享受するためには、人々は知識集約型社会で活動できなければなりません。そのためには高等教

育がたいへん重要です。アフリカの教育では何が優先事項となるでしょうか。正しい答えは一つだけではあ

りません。非常に難しく複雑な状況です。フレデリクセン博士は効率的な配分の問題を指摘されました。進

歩の度合いが様々なので、一つのアプローチではすべての国々のニーズに対応できません。国のオーナー

シップや調和化についても討議しました。それらを推進しなければなりません。ODA を推進するとき、そ

れをどう定義すればいいでしょうか。何が ODA の最適な配分と言えるでしょうか。各ドナーや各国の目標

は何でしょうか。ODA が終了することを前提として、被援助国は ODA にどのような目的を持つでしょう

か。ODA の提供方法についても見直す必要があります。もし自立した開発を目指すなら、援助に対する見

方を変え、援助資源の効率的な配分とは何か、すなわち、どのように資源を活用するか、目的は何か、どの

ようにして最大の成果や結果を出すかを明らかにしなければなりません。受益国がオーナーシップを持てる

ように開発を活用しなければなりません。それは宣言にも謳われています。私たちは多くの基本的な質問に

答えていかなければなりません。それを考えないで、有効性を高めることはできません。しかし今日の討議

を 2015 年に向けてという短期的な課題としてまとめることができるでしょうか。私たちは 2015 年以降へ
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の大きな影響を考えなければなりません。そのため、これまでの活動や援助の有効性を批判的に振り返って

考える必要があります。昨年の援助の有効性に関する釜山でのハイレベル会合は、その報告書を見る限りこ

れらの重要なテーマはあまり反映されていないと思います。私たちは今までの活動を批判的に振り返り、国

際社会の一員として、これからの新しいアジェンダを設定しなければなりません。協力するための共通目標

は何でしょうか。批判的にこれまでのことを振り返ることによって、これらの目標を設定し、活動の共通ビ

ジョンを持つ必要があります。これはまとめではなく、今日の討議内容に関する私個人の考えだと思ってい

ただければ幸いです。まずナンポタ先生にコメントをいただいた後、ムバンガ先生、フレデリクセン博士に

もお話しいただきたいと思います。

ドロシー・ナンポタ（マラウイ大学教育研究訓練センター長）

　ありがとうございます。まとめにあたり、パネルセッションについてもう少しお話したいと思います。

JICA からコミットメントと開発途上国への援助におけるパラダイムシフトの問題について話していただ

きました。私たちはドナーパートナーから途上国の支援を続けるという多くのコミットメントをいただき、

JICA からも途上国にアラインした援助をするというコミットメントをいただきました。これはよい成果だ

と思います。ドナー国の視点からは、援助を有効に実施するために、社会的な状況を理解することが最も重

要です。途上国の政策と教育アクセスの問題のアラインメントについて興味深い分野があることが指摘され

ました。これらの問題について、私たちは非常によく取り組んできました。しかし教育の妥当性や、実際

に子どもたちが学んでいるかという問題が残っています。質の問題にもまだ取り組まなければなりません。

JICA が被援助国の政策とプロジェクトのアラインメントを約束したことは、途上国の残っている課題を解

決する上で、トンネルの向こうに光が見えたように思います。その意味で、途上国はよりよい成果を上げる

ために、妥当性や、実際にどのように学習が行われているか、どのようなカリキュラムか、何が実際に教室

で行われているか等の課題に再度焦点を当てる必要があります。協力の重要性の問題は、私たちはあまり言

及しませんでした。協力の問題は、開発のパートナーとして、共通目標をめざして互いに学び会うことも含

みます。今日持ち帰れるよいメッセージの一つが、取り組む姿勢に変化が生じたりコミットメントが共同の

アジェンダに合わせたものであろうと、共通の目標があれば援助する側とされる側のどちらの立場がよいと

いうことはないということです。共通の目標が達成され守られるためには、協力が必要です。これが、今日

の議論のまとめとして私が言えることです。私たちはよい方向に向かっていますが、姿勢を変える必要があ

ります。開発のアジェンダの中でより注目しなければならない分野をより重視することが必要です。

ルース・M・ムバンガ（ザンビア教育省教師教育局長）

　ありがとうございます。総括ということですが、官民についての質問に、まだ答えていません。この点は

開発援助の方法としては十分に検討されておらず、民間セクターが教育分野に関わるような働きかけはほと

んどされていません。途上国には必要なものの買い物リストがあります。パラダイムシフトについてですが、

実際に必要なものは何か、何をしなければならないかについて、各国から発言するというパラダイムシフト

も必要です。多くの課題があるのは確かですが、優先事項の中で、もし取り組めば開発の触媒になるのは何

でしょうか。どうなって欲しいと思っているかを明らかにすることも必要です。教育分野は大きく変わるだ

ろうと言われ続けていますが、皆様の 2020 年のビジョンは何ですか。私たちは繁栄した中所得国になりた

いと思っていますが、それがどのような状態なのかは明確に示していません。そこに到達したかどうかはど

のようにわかるのでしょうか。私たちはどのような変化を期待しているのでしょうか。これらがすべてわか

れば、私たちは開発パートナーとテーブルについて、こうなって欲しいと言うことができます。それがすべ
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ての教育分野を変える触媒となるでしょう。しかしまだそこまで至っていないと思います。私たちは何が必

要かを開発パートナーが明確にしてくれるのを、ただ待っています。皆、2015 年に向けて活動しています。

私たちはそれに焦点を当ててきました。2015 年になったらどうするか、それ以降のことはまだ考え始めて

いません。技能開発教育は貧困から脱出するパスポートです。卒業すれば家族のために貧困から抜け出すこ

とができるような教育を市民は望んでいます。しかし高校後の教育の現状を見ると、教育を受けても何もで

きません。技能開発はカリキュラムの中で無視されています。ドナーと被援助国側の双方にパラダイムシフ

トはあると私は思います。何よりも互いに尊重して話し合うことが重要です。被援助国は何が必要かを言っ

てもらうのではなく、何を望むかを交渉できるようになるべきです。非常に困窮しているため、必要と言わ

れたものを何でも受け入れるかもしれませんが、私たちがどうなりたいかを明確にし、どのような援助を望

むと明言できれば、協力パートナーとの相互の合意は非常に容易になるのではないでしょうか。

ビルガー・フレデリクセン（元世界銀行アフリカ地域人間開発局長）

　まず主催者に感謝申し上げます。これまで 40 年ほど様々な会議に出席してきたうちで、今回のフォーラ

ムは最もよい会議の一つでした。開発協力に対して前向きで重要な討議ができました。この素晴らしい年次

教育フォーラムを開催された各機関の皆様に感謝申し上げます。さて、中国からの参加者がアフリカ学の必

要性を訴えたことについて触れたいと思います。非常によい意見だと思います。アフリカの開発について話

すとき、アフリカが一つの国のように言う傾向にあります。しかしアフリカは非常に多様な地域で、国によっ

て教育のレベルも問題も大きく異なるため、何について話しているのかを知っていることが非常に重要です。

例えば 1960 年に多くのサブサハラ・アフリカ諸国が独立したとき、サブサハラ・アフリカにおける初等教

育の平均就学率は約 40％でしたが、ブルキナ、エチオピア、マリ、ニジェールのような国々は 10％以下で

した。またニジェールやブルキナには中等学校が 1 校もありませんでした。初等教育レベルでは各国の格差

が縮まっていますが、中等教育や高等教育では格差が広がっている場合がしばしばあります。

　また、「日本モデル」についても述べたいと思います。非常に明確な日本モデルがあるかどうかは別にし

て（私はあると思いますが）、「東アジアのアプローチ」があるのは確かだと思います。主要な東アジア諸国（韓

国、シンガポール、台湾、そして後にベトナム）が第二次世界大戦後に教育制度を発達させたようなアプロー

チです。これらの東アジア諸国では多くのサブサハラ・アフリカ諸国と比べて普遍的初等教育や識字率の公

的予算の優先順位が高いほか、雇用創出や経済成長の共有を非常に重視しているなど、教育と経済開発の優

先順位が非常に高いといえます。多くのサブサハラ・アフリカ諸国では、普遍的基礎教育および成長の共有

が必ずしも大きな目標となっていません。東アジアではまた、教育政策や経済政策になるとドグマティズム

よりプラグマティズムを優先するようです。たとえば中国の鄧小平元中央軍事委員会主席は、「白猫でも黒

猫でもねずみを捕る猫が良い猫だ」と言いました。もし何かをやってみて、うまくいかなければやり方を変

えて別のことを試すという考え方です。このようなことが東アジアの特徴であり、他の国々も学べるところ

です。

　私はまた、よりよい援助協調の必要性について話しました。よりエビデンスに基づいて配分することも、

また国の状況に合わせて各国で最も大きなインパクトがあると思われるところに配分することも必要です。

しかし資金を増額するだけでは最善の援助とは思いません。援助は追加性が必要です。もし援助によって状

況を改善したいと思うなら、被援助国が資金を教育ではなく、より生産性の低いものに転用することは望ま

ないでしょう。貧しい国々を支援するときには追加性もあると思います。貧しい国々では教員の給与も払え

ないようなことが多く、援助がなければ資金がないような他の重要な教育のインプットに対して資金を提供

することで、これらの国々を支援できます。これは援助の比較優位性です。すなわち優先順位が高い投資の
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ために追加性を提供することです。また、パリ宣言はドナー間の役割分担を主張しており、JICA は中等教

育の理数科教育というよい援助分野を見いだしました。これは優先順位が高い分野ですが投資が不足してい

ます。ニーズはあるので、何か追加性のあるものに焦点を当てるべきです。中国が多くの国々で行っている

ような資本投資も、持続可能的なやり方で投資が行われれば、援助の比較優位性があるといえるでしょう。

高等教育も中等教育も発展させなければなりません。私は能力構築のためにソフト面の投資が必要だと主張

してきましたが、かといって資本投資を支援するべきではないとは言っていません。アフリカはインフラを

非常に必要としています。

　最後に、より質の高い援助をするには、よりエビデンスに基づいた援助の配分と活用が必要であると強調

したいと思います。多くの新興ドナーが生まれており、官民パートナーシップは教育分野においても、より

大きな役割を果たすようになるでしょう。そのため、様々な援助資金を全体的に有効に活用するためには、

全関係者の協調が必要です。よりよいグローバルな協調とは、援助配分を細かく管理することではなく、全

世界が重要性を認識しているにもかかわらず深刻な資金不足に直面している主要な分野に対して、より多く

の資金を確保することです（例えば、女性の識字率、就学前教育、人類に共通の地球公共財、技術協力など）。

また、すべてのドナーが同じアプローチに従わねばならないということもありません。実際、従うべきでは

ありません。例えば日本や米国など多くの国々は予算支援に消極的です。それは構いません。様々な援助モ

ダリティがあっていいのです。ただし協調が必要です。これこそ最善のアプローチというものが存在するわ

けではなく、援助対象を決めて実施する援助も、予算支援をする援助もあります。教員に給与を支払えない

かもしれない貧困国が、シンガポールや日本の過去の経験を学ぶために、教育計画立案者や政策立案者を

これらの国々に送る余裕がないと思ったとしても当然かもしれません。しかしそのような学習や知識の交流

は、非常に有効な援助となりえます。ドナーは地域的な協力に進んで資金を提供するべきです。その意味で

も SEAMEO のプレゼンテーションを聞けたのは非常によかったです。すぐれた実績のある機関を支援する

ために、アフリカのドナー機関がより多くの資金を提供して欲しいと思います。JICA はまたアジアとアフ

リカの大学間協力における知識交換やネットワークの支援で実績を上げています。これは非常に有効な援助

資金の活用法だと思います。アフリカではまた、地域協力が非常に重要です。人口が 200 万人以下の国が

アフリカでは十数カ国あります。人口 100 万人以下の国も沢山あります。つまり、本格的な教育制度を確

立するためには他の国々と協力する必要があります。

　ご質問、ありがとうございました。またお招きくださり、ありがとうございました。

吉田和浩（広島大学）

　そろそろ終了の時間がきました。講演者の皆様に感謝いたします。またご参加下さった皆様に本日のフォー

ラムを楽しんでいただけましたら幸いです。これでプログラムを終了いたします。どうもありがとうござい

ました。
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1 睡Lい予.不足のため句ー方の予..とれ".他方が剛られるという融措糧揖

官 大曹〈分けて2掴置の揖助{スライド"園E同盟助および地嘩公共闘岨能
的問圃

〉 彊則的な竃血眼圃と長期的抵控責
2 両方の置助効果垂直酌晶た的の指針

> 棉.o:r".A聾聞で昆"晶世論的町豊富力の薗書と.. 調性
》 ほとんどの閣で、教育費量の大観分l立国内田質量濁による.

》 そのため聾励賞金の比較置位性!ま...にあ晶.
2 この量瞭で、置崎貴金k圏内貴金目聞の車用性"鼻剖幹的

(i) 位膏質量全体，s件+圏内〉が眼曹の膚畢在高めることがで曹るよう年‘しっかり
とした槽樟司揖宿阻四割置の禍檀 > 揖刷質量はほとんどの目的のために園肉貴金に代用で曹る.
(ii) GPG圃植を植温するために‘より勤皇的で‘より書〈仰貴金に支えられた""ニ > しがし囲内費量!孟'"畏期的置費よりも盟問的な軍...や崎与在置先
パJLな割庄の構量 L、(11)f!富力."い人4よりも、 .. 冒力のあ晶λ噌苦量先寸晶.
(iii)園周握助とG開祖艇に倒す畠橿闘の相暗抽畢豊富める豆カニズムの構揖

，. m助賞金の比駐軍位性賞金が平足してい畠.白ょう立置先的年ニーズに酎
+骨量"年の量優先事項園白墨期的担軽書的社書的文化的発置のニーズに す晶温且費量

対応で曹る包括的で持幌可能.Il.白構.. > 畳綱闘拡闘蝿ニーズに応え晶包括的で持植可能"制鹿
〉 轟外されてい晶人々のための..慣やプログラム

" 
》 ピ7ラーニンゲと持睡司脆性を権温する岡町箇カー三画壇力

" 
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4 より効果的な国別揖助 (b)優助の置先事項
4より効果的な園且復助 (c)媛助措存のリスクを経漏

t 削鹿豊岡売するための能力開蝿(CO)をめざすソフト置への盤貴 倒
官 ザブサハラ・7フリカ(55A)....の圃勘".かつて"いほど量<、基盤のものになっ

> Iピデンスlこ革づ<.ilJ:il重のための掴臨基聾 てい畠
> 醜賢岳立書 a費施・毛二世ーし.膚畢豊野価す畠専門担圃

》 主ザ盟ブ皇サ主，4Sカ圏中‘"カ園で撞盟舶勘ががGE怖0'をの超悼え軸たを白姐tat1sカ‘S国カの圃hで.却"特軸をを超超ええたた. 
> 帥サービHス，SEeSa縄Hの舗aのコ・JをU殴定刊し観開幌院.し径を勧泉佐"すa‘こづといがてで人き絹る政酬治鍵が2でhき 、ラ臥件の薗砲でl草、

o，引力薗のみ【アフガニス膏ン>.
》 盆量生商事草におけ晶掴助の割合 2曲昏年に2耳鳴 (55"，の"拘園の中長値〉

< ，健瞬時鱒でCきDる酬よう忽のb効m集約で鵬観酬首附貧佳含を果めたてせ圃る専制度門を機出録酬するし 強化L 〉 量宜的豊且自瞳圃の畠櫨均"睡年貫まιでB'ES1J4h開量.助(却申書卑1 "瞳ドJ~ . eFA遣虚のためには‘
年が告宜0 ドルが必要と.ユ串スコl孟算出している.橿助

2 蝿陸蝕曹さ理れ腫るの栓，.宵畢のに置対をす向る上恒す明る責た任め査の事樟.置す晶牢制冒度世輯...司俸‘教員や牢
也再的リスヲは

2 閏レベル白檀闘でも‘橿勘怯拝のリス告を瞳離し‘ 自立豊富島晶方法

z公正佳平民牢の著者、障害児、女子・女性や量材ー非公式桂揖の骨蝿者 > a肉賞金軍l二.MJ.草，.，.圃固により・直を量てる+より高い量掴性
革櫨歯曹棒7盛の鞍曹に討する人唱の聾置が強いところでは‘より目盤 F 揮闘が比睦附置憧町分野でー章宜主躍起.. 割主主>!>に量主的IニJ<ll畳

> 
4 危置檀置的的故な予現ZのE貰中蝿で.賞Lい人身や司これまでに適.，たもの壷守晶ための&

〉 車晶画""""揖血『畠.... ぜ"ス宣盟轟い目的虫色盈Gll圭+給与よりも盤貰

+橿闘の担割町増式公正の推進、貧困剛属、南同協力
> 蘭肢を生んだり、自動膏力量血書したり、園肉貴車町圃員..冒す晶ょう紅、圃

直圭盟盤i己主並盈健毘量量tt晶.
" 1・

S. より効果的なグローパJCな恒助協掴:(a)各国聞の配分

1 鞍宵撞動"地瞳や園によって平岡噂にE分されている.，自由自年の埴合 5 より効果的なグローパルな慢助協調 (b)GPG樋能

~ 1)‘牢控児童1人あたりの橿動翻'"および7ラブ錨園I孟唱3ドル.中蘭畢では畠ド 1 個副革申由理車を槽晶ために G同檀聞に京められること
}I，.:アジアで1;1:4)111，.

> ，究kム、住直民上王園"聞ZのE也轟づく量7量ラ益ー霊ニ 能力闘鼻、量輔宣担の畑田圭其有化、比較研
~ 55Aの低所禍園で‘ 1人島t~lJの撞動車が自ドル畢薗だった園l孟柑カ国‘"ド"を カーピ ンゲ
誼えた圃I孟7拘園. 〉 捜槽由揖聾斡"の薗蝿直上園で‘人口車内凶万人以下
'" 2009年に岨~が"弘 増えた薗l孟4カ園 インド‘ パキス聖~‘工チオピ7‘ベトナム

，. ~のような園有に畳先聞に橿酌を彊借す晶ことによって‘'"に吋す晶橿助勤皇 ，. "血』町G'G蝿曜に対して貴金を勘血す晶には書〈町田曹がある

垂直める. > ただ蝿り~.H 正の外個性豊持つものに討する賢官蝿棋に一般的にみられ

> 目揮を下圃ってい晶』が橿動費輔のよい国司 る~.

> 舶.憧の『臨調国軍』‘す"わち『費縄ベース」由揖助より『ニーズ」壷重視 〉 GP喝の7ウトプヲト酔計るのが田植+ドナ←の貴金"量則的に評価される

3 孟『臨圃圃皿国撞軍動』量置に直化がみられ‘圃別配分が宜わ晶

〉 皇るE宣旦揖聞量豊舟聖歯車寄軍+瞳革，、の抵院によって、貴金橿棋がEられ

長 』に‘より大曹"主撞 ー 橿且揖闘の益幅的専門世が抵下+理問主聞置だが見過ごさ札ている

> デンマ-<人オラ~<‘"レウzイ、イギリスなど)い〈つbのドナー園".ニ園間
盟副の封車圃を蝿定してい晶.，橿勘寵児，C'橿勘園児」的措量が陣式する可陸 3 置闘の全体的事踊県豊高めるた酌に、圃陣社曲がやるべ曹こと
性がある.

~ GDG.能を盈量L適切に宜主量盤す晶ζとを‘より優先す晶

<貧困白地理的信度化をE挫した‘橿動車置の直化凶年前、賞圃園町叫軸が低
〉 置の置い盟副を撞慢す畠ように‘橿勘喧闘の撞傾倒車門性華強化す晶

南構圃に住んでいた.現在は"軸が中断帽園に住んでい晶.

" " 

5 より効果的なグロー パルな橿助協調:(c)教育担助の枠組み ー より工ピヂンスに基づいた揮助分配と橿勧也闘を推進するためのス〒ッブ

現在の置勘の置先圃値や枠組みl止ます事す過去の周圃に封応してい晶 ー ゲローパJI-t，正直舶の効果垂直前るための贋置についてコンセンサス圭欄量，.加す

t直"する恒先制臨置に封畢す畠ためには‘喧'直前かつ畢肢に揖助費活用しなければ ればならない.倒え".

主ら"い. ー 各国の.耳に合わせて‘撮~ø比蝕置位性があ晶とニろに橿助が使われるよう

〉ヴローパ"な糧費や祉舎の亀量"度化に対応するため‘担E..イJベーション‘-E力 にする.

彊Jt苦.ØlLt~.宵融置やプログラムb'司より.めちれるように主コている. ー圃剤、目前期司掴助の橿周期に、恒助圭より職略的"配分する.

>国軍閣や地増聞の柚量だけでなι圃肉の畳豊島監孟Lつつあ畠中崎格差掴小に佐立 >彊助の事調可蝿性、過血性、持植可能性豊高める.

つ樋闘が必要， ト置の高いG'Gを橿自民す晶ために‘G'"檀圃垂直草L、賞金蝿供す晶.
>ピ7ラーニンダや知阻共有のため白蘭蘭也カ・三角也力苦主撞す晶. 》 ゲローパル"教育揖駒田枠組みを圃.，、よりよい橿刷協圏在めざす.

〉 揖助岨闘の盤情的事門性華強化す畠.
2帽聾置に対応す畠に".世界的に世宵セヲ.ーが‘より:士曹立リ-<ーシップ在兜揮し

年ければなら年い. 2 そのために‘より陣闘し辛ければならないこと
~DACFナが直面しているもdD ‘ 1"予算削掘の申‘斬た主揖勘書聖がままれてい晶 > ドナーlιよりエピ千ンスに基づいて園町在配分する.
，.慢‘量制安全慎陣):(11)橿闘の朗畢に珂す晶幻麗が商事っている:(Iii) rli開ドナー』

》園o高い置先事項.. 記帳す晶樟膏に対して世界がより政治的回心苦持つこと.
止の鰻.

》 臨圃したことを政治的な軍事と行動に軸Uつ"晶メカニズムと質量橿儲.
〉畠田園園lこ~軍輩記撞埠宣畠盈"'"ヨ-'" 孟‘直革的信踊性と陸力に曲、かつて

..より置の高いサービス壷橿棋，.蝿彊り'い壷せず、協力し、骨量することが晶..
> .すベてにか曲、わ晶聞置世界的に躯宵セヲ曹のリーダーシヲブb'肩いこと

"，H揖lドナ 姐置の置置l孟島晶が‘資金担棋が増え‘牢ベ畠檀虫であ晶.

" " 
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背景

。政府割をlま果質たのす高こいと教を育認を詳提供する上で教員が重要な
役 識している.

。有軍資格軍で有事能的な中教で員を採悶用することの重要性は、国
政文 も強されている。

。教決定員づlま量けるもも重白要でなあ賀る踊。であり生徒の宇宙の成功を

。教る。育制度の買や有効性は教員由貿に大きく怯存す

。子身ど.才もの教育的・個人的な幸福は、教員の能力、献
覚にかかっている。

.2012年2月7日 • 
学校制度

教員養成

。 初等教育軍1-7学年、中等教育軍1-5学年、高 教員養成プログラム
等教育 l年聞のCel'tificateコース、2-3年間町 。 1966年(ZPC)、1986年(ZBEC)、2000年(ZA'I'EC)
Diplomaコース、4年聞の学位謀程 (1964年) 。 学なか校っ制た度。の変化に合わせた教員聾成が行われてい
。 初等教育富1-7学年、中等教育軍8-9学年およ
び軍10-12学年(1977年) 。 教員聾で成廿l芸わ依れ容てとして初等教育・中等教育というレペ

ル分け いた。。 基礎教育茸1-9学年(初等教育第1-7学年およ
。 政府町新政軍ディプロマをすべて学位に引き上げる。び前期中等教育軍8-9学年).高校軍10.....12宇
。 すべての教員聾成校を大学に改変する。

年

。 2011年に政府は再び.初等教育(第1-7学年)、中
等教育(草8~12学年)に戻すことを虫定 • • 
教員養成 教員職能開発

現職教員研修(1NSET) 01980年代以降.理教教科白指導白買を高める取り組
みが増えた。

。短セワーン期タク的ーシ立でョ継ッ実プ続施や的職セミ能ナ開ー尭を(学CP校Dや)の教た員めリのソース 。政府主導でドナー宜金によるものだった。

。CPDIこ対する教員のオナンツプは促進されなかっ

。錦繍駐車害訴向け専門コス
た。

。1990年代半ばまで、INSET研修は教員のCPDとは
ほとんと.無関係に実施されていた。

。INSET教育支援が再定義され‘教育政置に明記され

• た。 • 
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教員職能開発政策
教育分野の協力パートナ

。教育由貿と有効性を高める。
oSIDA r教育のための自立的行動計画 (SHAPE)。個々司教員ならびに教職全体の買を向上させる。

。訓練を畳けた教員の供給を増やす。
プロジェクトJ1986年

。教員整成・現職教員研障の臨時を開発する。 。実るこ績と科を目目に指おすい。て学校や大学由自立的な能力を高め

。教員の専門的能力は教員整成および現職教員の継続 。DFlDr英語・数字・理科向上計画(AIEMS)ブロジェ
的な職能・自己開尭によって培われる。 クトJ1989年
。勤務条件を改善する。 。識字プログラム初等リ ディンゲプログラム(PR町、

。教員組織を股立する。 New Breakthro(uN gh toLiteracy(斬識字率四飛躍的
向上プロゲラム)(NBTL) 

• • 
教育分野の協力パートナー

教育分野の協力パートナー

。USAmrコミュニティ県健栄聾ジヱンゲー・教育支

。現職教員研修制度CSPRINT) 援プロゲラムJCCHANG ES1， 2)によってコミュニティ

-教員ゲルプミティンゲCTGM)
スクルを主催。

-校長現職研時ミーティンゲ(HIM)
。「教育由貿改善プロジェクトJ(EQUIP2) 

-(リGソRーAスCEセ)ンターでの学年別教員ミーティンゲ
。学校のリ-'fーシップと学校の有効性田向上、必要と
さブれロる政を置転換ー銅整支援の立車への高度害加型

-(リSソMーAスRCセ)ンターでの科目別教員ミーティング
セス構築。

。按術を通じた買の高い教育サービスCQUESTT)

-現職教員研修とモニタリング成(コSIMスO」N(Z)A 理方向聖ラジオ教育CIRIl
。DANlDA rザンピア教員聾 TEC) 

• @ 

開発媛助のインパヲト 開発援助のインパウト

。プロジェクトの成否は財源に大き〈依存していた。 o織踊と対話のみに限られ‘対I百l伝達アプローチが強化されたー

。持続可能性オーナーシッブが史朗していた。
oリーダーと参加者の関係や立場によって番号加が限られた。

。教員や学校は、新しいアイデアを採り入れることがで
。能われ力な開か発っがた行.われず、個人的銭能に関する批判的省案も行

きず、意欲的でもなかったc oアイデアや詰能に対する抽象的なアプローチが奨曲された，

。教員が開尭した教材は活用されなかった。 oカスケード方式により、中央集極型の活動へ依存度が増した。

。低コストで準惜時聞が短くてすみ、多目的に利用でき
o教員グループは困難に直面 研修は不明瞭で、時間を見つ
けることも線し〈、優れた実践に関する情報共有も権準されな

るものが必要だった。 泊、った。

。入念に構成されたモジュ ルに大きく依存していた。 o教員たちは遺〈ても教員リソースセンヲー(TRC)まで行かな

。研惇の範囲や有効性が制限され‘柔軟性もなかった。
ければならなかった。

• 。
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理数科教育強化計 画 (SMASTE)

。持続可能な継続的聴能開尭(CPD)を目的とした宇
校ベス町継続的職能開発(SBCPD)
。現職教員研惇制度(SPRINT)を通して運宮
。需要主導型で費用効果が高いブロデラム

。明確にされたニズに対応、学校由ニズを重視

。学校またはリソースセンターで実施

。多数の教員が学べるブロゲラム

@ 

理数科教育強化計画(SMASTEl

開発援助の課題

。セブクタ ワイ競ド合アすプるロアプチロやー多チ国も間あ・ニ国聞のア
ローチと る。
。ドナーが短期プロジェクトに偏向。

。連よ国あには重要な筏能や能力が牢いとの思い込
みがる。

。外からノプウをハ埋ウめをる曹こ早と〈が;主で入きするるとこ思とっにてよいって そ
のギャッ る。

。プロジェクトアブローチl立、れ説て明い責た任。や持続可能
性に究けており、個人化さ

。プロジヱクトアブローチは忠、政訴府がで奨は励なさくれブるロ
1

ジヱ
クト賞金提供者に対する

@ 

理数科教育強化計画(SMASTE)

。教む科内容ばかりでなく方法輪‘教材利用、学級運営も含

。按支術揖協プロ力ジプェロクジトェクトとして学校でのSMASTE慢業研究

SPRINT活動の強化を支擁する。
。鰻集における指謙・学習を改善する必要性があったことか
ら実施.より多くの教員に便益をもたらすことを昌摘す.
プロジzクトとCPD政策のアラインメントを重視する。
oINSETのオーナーシップと持続性を提唱するe
o現地で着手し実飽する。
o教員聞のチームワークを促進する。

@ 

開発援助の課題

。ザンピアは重置輯構造改革計画低い投費低い
買に苦しんでいる。

。インプットを増やすことに重点的に努力している。

。教育機聞の効率的かつ対応的なサービスの提供は
あまり重視されていない。

。サービスを効率的に憧うための消費者田能力や意
欲に関しても、ほとんど，主意が払われてい立い。

。サ ピス提供者は置についての説明責任を負って
いない。

。変革を持続させることが課題. @ 

結論

。 知畳識益は者がドナ積ー極が的簡に単獲に~す転べでききもるのもでのあでるは。なく、
。現地の価値観と知見を知ることが重要である。

。主主主zP昂熊臨官IFの知識や制度
。こシあれッるもヲ。、は'jロザグンラピムアのに持お続け可る政能策性転か換らも.オ明らかナで

@ 
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マラウイにおける教育協力の
可能性と課題
ドロシーナンポタ
マラウイ大学

第9回国際教育悩カ日本フォラム
2012年2月7日東京

教育の優先事項(NESP& ESIP) 

-マラウイの中期開発ツールとしてのfマラウイ成長
開尭戦略(MGOS)J (2006年一2011年)

• MGDSに基づき r国軍教育セクタ 計薗(NESP)J 
(2008年 20[7年)と「教育セクター実施計画
(ES[P) J (2009年 20日年)が量定され、教育関尭
の優先事項として3つのテーマが掲げられた
，教育町公正なアヴセスを拡大
〉教育の買と適切性を向上
，教育制度のガパナンスと管理を改曹

マラウイの媛助優先事項

K.とJ!'!!J控室四月よ
・{正学年の読むカや算数に焦点を当てた学官成措
<USA1D) 
・教員聾成・現職教員研修(00、CPO-GIZ)、中等教
育におけるCPO(継続的職能開発)(JICA) 
・教材の調達(学技への助成金を通じて)(世界銀行.
OflO. GSES I&II-CIOA) 

カ'/{フトニ/At!:goJA四坤ーと
・政績の見直しと立案例政策の地方分権化(GIZ.
JICA) 

はじめに

-教育協力は通常.ドナーと受益国政府の2つの
パートナーが関わり、これは公平性を伴わなけ
ればなら註い。

・そのような協力の目的は、畳益者側のパ ト
ナーの共通目標を達成すること。

・マラウイにおける教育協力の有効性は.国家教
育セ'.7'>一計画(NESP)に掲げられた優先事項
の達成に貢献すること。

マラウイの援助優先事項

#宵印公iE~?'クt!•λ

・インフラ整備(女子用宿舎、教室町建設)ーUNJCEF.
OnO 

・女子、中速退学者、障害者、費しい人々や、文化白
壁などで疎外された子どもたちを対車にしたブロゲ
ラム(倒持ち帰り童糧の配給、 USAIDによる
EDSA'uVC'CTSなどの給付金、学校保値・栄華、
奨学童、母親ゲルプの盤立、ジェンザー主流化)

・カリキュラムの見直し G[Z

主要ドナーおよび揖助活動・アラインメント

，主要ドナー USAlD，UNJCEF， CIDA， JICA， GJZ 
・20[]年 [2年の最大援助国は中因。マラウイ南部の
N由"に理工大学、 Thyo[ol=中等学校を建設。
・中国以外由ドナーはすべて、セヲターの援助協調査
行っている。
・セクタープログラム全体由雄助協調により、より影
ずが高封A 吋酌軍一ンゲ評
製帯主専守こ lこより、フレキシブルな棚、
一期でらため。
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婚勧効果向上に関するパリ・アウラ宣言

8∞lh(2008年)によると、 2005年パリ宣言は媛助効畢
向上の要因として.まのS点を挙げた
・植援助国のオーナーνッブ政治的なリーダーシジ
ブ、開尭ビジョン、これまでの開発に関する国軍構
造を壷革しようとする意志
・国の政聾や制度とのアラインメント

・媛助の翻和化

・成果マネジメント

・相互説明責任

成功基準

-政簸立東実施にマラウイ園教育科学錐術省(MoEST)およ
ぴドマシ教員養成文学0>(;1<:)の両方が岡わる.(オーナー
シッブ)
・OCEに資金を!I供する.その資金は通常の大学資金のー
却として管理する.(オーナーシップ}
.DCEとMoESTの現地アクターがプロジェクトを管理する.
CIDAの聡員がモヱタリング・評価(M&E)Iこ多加する.(成
果マネジメント、相宜観明責任)

・成果I左中等学校教員となるにふさわしい自主的な敏員、
教員給与の改善、ゅ"学校の教員不Eを鰻和〈アラインメン
ト)

EDSAlSIG援助額

-孤児や弱い立場の手どもたち(ovりや裏支樋兜(CTS)の
支鑓に対する助成金

中等教員養成プロジェウト(SSTEP)

-期間 2000年一2007年

・援助機関 CIDA

.ターゲットグループ棒71iE書を取得し申等学桂教
員になることを希望する初等学校教員

・賞金援助封章授華料、教材の印刷、教員スター

タ ・パック(中等学校シラパス.担当教科の主な教
科書)を卒輩時に提供

・持続可能性同プロゲラムは現在も継続

学校への助成金一教育地方分権化支撮活動

(EDSA)・学校改善計画<SIP)-Mbayani校

-児童数 1[，021人、低学年は10から12クラス

・教員数 99人

・ンフト制

・プランタイア中央ビジネス地区から約3キロのスラム
街に所在する.

・梶護者は、車、果物、野草の小規模な小売業や、小

さな宣料品庖サロンー理聖庖などを宮んでいる。

EDSAlSIGの経費

・学敏に直銀支払われる金額‘および学後のアクターによっ

使途
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課題

，政軍立案が参加型で立い。
・助成金が直接学校に支払われている。
・90%以上田児童がOVC(孤児と脆弱な状況に置か
れている子ども)と認定されるが、少数しか聖益者と
なっていない。

・政府は、 USAIDからプロゲラムを引き継いで他由学
校にも展開することが期待されている。

• QVC.CTSおよび学校改善計画のためにすべての
学校に250，000MKを提供することが提草された。こ
れは大幅な誠額。

，ありがとうございました。

結論

-教育協力の成果はまちまち。

・協力がいかにパ'J宣言を順守しているかによって、
成功が左右される.

，援助白アラインメントはよく順守されているように思
える。

，能力開尭とオナシッブ、相E説明責任、引き継
ぎ能力、成果マネジメントなどは、厳密には順守さ
れていないように思える。
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16J 

第9回国際教育協力日本フォーラム

16J 

「国際教育協力における

援助の有効性とは何か』

-JICAの事例~

2012年2月7日
JICA人間開発部萱島信子

発表内容

1. JICAの方針ポジション・ペーパー
2ポスト2015年に向けた課題

...ヵ..

3.国際教育協力政善に向けてのアブローチ

4. JICAの事例
5まとめ

園周也ヵ・.
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jriil 1. J I CAの方針
' 教育セクターポジション・ペーパ-2010年
rJICAの教育分野の協力一現在と未来一」
・目的 (Why)
①基本的人権としての教育
②社会・経済開発への貢献
③多文化共生社会を実現するための相互理解促進

・重点(What): 
基礎教育 (教員研修、学校運営、学校建設、行政官の能力
強化)及び高等教育

・アプローチ(How)

①現場重視の取組みと政策への反映
②アライメントを重視した中長期的協力
③ネットワーク型協力・交流の促進
④成果重視の事業設計、実施及び評価

16J2.ポスト2015年に向けた課題

-教育の質の向上

・不就学 (unreached，marginal ized)の
子どもへの教育の普及・Postprimary 

置陣也"""
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国際教育協力改善に向けての
アプローチ

3. ぬぽ

財政支掻へのセクタープログラム、
取組みの前提として、
Capacity Developmentの重視

パートナー多様化を踏まえた
官民連携、新興ドナー、南南協力、
ネットワーク化の推進

ゲローパJレ化・知識基盤社会・イノ
ベーティブな社会を支える人材育成
として、 中等・理教科教育の重視

園・・ヵ..  

4. JICAにおけるアプローチの事例
①バングラデシュ国基礎教育セクター
セクタープログラムにおける財政支鍍とCD(技術協力)

、
⑥神酒マホシ，
Jト

"日="'1
Jタ

初 11 2012 2013 201. 2015 2016-

f ……-…rocrom(PEDP) m 
(201'咽'"…a咽同…11..，0噌 山

富旦三竺2竺竺主主円・帽.
alY""';唱・ 一 ー一一ー...... 
個軸

問 5 2006 2007 2醐初凶 2010……o.…o....m死刑E
一'"

制鍾:18.2・t'11.{11ドナー四・S・M・-川

ø~ ，.竺竺竺吹竺竺竺E
⑨イシ，~..
岨闘

捌 4

...研修制宮内蜘輔が>..  ラム桝嗣町
・全国網..俊民鯛組後の研修実結傭"の強化'" 予ングパッ
ケージの金園胆聞】
・小軸叩ける師法叫.附→ングパ沖ージの間}

U制下酔喜和
軸網棚小学帥奥畑日時)
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カ
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ロ
グ
ラ
ム

-
R憧

m
・
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ペ
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酬酎プロ，.タト割印刷
「小輔副欄醐化帽フz-X2J

..・II!__.で~{，"T".(→シグパッケー河開発

.J!C岨プ帥成製品時軒ィ-~:，..グパットンを
町l:t-J~フ四時醐し盆1110>...剛間後3
aぴ小学'"・..=彼》に配布

現
鳴
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ベ
ル

n.弔問日世田剛山岡町札酬を回ロ山間円相:7~-t'1榊

-，..削箇帽【必".<= ，....伽ー輔副肋
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4. JICAにおけるアプローチの事例
②SMASE-WECSA (アフリカ理数科教育改善)

100-90109 P亙E
l PtO1・c回 Inplpetl開 J

南協力・ネット
SMASE関連プロジェクト
14カ国で展開(図参照)

SMASE-WECSAメンバー
(西・東・中央・南部アフリカ)
33カ国1地域に鉱大(図黄色)
-ケニアでの第三国研修
・ケニアからの技術支援
・犠内会合・ワ イフショップ

州embercoun向。f酬 SE.WECSA
N山川

(向 ofJan2012) 

大陸・大陸間レベルでの動き・NEPAD-ADEAとの連傷
(SMASE-WECSA :Strengthening of ・アジア・アフリ力協力
Mathematics and Science in Seconda町

Education Project in Western， Eastern， 
Central and Southern Africa ) 

(マレーシア等)
7 

4. JICAにおけるアプローチの事例
③グローパル化・知識基盤社会を支える人材育成

純司院看旬費省銀術省貨耐震

位.のニーズに.じf:....AUの曹関夜
m・同研究/田岡

ィtqLコ品化F3担F425F32主主aAHV溢怒
中等ー理数科教育

• JICAでは.理敏科教育
を60案件実施(1994年
~現在)
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16J 

16J 

5. まとめ『国際教育協力にとっての援助
の有効性を担保するためのJICAの役割」
①現場と政策の架け橋 CapacityDevelopmentの推進役
・ 途上国の政策にアラインし、財政支援と技術協力を組み合わせた支援によ
り、相手国政府へのCapacityDevelopment(CO)と資金ギャップ充当を同時
に実施し、政策レベルでの成果を出す。
・ 外部者として介入することによる触媒効果を期待。

②途上国・民間など多様なステークホルダーの媒介役
• MDGs達成に向け.資金ギャッブ充当、レパレッジ効果、迅速化、イノペ
子イブなアプローチ開発等を推進するためにも民間との連傷を進める。
・ 南南協力は、途上国のCDを促進する有効な手段。

・ JICAはファシリテーターとなり、途よ園、民間吉めたステーヲホルゲーの
知見や協力の成果を他国 地域に共有、活用していく。

③中等教育レベルにおける理数科教育の先導役
• MDGs達成及び成長促進のためには、その原動力となる中等 理数科教育に
対する支慢が不可欠。
・ ゲローパJレ化、知識基盤社会、イノベーション.R&Dの進歩により.知識集
約的産車が振興し、高度熟練労働者へのニーズが高まっている。このよう
な中.理数科目を通じて，園饗される科学的、合理的思考力の育成が重要。
・ 中等教育における理数科教育は、 JICAOl比較優位 ー実績のある分野の つ。

ご清聴ありがとうございました

置・・ヵ..
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パラダイムシフトに直面する日本の教育媛助

山図尚子

名古屋大学

|醐写 級附野切りセクト調。田 |

同一問

一一岡田一
一一
畑一一'出

B・V・'・，m・"'・0・・e・glanca(OECD) 

教育協力の規範的・構造的変化の影響

• FTI→教育のグローパル・パートナーシップ

・『財政支撮JVS.rプロジェウト支慣』→ 多様
な援助方法

・『同じ考えを持つドナーJvsrそれ以外のドナ
ー』→ 「コアJグJレープによる規範段定が緩〈
なった

-ビッグ・プッシュ・モデル→ 供与できる援助
の範囲内で最大限の効果を上げる

ヲ。み，↓4
範

齢
、j

規

譜
什

ワ

由
化

%

助
壷

発

柑
制

関

川
最
古同

『

教

ロゲ

『万人のための学習J

-基礎教育において‘量的鉱大から質的向上へ

.基礎教育からポスト基礎教育へ

・フォーマルおよびノンフォーマル教育における
スキル開発

・脆弱国

・インクル シブな教育

グロ パルな援助の議論における
最近の変化(2)

援助の枠組み
パリ宣冒(2005年)

.オーナーシップ

・アラインメント

.間和化

・成畢主議

・相互説明責任

韮山ハイレベルフォーラム由斬
たなテーマ(2011年)

・南南協力三角協力

.新興ドナー筒固

・官民連携

調和化
アクターと行程の多織化

日本のODAの位置づけと役割はどうあるべきか e 
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唱990年代から日本のODAは

どのように変わったか

l日OOA大綱(1992年) 新OOA大綱(2003年)
• r自助鍔カ支銀J ー・申 「自助努力支彼J
-車アジアおよびASEAN..... ・ -地理的に拡大
「要繍主‘』 -・・申積極的な政簸対話
-量点分野 -新たに加わった量点分野
ー地理想檀の間阻{環境、人口) ー|人聞の安全保障 |
ーベーシック・ヒューマンeニーズ ー平和構築
ー|人づ〈り | 寸 ー開削揖
ーインフラストラクチャ
ー構造掴葺 F 

F-

日本の教育援助の特徴

2010年外務省・JICA教育戦略ベー，1ー

プロジェヲト樋助、フィールドでの活動

ー現場町具体的な状況への畢軟な対応

日本の専門窓との協働を通じた、教員・専門家・教
育省の行政機員の能力開発

教育学的能力(教慢法.科目向容の理解)

一態度(より県心に取り組む聾普)

一管理能力

日本の協力の常例

住民参加
『みんなの学校」プロジェクト(EpT)
住民司惨加によって.掌俊道省と敏宵の買を改普

・ニジヱール.セネガル.ブルキナファソ、マリにおける
フィ Jレド・プロジェヲト

・ネットワーキンゲによって経験を共有
← COGESネットワ ク
ープロジェクト間ネットワーク今三角也カ

・フィールドプロジェクトのインパクト評価ー参政措対
路とゲロ パルな知蛾開尭のためのインプットーシタ
ローパル パートナーシップ，アラインメント

' 

" 

日本モデルの模索

日本の媛助の比較優位性とはっ

-日本の媛助はアジアの経済発展を支媛した 1

一号私三官軍務パッケージと産議申書官)→民間部門
連自陣)

-霊ェ錨?持車製主管議室長がり先

ー『日本の教育経験J(JICA2004年)

人材す能育成への投資ー自助努力による発展を目
指 力開発

-技術協力を通じた実地の技術移転

日本の教育援助プロジェクトの

優れた取り組み

理数科現職教員研修(lNSET)
倒 $MASSE.WEC$A(アフリカ}

住民参画型学校運営改善計画

倒みん立の牢肢(Ecolepour Tous)プロジェクトlアフリカ西部}

理工系の高等教育

例 AUN/SEED-Net(東南アジア)ー工章率直帯樟宵ネットワータ
倒 E-JU$T (エジプトド理工系の日本の文学と植櫨助国の文学の
連盟廃

司、司ーー~

" 

さらなる検討
このプロジェヲトはどのような目的に沿うか

ホ

を植幽すると州二鼠慎閣に
繍々"・側二取り組み蓄積
している.

やコミュニティスタ→ルの取り組
みとどのよう巾共通虚があるか?

健医.加が威功すれば 徹

宵成患がよがるか'

住民.1111;1:より公歪怠敏
宵の.舎や成集につ与がる
か?

顎偲.と緬温a

白羽与の鰻s・"開発泡よ置
の隼舘に般に立っか'

国本の司幹線や微風ほEρ7
.、b学べる.、，
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様々な目的の関係

目.人

「開発のためのパートナーシップJから
川目互学習のためのパートナーシップ」へ

• 21世紀の教育協力の『日本モデル』とは何か。
一予揮は減っても、畏い経臓がある.

自助努力回開尭を担う人材に投責

ミクロな現場へのインパヲト

-いかに日本の学校や教育は、教育開発活動か
ら学び、連機できるか。

同
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第9回国際教育協力日本フォーラム
東南アジア教育大臣機構文部科学省
(SEAMEO) 東京 2012年2月7日

東南アジア教育大臣機構
-公認の国際機関として1965年11月30日佐立。

(SEAMEO) 
-教育科学文化を通じて東南アジア地堀町協

有効な国際教育協力 カを恨進し、正義、，去の支配、人権および基本

的自由を推進することを目的とする。

ウィーホック'チzア
東南アジア教育大臣機構
理教科教育センター

準加盟国

オーストラリア

カナダ

フラJ ス

ドイツ

オラJダ

ニュージーラ凶

圃

M
H
田
=
圏

一・一

SEAMEO加盟国
-唱』 プルネ

EヨカJ柑ア

EZνア
マレ-，ア

ミ"マー

フィリピン

シJ ガポル

タイ

東ティモ ル

ペトナム圃 スペイJ

提携機関 SEAMEO 理事会(Council)

@ 公開遠隔教育国際野機会(ICOE)
加盟国の教育大臣で構成。 理事 r~年説会識で

‘' 
筑波大学 -政策や地蟻的イヱシアティブを酎識する。

'SEAMEOやSEAMEOの各ユニットが実施するプログラ
ブリティッシユ'カウンシル

ムやプロジヱウト白方向性を決める。

連携国
-同組輔のプロデラムや活動をレピュ する。

[・ 日本
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SEAMEOセン9ー

-教育科学ー文化の樟々草分野で研修や研究を翼施
する専門機関

-それぞれの地堪センターにはSEAMEO加盟国の幹
部クラスの教育行政官による運宮霊員会がある.運
営垂員会はセンターの運堂や予算を検討し、政軍
やプロゲラムを決定する。

-加盟国に20のSEAMEOセンタがある。

• SEAMEQ地培の教育のために、加盟国がセンターを
設立し運営している。

ESiZ画壇画面盛田咽

同一ナル附属医

~I険料園昭会鰻(CoSMEd)

笠AMEO脅年利学者発抱大会β."

SEAMEOの教育協力

-各加盟国がセンタ を設立し、運営L、

資金提供する。

-各センヲ は、それぞれの尊門性を生かし

た分野の活動をする。

-すベての加盟国のために研修を実施する。

-セン告一間協力

SEAMEO RECSAM 

• SEAMEOー東南アジア教育大臣機構

• RECSAM 理数科教育セン空ー

• 1967年に設立

-東南アジアにおける理科数学教育の改善を

使命とする。

RECSAMのプログラムの特色

-地域田能力向上をめざす。東南アジアの
教育者が主な畳益者。

-同地培から研棒コース( 般コース)に

参加する教育者に奨学金を提供する。

・プログラム由自立尭展性を確慢するため、岨入源と
なる活動を実施している。(倒特別コ ス)

• SSYSなどの特定のイベントに同地増田
開尭途上国から参加する教育者に賞金的

援助を提供する。

定期的な協議を通じて.研修プログラムの効果と

質を確保

協議の場

-運営委員会(すべてのSEAMEO加盟国の代章者か
ら4よる)

-センター長会議

• SEAMEO高官会議
• SEAMEO理事会
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研修プログフムのモニタリング

定期的な評価

1コ ス実施中に毎週行われるフィ ドパッ
ウ

2コー ス終了時の評価

ヨインパクト調査

(インパウト調査を 般 コースに対して実施。

一般コ ス lまSEAMEO加盟国の参加者を

対象としている)

TCTP-JICAコース
z∞s年以来‘アフリカの教育者を対象に実施
マレーシア置府‘JICA.RE白AMの共同事車
プログラムの有効性を確慢するために

1. JICA.圃員と也蝿し、最初にニーズを分析.RECSAMの職員がアフリカ

柑国を町間.

2コース内容は"'"と協臆してRECSAMの車門寧が立案

，..加者が研修で樽た斬しい知闘をどのように盟副しているか‘事前子スト、
事後子ストを実施したところ、スコアが大幅に伸びており、コーλの有効性が示
された.

事加者の何人かは母国の省庁で昇進し‘中心的屯リソースーパーソンに4よって
いる.

持続可能な成長と

SEAMEOとASEANの相乗効果

SEAMEO ASEAN 

"調65~1金立 京商アyア，.固ラオス ""年股立 東南アンア，.固イノドネ
イJドネシアマレーνアヲ引JピヰJ 山 ソアマレーνアヲ.('Jt.':..山ガポール、
ガポールタイベトナム共和国 タイ

憾..年一ブルネイがSEAMEαζ加盛 時泌4年一フルネイがASEANIζ加盟

憎持ーベトナム抽出和国が 叩ーベトナム開山一岨
S町田=加盟

棚年一一ーがS叫 Oに加盟 叫ーラオス人間掛岨ミヤJ
マー山山=加盟

"".隼ー草子ィモルIJISEAMEαニ加 1凶円B隼ーカンポ yアがAS，̂州に加盟
>> 
S叩 EOi!:'"ーの."棚倉問2叫
初'"毎回参加唱えた.

インパクト調査

-コース轄了桂6ヶ月時点でインパクト調査を実施

-図書者旺CSAM 般コース害加者

• 3つ白調査項目適用性妥当性、普及

-調査結果適用可能。コースは妥当。

普及は部分的.

-制約要因時聞がヰい、過密カリキュラム、

獄験重視のカリキュラム、学級人数が害すぎる

-インパクト翻査の結果を踏まえて、 般コースが惜正さ

れる予定。

まとめ

SEAMEOの有効性l立、'"のようなコミュニティ肉の協力の

特融によって支えられていると考えられる

争各加盟国が自国の強みをシェアしながら、 SEAMEOの成功

に貢献している。

-各国が協力の恩恵を受けているー

.(省庁レベルからセンヲーレベルまで)関係者の糠々な

レベルで定期的立協揚が持たれている。

-事務局が十分与賞金で運営され、 SEAMEOの活動の調聾や、

今後の開発計画の支揮をしている。

-教育大臣から権限が蚕陣され、 SEAMEOのプログラムが実施

しやすい。

-外部機闘がニ国間協力や多国間協力を通じてSEAMEO加盟国と

協力をするのを、地培機関としてのS日 MEOが支慣している。

ご清聴どうもありがとうございました。
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第９回 国際教育協力日本フォーラム 
―自立的教育開発に向けた国際協力― 

報告書 

主催 
 文部科学省、外務省、広島大学、筑波大学 

後援 
 国際協力機構 
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平成2 4年 ( 2 0 1 2年 ) 2月 7日 (火 )  
文部科学省東館３階（講堂） 




